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序章 
ラテンアメリカのアグリフードシステム 
 
１．はじめに 
 
 近年、ラテンアメリカの農業・食料部門（アグリフードシステム）（註 1）は大きく変化
している。好調な経済成長を背景とした消費者の所得向上により、消費の拡大だけでなく、 
質の高い農畜産品や加工食品に対する需要が増えている。これに対応して、都市部を中心
に近代的な小売店舗が増加しているほか、農畜産品を調理して提供するフードサービスも
拡大している。さらに経済自由化や地域経済統合の進展を背景に、青果物や加工品など輸
出市場向けの農畜産物の供給も増えている。このように、かつては立ち後れていた経済部
門の 1 つであったアグリフードシステムが、ラテンアメリカの経済成長を牽引する力の 1
つとなりつつある。そこで本研究では、ラテンアメリカの新興国の 1 つであるペルーのケ
ーススタディを通して、アグリフードシステムの成長のメカニズムを明らかにしたい。 
 ラテンアメリカのアグリフードシステムについてはこれまで、生産部門を中心に分析が
行われてきた。しかし近年の成長においては、生産のみならず加工、流通、販売といった
部門の重要性が高まっている。そこで、生産から消費までの全体を分析対象とするフード
システム研究の視点に立ち、アグリフードシステム内の経済主体間の関係に注目する。中
でも、生産から消費までをつなぐインテグレーションを取り上げ、生産性の向上や新たな
付加価値の創出など、アグリフードシステムにおける成長のメカニズムを分析する。 
 本研究がラテンアメリカに注目するのは、この地域が途上国の中でもアグリフードシス
テムが大きく変化している地域の一つだからである。この地域の農業については、零細小
規模生産者による自給的農業を含んだ生産性の低い国内市場向けの食料生産と、プランテ
ーションなど大規模農場における生産性の高い輸出市場向けの農業生産が併存するという
二重性が従来から指摘されてきた。しかし 1980 年代の債務危機と、その後に各国政府が
採用した市場経済化改革によって、この地域の農業と関連産業に大きな変化が起こり始め
た。例えば、貿易自由化の進行により従来のコモディティとは異なる非伝統的輸出農産物
と呼ばれる農産物の輸出が拡大した。また、農業資材の輸入が自由化されたことで、種子
や肥料、農業機械や設備など、農業生産性を高める技術の導入が進んだ。加えて経済成長
を背景に消費者の所得が向上し、都市部を中心に量販店などの近代的な小売業やフードサ
ービスなどのサービス業が拡大しつつある。 
 本研究がラテンアメリカの中でもペルーに注目したのは、アグリフードシステムが現在
進行形で大きく変化しているからである。ブラジルやメキシコなどの域内大国と比べてペ
ルーは、人口も少なく国内市場の規模も小さい。また、地理的にも農業にとって不利な条
件を備えるアンデスの山間地域を抱えている。そのために農業生産のみならず、農産物の
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流通や食品加工においても域内諸国と比較して開発が遅れている。現在でもアンデス地域
では零細小規模生産者による自給的な農業が大きな割合を占めているばかりでなく、リマ
首都圏のような都市部においても伝統的な卸売・小売市場が農産物流通において重要な役
割を占めている。その一方で、市場経済化改革の導入をきっかけとして大きな変化が起き
ている。まず 1990 年代にはマクロ経済の安定と成長により農業生産が増加しはじめ、さ
らに 2000 年代に入ると自由貿易協定の締結などによって農産物輸出の拡大と多様化が進
んだ。この時期に鉱物資源輸出国であるペルーでは、国際市場における資源価格の高騰の
恩恵を受けて順調な経済成長を維持できたことで、国民の所得が上昇した。その結果、他
のラテンアメリカ諸国同様に、単に量において農産物に対する需要が高まっただけでなく、
畜産物やフードサービスなど付加価値の高い食料への需要が増え始めた。このように現在
進行形で大きく変わりつつあるペルーを分析対象とすることで、一国の中で伝統的な部門
と現在変化しつつある部門を比較しながら分析することが可能になる。 
 以下の本章では、ラテンアメリカの農業開発に関する先行研究について振り返ったのち、
アグリフードシステムにおけるバリューチェーン（註 2）のインテグレーションに注目し
た理由を述べる。そして本研究が採用するインテグレーション分析の視角について詳しく
説明した上で、最後に本論文の構成について述べる。 
 
２．ラテンアメリカの農業開発の研究動向 
 
 ラテンアメリカの農業部門に関する研究として、欧米に向けての農産物等の主要な供給
源として経済が発展した一次産品輸出経済論、農業・農村の格差とその是正に関する研究、
市場経済化改革後の新しい農産品の輸出拡大や国内農業への影響に関する研究などが挙げ
られる。 
 一次産品輸出経済論は、ラテンアメリカ諸国が鉱物資源や農産物などの一次産品輸出を
拡大した過程や各国の経済発展に与えた影響を分析している。農産物については、市場と
なった欧米諸国における産業革命の広がりによる需要の拡大のほか、ラテンアメリカにお
ける広大な農地の存在、農産物の生育に適した気候、豊富な労働力などの比較優位に基づ
く供給の拡大、そして産地における鉄道の敷設や冷凍船の普及などの要因に注目している
（宇佐見 1993、湯川 1999、谷 2011）。 
 農業・農村の格差とその是正に関する研究は、大規模土地所有（ラティフンディオ）と
小規模土地所有（ミニフンディオ）という、ラテンアメリカの農村部における二重構造に
注目した。ラティフンディオが主に輸出向け農産物を生産する一方で、ミニフンディオは
自給用作物の生産が中心である。このような二重構造は農業部門全体の生産性向上を阻害
するものである。つまり、ラティフンディオでは農地が十分に利用されていない一方で、
ミニフンディオでは労働力が十分に利用されていない。そのためラティフンディオでは労
3 
 
働生産性が高いものの土地生産性が低く、逆にミニフンディオでは土地生産性が高いもの
の労働生産性が低くなる。ラテンアメリカの農村部では一般に労働力が余剰であることか
ら、労働生産性よりも土地生産性を引き上げることが重要になる。そこで利用されていな
いラティフンディオの土地を、土地を所有していない農民に再分配する農地改革が主に
1960 年代から 1970 年代にかけて実施された（Kay 2000）（註 3）。農地改革に対する評価
はさまざまであるが、改革が農地の再分配にとどまり信用の供与や技術移転に及ばなかっ
たため、農業部門の生産性向上においては大きな成果を上げられなかったという評価が一
般的である（Thiesenhusen 1995）。 
 市場経済化改革後の新しい農産品の輸出拡大に関する研究としては、貿易自由化ととも
に拡大した農産物輸出の多様化に関する研究や、貿易自由化や規制緩和などの経済自由化
が国内の農業部門に与えた影響に関する研究がある。 
 農産物輸出の多様化については、非伝統的農産物輸出（Non-Traditional Agricultural 
Export）の拡大に関して数多くの研究が行われた。これらの研究は、1980 年代以降に新
たに輸出が増えた農産物に焦点を当てている。例えば、輸出の多様化と拡大による経済成
長への影響、国内における付加価値の増大、生産国内におけるクラスターの生成、生産者
への経済的なインパクトなどを分析した研究などがある（Barham et al. 1992）。特にチリ
における北半球の先進国市場向けの生鮮果物（ブドウ、リンゴ）と加工品（ワイン）の生
産と輸出の拡大は、非伝統的農産物輸出の代表的な成功事例としてとりあげられ、そこに
おける多国籍企業の役割などが分析されている（Korzeniewicz et al. 1995、豊田 2001、
中西 2007）。 
 これらの研究が非伝統的農産物輸出拡大のプラスの側面に注目して分析している一方、
マイナスの側面に注目した研究も多い。見栄えの良い果物や野菜を先進国の市場に供給す
るため、非伝統的農産物の栽培にあたっては農薬が多用されるケースが多かった。その結
果、労働者に健康被害が生じたり、残留農薬が検出されたことで市場国の検疫機関が農産
物の輸入を拒否するケースがあった。また、輸出用作物の栽培が拡大したことで食料作物
の栽培が減少したために、輸出価格が下落すると生産者の所得が大きく減少し、食料作物
の確保が難しくなる点に注目した研究などもでている（Murray 1994, Thrupp et al. 1995, 
Conroy et al. 1996、黒崎 1998）。 
 ラテンアメリカ諸国の経済自由化の農業部門への影響については、貿易自由化による国
内の農業生産者への影響に注目が集まっている。輸出関税の撤廃により国際市場における
価格競争力が向上して輸出を拡大したアルゼンチンのブラジル向け小麦輸出などの例があ
る一方で、メキシコでは米国産の安い飼料用トウモロコシの輸入が急増した（谷 1997）。
また、貿易自由化によりラテンアメリカ諸国からの農産物の輸出競争が激化したことで、
生産に携わる農民や労働者の所得が減少し、農村の貧困が拡大したとする研究もある（吾
郷 2010）。 
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 以上に挙げた研究の多くは、生産を担う農業や零細小規模を中心とする生産者と、彼ら
が活動の場とする農村に焦点を当てている。また、生産や輸出の拡大については、土地や
気候などの自然条件や労働力に基づいた比較優位や多国籍企業の進出で説明するにとどま
っている。さらに、発展そのものより、発展によりもたらされた問題の分析を主な目的と
している研究も多い。それに対して本研究は、ラテンアメリカのアグリフードシステム、
すなわち農畜産業にとどまらず、そこで生産された農畜産物が消費されるまでの産業部門
全体を分析対象とし、その発展メカニズムを明らかにする。その際に参照したのが、次に
取り上げるグローバルバリューチェーン研究である。 
 
３．グローバルバリューチェーン研究と途上国農業 
 
 バリューチェーンとは、財などの提供にかかわる、設計から生産、流通、販売、サポー
トなどのさまざまな活動を指す（Porter 1985）。一企業におけるバリューチェーンには、
投入財の供給、生産、生産した商品の物流、マーケティングや販売、アフターサービスな
どのメインの活動のほか、インフラ、人材管理、開発、調達などのメインの活動を支える
活動が含まれる。ポーターはこれらの活動をどのようにリンクさせれば企業の競争力を高
められるかを分析した。 
 グローバル化の進展により国境を越えた企業活動が盛んになったことで、これをバリュ
ーチェーンの視点から分析しようという研究がでてきた。その先駆けの一つがグローバル
コモディティチェーン（GCC）研究である（Gereffi and Korzeniewicz 1994）。これは世
界システム論を応用したもので、商品を生み出す過程をコモディティチェーンとして定義
し、そこで起きる競争やイノベーションを分析した。従来、工業化はその国の経済開発を
促すと想定されていた。しかし GCC はこの想定に疑問を投げかけ、これを分析する視角
を提供した。GCC の競争力の源泉が、安い人件費など低次な要因に基づくのか、独占的な
技術、商品の差別化、ブランド、継続的なアップグレードなど高次な要因に基づくものな
のかを分析することで、経済開発への影響を明らかにしようと試みた（Gereffi and 
Korzeniewicz 1994: 6）。同様の問題意識を持つ研究者は、国境を越えて広がる生産から消
費までの流れを指すのに、GCC のほか、バリューチェーン、バリューシステム、グローバ
ル生産ネットワーク、バリューネットワークなどの用語を用いていた。2000 年にこの分野
の研究者が一堂に会して、これらの概念を広く含む用語としてグローバルバリューチェー
ン（GVC）を用いることに決めた（Gerrefi et al. 2001）。 
 GVC 研究は、競争力を向上するためにバリューチェーン内の経済主体がどのような関係
を構築しているか、その統治構造（governance structure）と同時に、バリューチェーン
に属する経済主体がどのように発展できるかというアップグレードに注目して分析してい
る。統治構造は、例えば市場型から階層型の以下の 5 つに分類している（Gereffi et al. 
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2005）。市場型（market）はそれぞれの経済主体が市場を通しての取引で結びつく。モジ
ュラー型（modular）は、市場を通してのみでは買い手に必要な情報が十分に伝わらない
場合に、事前に仕様などの情報を伝えた上で取引を行う。関係型（relational）は、仕様を
示すだけでは十分に情報が伝わらない場合に、両者で仕様や製造方法について話し合い、
場合によっては専用の設備に投資した上で取引を行う。拘束型（captive）は大手企業と下
請の関係を想定し、売り手が買い手に依存する関係となる。階層型（hierarchy）は垂直統
合型とも言われるもので、一つの経済主体がバリューチェーンの複数の部門を所有する。
この場合、経済主体間の関係ではなく、一つの経済主体内の部門間の取引となる。GVC 研
究は、GVC を主導する企業が競争力を向上するために、それぞれの財の特質や市場の状況
に合わせた統治構造のバリューチェーンを構築していると分析している。 
 バリューチェーンに属する経済主体の発展につながるアップグレードについて、GVC 研
究は大きく 4つに分類している（Giuliani et al. 2005）。1つめが工程のアップグレードで、
新技術の導入による生産効率の向上を指す。2 つめが製品のアップグレードで、より高度
な製品の供給を手がけることを指す。3 つめは機能のアップグレードで、例えば製造から
設計へ参入するように、GVC の中で果たす機能を広げることを指す。4 つめが部門を超え
たアップグレードで、ある製品の GVC で得た知識や経験を基に、ほかの分野や製品のバ
リューチェーンに参加することを指す。GVC に参加する経済主体は、これらのアップグレ
ードにより、生産性を高めたり、より付加価値の高い活動に参加できるようになる。 
 GVC 研究は農業部門において、先進国の量販店による途上国の農産物の調達に注目した
（Fairbanks and Lindsay 1997, Dolan and Humphrey 2000, 2004）。その 1 つが、欧州
の量販店によるケニヤやタンザニアからの青果物の調達に関する研究である。当初は生産
国と市場国の双方で卸売市場を経由した取引が行われていたが、量販店の規模拡大と寡占
化に伴い、これらの量販店が生産から小売までのサプライチェーンを統合するようになっ
たとしている（Dolan and Humphrey 2004）。 
 GVC 研究では、先進国企業が中心となって統合する国境をまたぐバリューチェーンが取
り上げられ、そこにおける統治構造やチェーンに属する途上国企業によるアップグレード
が分析の中心となった。そのため、途上国国内の地場企業が中心となった事例はほとんど
取り上げられてこなかった。それに対して、GVC 研究を参照しながら、途上国の経済主体
に注目した研究が出てきている。例えば、途上国でも拡大しつつある量販店とそれによる
バリューチェーンの変化などに注目した研究である（Reardon and Berdegué 2002, 
Ghezán et al. 2002, Balsevich et al. 2003, Reardon et al. 2003）。これらの研究は、途上
国における小売量販店や外食チェーンの普及パターンやその要因を明らかにした上で、伝
統的な流通チャネルと量販店による新しい流通チャネルの違いや、新しい流通チャネルの
拡大による生産者や伝統的な卸売商人への影響を示した。ただし、分析対象とするのは小
売業者を中心とした農産物の流通チャネルが中心で、生産から消費までのアグリフードシ
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ステム全体を視野に入れているわけではない。 
 そのほかにも、GVC 研究の枠組みを参照しながら、近年におけるラテンアメリカからの
農産品輸出の変化を対象とした研究もある（星野編 2007、谷 2008、村瀬 2008）。これら
の研究は、ラテンアメリカ諸国の生産者や加工業者が、先進国の需要に対応するためにバ
リューチェーンを統合して付加価値の高い輸出産品を供給する事例を分析している。しか
し各国につき 1 つの輸出産品を取り上げているために、その国のアグリフードシステム全
体の傾向やその中の位置づけが十分にわからない。本研究はこれらの研究と問題意識を共
有しつつも、ペルーという一国において特質の異なる複数の農畜産品を取り上げることで、
アグリフードシステムにおける生産から消費までのバリューチェーン全体を分析する。 
 
４．インテグレーションの分析による課題への接近 
 
 本研究はペルーにおけるアグリフードシステムの発展メカニズムを解明するために、バ
リューチェーンに属する経済主体間の関係、なかでもインテグレーションに注目して分析
する。一般にインテグレーションという場合、生産や加工を担う経済主体が、契約や所有
などにより強く統合された形態を指す。しかし本研究の分析対象は、合意や継続的取引な
ど、それよりも弱い統合の形態の事例も含む。そこで、まず経済主体間の調整方法と統合
が進む要因を整理し、経済主体間の結びつきが弱いコーディネーションと、それが強いイ
ンテグレーションを区別した後、インテグレーションが形成される要因を整理する。そし
て、ブロイラーを事例にインテグレーションの展開についてみたあと、主に米国における
先行研究を参照して、ほかの農畜産物への広がりやブロイラーとの違いについて確認する。 
 
（１）経済主体間の調整方法 
 農産物のバリューチェーンに属する経済主体間の調整方法は大きく次の 4 つに分けると
理解しやすい（MacDonald and Korb 2011）。第 1 に市場取引とよばれるもので、卸売市
場などの開かれた市場による現金取引を指す。スポット市場（spot market）や現金市場
（cash market）とも呼ばれる。買い手が現物を確認し、入札などさまざまな方法で価格
を決め、買い手は現金で支払って商品を受け取る取引方法（cash-and-carry transaction）
が基本である。 
第 2 に販売契約（market-specific contract または marketing contract）である。農産
物の場合、生産者と買い手が収穫以前に交渉して農産物の仕様、販売数量、価格などの売
買条件を決め、収穫後に売買取引を行う。販売価格を固定するのではなく、売買時の市場
価格を基にした値決めのルールを定める場合も多い。 
第 3 に生産契約（resource-providing contract または production contract）である。こ
れは生産者と買い手の間で生産が始まる前に交渉し、買い手が供給する種子、肥料、農薬
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などの投入財を利用し、生産者が自ら所有する農地と雇用労働力を使って栽培する。基本
的には買い手が指定する収穫時期や栽培方法に従って栽培が行われ、収穫後に生産者から
買い手へ農産物が引き渡される。両者の間で農産物自体の売買は行われず、買い手が生産
者に生産を委託して、事前に決められたルールに従って委託料を支払う契約である。 
第 4 に垂直統合（vertical integration）である。食品製造業、レストランチェーンなど
のフードサービス、大手量販店など農産物の実需者が、生産部門を統合するために農場を
所有し、土地や労働者など必要な生産要素を調達して生産する方法である。サトウキビや
バナナなど途上国のプランテーションにおける農産物の生産、加工、販売、輸出もこれに
相当する。この統合は所有を伴うことから、所有統合とも呼ばれる。 
この分類は米国の事例を念頭に経済主体間の調整方法を説明している。これに対して本
研究が分析対象とするラテンアメリカのアグリフードシステムの場合、経済主体間の合意
や口約束などによる調整が一般的である。こられは、契約ほど拘束力はないが、農畜産物
の売買に際して経済主体間で事前・事後に調整をして、継続的な取引を行う方法である。
このように、市場取引と販売契約の間にあたる調整方法を本論文ではコーディネーション
と定義する。これを含めて本研究が用いる経済主体間の調整方法に関する定義を整理する
と、市場取引、コーディネーション、インテグレーションの 3 つとなる。市場取引はスポ
ット市場や現金市場と呼ばれるものにあたり、売買のみを通した取引になる。コーディネ
ーションは経済主体間が事前または事後に調整を行って合意の上に行う取引で、一定期間
継続するのが一般的である。それに対してインテグレーションは、インテグレーターと呼
ばれる経済主体が中心となって、契約や所有によって調整を行う統合である。 
 
（２）コーディネーション／インテグレーションの形成要因 
 コーディネーションやインテグレーションの形成が進むのは、統合するインテグレータ
ーと統合される生産者の双方にメリットがあるからである。このメリットとして、取引費
用の削減、取引特殊投資による効率の向上、新しい技術の移転、資金負担の軽減、リスク
負担の軽減、消費者の嗜好への対応、などが挙げられる（Vukina 2001, Hayenga et al. 2000, 
MacDonald et al. 2004）。 
まず、インテグレーターからみたメリットを考える。インテグレーターはインテグレー
ションを活用することで、量と品質の両方において安定して原材料を調達することができ
る。これは市場取引のように、調達のたびに売り手を探して農産物の品質を確認するので
はなく、特定の生産者と継続的に取引を行うことで、その都度行う手間を省けるからであ
る。インテグレーターは生産者との関係を深めることによって、生産される農産物の量と
品質について多くの情報を事前に得ることができる。結果としてインテグレーターは、自
らが所有する加工場の稼働率を高く保って生産性を高めることができる。 
食品の原材料となる農産物に関しては、安全性や品質についての消費者の関心が近年高
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まっている。インテグレーションによってインテグレーターが生産者との関係を深めるこ
とができれば、例えば認証を得た方法で有機農産物が生産されていることや、飼料原料に
遺伝子組み換え作物が含まれていないことを、インテグレーター自らが確認できる。 
さらにインテグレーションによってインテグレーターと生産者が、両者の取引に特化し
た投資（取引特殊投資）を行うことで、生産、流通、加工の各段階で生産性を高めること
ができる。具体的には、特定の農産物の作業にのみ利用できる特殊な農機具や、専用の出
荷設備への投資が考えられる。これらを活用すれば生産性が高まるが、市場取引において
は「ホールドアップ問題」のためにこのような取引特定投資が進まないとされる（註 4）。
しかしインテグレーションによって経済主体間の調整を行うことで、それが可能になる。
その結果インテグレーターは、一般の市場では供給されにくい差別化された原材料の確保
や、流通や製造段階における効率の向上が可能になる。 
これと関連して新しい技術の移転が挙げられる。個別の生産者と比べて規模の大きいイ
ンテグレーターは、技術の最新動向に通じていることが多く、その導入にも積極的である。
生産者に対しても新しい技術を積極的に移転し、それを支援するために研修なども行う。
インテグレーションに参加することで生産者は新しい技術を習得する機会が多くなり、生
産性を向上しやすくなる。 
次に生産者の視点から見ると、インテグレーションは資金負担の軽減というメリットを
もたらす。市場取引を前提とした生産では、農地や農機具などの固定資本財はもちろん、
種子、肥料、農薬などの流動資本財や雇用労働者の賃金など、出荷までにかかる費用はす
べて生産者が負担する。しかしインテグレーションを利用すれば、それらを調達するため
の資金負担が軽くなったり、融資へのアクセスが容易になる。販売契約であれば、生産者
は契約を担保として金融機関から資金を調達することが可能になる。さらに生産契約であ
れば流動資本財の多くはインテグレーターが供給するため、その分生産者の資金負担が軽
くなる。 
このほかにもインテグレーションは生産者にとって、取引費用の削減やリスク負担の軽
減にもつながる。取引費用の削減では、収穫物の販売先を安定して確保できることである。
これにより、収穫のたびに販売先を確保したり、売れ残りを安価で販売したり、廃棄処分
をする心配がなくなる。リスク負担の軽減でいうリスクとは、農産物や流動資本財の価格
が変動することで売上高や生産コストが変わる価格変動リスクと、天候の変化や病虫害の
発生などにより農産物の作柄が変化する生産変動リスクを指す。インテグレーションを利
用すれば、これまで生産者が負担していた価格変動リスクや生産変動リスクの一部を、イ
ンテグレーターに転嫁できる。例えば販売契約において事前に販売価格を固定したり、最
低保証価格を設定することで、市場価格が大きく落ち込んだ場合にも生産者は最低限の利
益を確保できる。また生産契約の場合は、生産者は生産委託に伴う手数料を受け取るため、
農産物の価格変動によるリスクは基本的にはインテグレーターが負担することになる。生
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産変動リスクについては、販売契約では基本的に生産者が負担するが、生産契約では生産
者がコントロールできないような天候の変化や病虫害の発生による生産性の低下について
は、インテグレーターがリスクの一部を負担する場合が多い。 
インテグレーションで経済主体が結びつくことで、消費者の嗜好の変化に迅速に対応で
きるというメリットもある。市場を経由した取引の場合、嗜好の変化は需給の変化を引き
起こし、それが市場における価格の変化となって生産者に伝わる。潜在的な需要があった
としても、市場に出回らない限りは価格が形成されず、生産者に嗜好の変化の情報が伝わ
りにくい。それに対してインテグレーションでは、消費者の嗜好に関する情報を多く持つ
量販店等と生産者や加工業者が直接につながることによって、新しい品種の導入や新しい
加工食品の製造が促される。 
インテグレーションにはこのようなメリットがある一方でデメリットもある。インテグ
レーターにとっては資金負担やリスク負担が増加する。必要な原材料を調達する以外にも、
生産契約の場合には流動資本財の多くを、所有統合の場合にはさらにすべての固定・流動
資本財をまかなう資金を負担しなければならない。さらにこれまで生産者が負担してきた
価格変動や生産変動のリスクもインテグレーターが負担することになる。インテグレータ
ーによるリスク負担の割合は、販売契約、生産契約、所有統合と垂直的調整の度合いが進
むにつれて大きくなる。所有統合ではインテグレーターが価格変動と生産変動のリスクを
すべて負担することになる。 
生産者にとってのデメリットは、経営の独立性が失われ、利益が減少することである。
市場取引においては、生産者自身が生産、販売、資金調達に関わる意思決定を行い、リス
クを負担することで、それに伴う利益を得る。しかしインテグレーションによって意思決
定やリスクの一部または全部をインテグレーターに委ねることで、生産者が独自の経営判
断を下せる場面が少なくなる。つまり、生産者は自らの経営能力を発揮する機会が減るた
め、その能力を発揮することによって得られる利益を失うことになる。また、インテグレ
ーションにおいては価格形成の透明性がなくなるため、交渉力が弱い立場にある生産者は
利益配分で不利に立たされる可能性が高い。 
 
（３）ブロイラーインテグレーションの仕組み 
 アグリフードシステムのバリューチェーンにおけるインテグレーションについて詳しく
みるために、農畜産業の中でも最もインテグレーションが進んだ部門の一つであるブロイ
ラーを取り上げて、その仕組みを説明する。ブロイラーではインテグレーションの進行に
よって新しい技術の導入が進み、生産効率が上昇して生産コストが低下しただけでなく、
消費者の嗜好が生産や加工過程にフィードバックされ、より高品質で付加価値の高い商品
の開発が進んだ（Knoeber 1989, Martinez 1999, Vukina 2001）。 
 ブロイラーが消費者に届くまでのバリューチェーンを説明すると、川上にあたるのがブ
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ロイラーの生産である。これは、ヒナ、飼料、薬剤などの投入財の供給と、ヒナを育てる
飼育に分けられる。次に川中にあたるのが、育った鶏をと殺、放血、脱羽して洗浄する処
理、小売店の店頭で見かけるムネ肉やモモ肉などにする解体（処理と解体を合わせて加工
と呼ぶ）、鶏肉をソーセージや冷凍チキンナゲットなどに二次加工する食品製造業、そして
鶏肉や二次加工品を流通する卸売業である。最後に川下に当たるのが、これらの商品を販
売する小売業や調理して提供する中食・外食産業である。 
 この中で本稿が注目するのが、川上と川中、つまり投入財の供給、鶏の飼育、そして加
工、二次加工を中心としたインテグレーションである。ここでは垂直的調整の各段階にお
ける生産要素の所有や鶏の売買、生産や価格のリスクの負担について、上述した 4 つの調
整方法（市場取引、販売契約、生産契約、垂直統合）に沿って整理し、インテグレーショ
ンの仕組みを説明する（Knoeber 1989, Vukina 2001, 杉山 2001, MacDonald et al. 2004）。 
 まず市場取引の場合、鶏生産に必要な固定資本財（土地、鶏舎）、労働力、水、エネルギ
ー、流動資本財（ヒナ、飼料、薬剤など）のすべてを生産者が提供し、鶏を飼育して販売
する。生産や価格の変動に関わるリスクはすべて生産者が負う。市場取引では、売り手と
買い手の間の事前・事後の調整はないためインテグレーションには相当しない。これ以外
の販売契約、生産契約、垂直統合をブロイラーインテグレーションとする。 
 販売契約の場合も、すべての固定資本財と流動資本財を生産者が提供する。ただし、成
長した鶏を一定の価格で買い取るという条件で、インテグレーターが生産者にヒナや飼料
を信用貸しで販売する。インテグレーターは成長した鶏を集めて買い取った後、その販売
代金からヒナや飼料とその配達や集鳥にかかるコストを差し引いて生産者に支払う。この
方法はオープンアカウント契約（open account contracts）とも呼ばれ、流動資本財に必
要な資金の融資を伴う売買契約といえる。この場合、生産変動リスクは生産者が負担する。
飼料や鶏の価格変動リスクの負担は契約の内容によるが、一定期間について価格を固定す
る契約であれば、これまで生産者が負っていた価格変動リスクの一部をインテグレーター
が負担することになる。生産者に対してインテグレーションへの参加を促すために、オー
プンアカウント契約のほかにもさまざまな契約が作られた。例えば、生産者が損失を負担
する必要のないオープンアカウント契約（open account - no loss contracts）や、市場価
格にかかわらずインテグレーターがブロイラーの下限価格を保証する最低価格保証契約
（guaranteed-price contracts）などである。 
 インテグレーターが資金やリスクをより多く負担することで生産者に対してインテグレ
ーションへの参加を促したのが生産契約である。生産契約では、生産者が固定資本財、労
働力、水、エネルギーを提供し、インテグレーターが流動資本財を提供する。生産者はヒ
ナを飼育し、規定のサイズに達したところでインテグレーターが集鳥する。この場合、鶏
は常にインテグレーターが所有しており、生産者との間で売買取引は行われない。その代
わりインテグレーターは生産者に対して飼育の委託料を支払う。委託料の算定方法は契約
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により定められるが、当初は鶏の羽数や重量などに基づいて委託料が支払われる一定費用
契約（flat-fee contracts）が用いられた。しかしこの契約では生産者の努力が収入に反映
されないため、インテグレーターは生産者から生産性向上のための努力を引き出すことが
できなかった。そこで導入されたのが分益契約（share profit contracts）である。これは、
生産性向上によって得られる利益をインテグレーターだけでなく生産者にも与えることで、
生産者から生産性向上のための努力を引き出そうというものである。分益契約では、基本
飼育料のほかに飼料転換率、育成率、生産指数（註 5）などを考慮してインテグレーター
が生産者に対してボーナスを支払う（Vukina 2001, MacDonald et al. 2004, 斎藤 2011）。
このような契約では、流動資本財の購買やブロイラーの販売はインテグレーターが行うた
め、その価格変動リスクも基本的にはインテグレーターが負うことになる。生産変動リス
クについては、飼育管理の優劣による生産性の変動の責任は生産者が負うものの、ヒナや
飼料の品質のほか、予期しなかった天候の変化など生産者がコントロールできない要因に
よる場合には、インテグレーターもリスクを分担する。ただし、生産変動に関するさまざ
まな条項を契約に盛り込むことや、生産変動の原因が誰にあるかを判断するのは難しい。
そこでインテグレーターは、同じ時期に近接する地域でブロイラーを出荷する生産者同士
の生産指数を比較し、それに基づいてボーナスを決定するトーナメント方式を採用し始め
た。こうすることで、ヒナや飼料の品質や予期せぬ天候の変化など同時期・同地域の生産
者間で共通する要素を取り除いて、生産者の飼育管理の優劣のみを比べることができる。
それに応じてボーナスを支払うことで、生産者の努力を引き出すことができるとしている
（Knoebar 1989）。 
 一般の生産契約では生産者が土地や鶏舎などの固定資本財を用意する。これは政府の支
援策などにより、生産者は有利な条件で鶏舎建設に必要な資金の融資にアクセスできるた
めである。しかし、そのような融資にアクセスできない生産者でもインテグレーションに
参加できる形態として、インテグレーターはリース型の生産契約も用意している（杉山
2001）。生産契約との違いは、固定資本財のうち土地は生産者が提供するものの、そこに
インテグレーターの投資によって鶏舎を建設して生産者にリースし、ブロイラー飼育を委
託する方式である。既存の鶏舎が老朽化して生産性が低下しているにもかかわらず、生産
者が設備を更新する資金を負担できない場合がある。その場合インテグレーターは、この
リース型の生産契約を生産者に提案し、インテグレーターの資金で設備を更新して生産者
が飼育を続けられるようにすることが多い。 
 垂直統合の場合には、固定資本財と流動資本財をインテグレーターが準備し、鶏舎の管
理者を雇用することになる。インテグレーターは生産変動、価格変動などすべてのリスク
を負い、鶏舎の管理者に対しては賃金を支払う。生産契約によって鶏を飼育する生産者は、
独立自営農業者（farmer）ではなく、飼育者（grower）と呼ばれる（杉山 2001）。また、
垂直統合において鶏舎の管理をするのは、生産者ではなく賃金を受け取る労働者となる。 
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５．農畜産業サブセクターにおけるインテグレーション 
 
 ブロイラー以外の畜産物や農産物でもインテグレーションは進んでいる。ここではブロ
イラーと比較しながら、それ以外の農畜産物のバリューチェーンにおけるインテグレーシ
ョンの進行について米国を対象とした先行研究を参照しながら整理する。 
 米国農務省が農業部門の契約栽培の状況についてまとめた資料によると、2008 年におけ
る契約に基づく生産の割合は鶏肉・鶏卵が 90%、豚肉が 68%、牛肉が 29%となっている
（MacDonald and Korb 2011）。鶏肉、鶏卵、七面鳥の契約生産や垂直統合についてみた
別の研究では、1994 年の時点で、鶏肉では約 9 割が生産契約、1 割弱が垂直統合、鶏卵で
は 4 割弱が生産契約、6 割弱が垂直統合、七面鳥では 6 割弱が生産契約、約 3 割が垂直統
合となっている。また豚肉は 1990 年代以降に契約による生産が増え、2001 年では約 7 割
が生産による契約、残りが市場取引となっている（Martinez 2002）。 
 インテグレーションの形態が畜種によって大きく異なるのは、それぞれの飼育や加工に
おける技術的な要因が大きく影響していると考えられる。ブロイラーと比較して鶏卵にお
いて垂直統合が多いのは、鶏卵生産者自らが、鶏卵の分類・パッキング施設（GP センタ
ー）を建設して加工部門を統合したからである。GP センターは農場に隣接する必要があ
ることから、採卵鶏の飼育から、パッキングまでを一貫して農場内で行う方法（on farm egg 
processing）が一般的になった。また、鶏肉の処理加工場と比べて GP センターは規模の
経済が働きにくいことも生産者による統合を促した（斎藤 1997）。つまり、ブロイラーの
ようにインテグレーターが大規模な鶏肉加工場を建設して加工段階を統合する代わりに、
鶏卵生産者自らが規模を拡大する中で GP センターまで統合したのである。 
 豚肉でも現在は契約による生産の割合が高まっているが、従来は生産契約より販売契約
の割合が多かった。その要因として、鶏に比べて豚は出荷時期に比較的幅があること（さ
まざまな年齢で販売することが可能であること）のほか、長距離の輸送に比較的耐えられ
ることなどが考えられる。これにより豚肉の飼育に必要な投資は、ブロイラーと比べると
時間的または地理的な観点から特定の取引に依存する度合いが低いことから、所有型の垂
直統合や生産契約によるインテグレーションではなく販売契約によるインテグレーション
が主になっている（Martinez 2002）。ただし近年は豚肉でも契約生産が大きく増えている。
その背景として、生産者の規模拡大や生産方式の変化が挙げられる。1992 年から 2004 年
の間に、生産者数は約 7 割減少した一方で、生産者あたりの飼育頭数は 1000 頭弱から約
4600 頭に増えた。そして生産者が繁殖から肥育までを行う方式（ farrow-to-finish 
operation）から、早期離乳方式など新しい生産管理技術の導入が進み、繁殖、育成、肥育
などの各段階に特化した大規模生産が増加した。この方式は従来と比べて生産性が高かっ
たことから導入が進み、規模を拡大した生産者がインテグレーターとなり、各段階を統合
する契約生産が増えた。ただし最近は、大手の食肉加工企業による大規模生産者の買収が
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進んでいることから、ブロイラーと類似した形態のインテグレーションへと進行しつつあ
る（大江 2002、Key and McBride 2007）。 
 豚肉では契約生産によるインテグレーションが急速に進行しつつあるのに対して、牛肉
におけるインテグレーションは一部の大手パッカーに限られている（斎藤 1997）。その要
因として、生物学的な特徴のほか統合に必要な資本規模や加工品の需要が挙げられる。牛
は成育するまでに鶏や豚に比べて時間がかかるだけでなく、両者に比べて品種改良が難し
い。小さな牧場が地理的に分散しているため統合には輸送コストが高くなる。また、統合
には非常に大規模な資本が必要となるだけでなく、豚や鶏に比べて品質のコントロールが
難しい。さらに牛肉は主にテーブルミートとして販売されており、鶏肉のような差別化さ
れて付加価値が高い加工品の需要が少ないため、インテグレーションのメリットが少ない
（Ward 1997）。 
 畜産物に対して農産物では契約による生産の割合が低い。2008 年おける割合は、畜産物
の 52.8%に対して農産物は 27.3%にとどまっている（MacDonal and Korb 2011）。この中
で比較的契約の割合が高いのが青果物である。青果物では、加工工場が特定の品種や品質
を備えた農産物の調達を確実にするために契約を利用することが多い。特に加工用の野菜
の場合にはほとんどが契約による生産で、種から肥料、農薬、栽培方法を加工工場が指定
する。さらに生育状況を確認するために工場の担当者が圃場を訪問するのが一般的になっ
ている（MacDonald and Korb 2011）。青果物の販売においても、インテグレーションの
形成までには至らないものの、コーディネーションによる流通の割合が増えている。米国
では 1990 年代に大規模小売店への集中、それらの小売店による品揃えの拡大、消費者に
よる生鮮品需要の拡大が見られた。それに伴って生産・販売業者であるグロワー／シッパ
ーは、単品目から多品目へ、特定産地における収穫期のみの供給から複数産地からの周年
供給へと対応を進めた。その過程でグロワー／シッパーは直接小売業者へ販売する割合を
高め、その際には予約販売や短期・長期の契約販売を活用した。（佐藤 2011）。 
 
６．本論文の目的と構成 
 
 本研究は農畜産物のバリューチェーンにおけるインテグレーションに注目することで、
ラテンアメリカにおけるアグリフードシステムの発展メカニズムを明らかにすることを目
的としている（図-1）。ラテンアメリカの農業・農村開発についてのこれまでの研究は、比
較優位に基づく農産物輸出や農業部門の格差解消の問題を取り扱ってきた。近年、経済自
由化など農業を取り巻く環境の変化により、農産物に対する国内外の需要が拡大し、輸出
の増加のほか、需要多様化に伴う量販店やフードサービスの拡大など、アグリフードシス
テムの発展がみられる。これについて既存研究は、非伝統的農産物輸出の拡大やそれによ
る生産者への影響について分析しているほか、GVC 研究は途上国の生産者を先進国の大手
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企業に拘束された農産物の供給者として位置付けている。それに対して本研究は、生産か
ら消費までの途上国内のアグリフードシステムに注目して、国内向けや輸出向けの農畜産
物の事例研究によってバリューチェーンの経済主体間のつながりとその変化を分析した。
その結果インテグレーションの形成が、生産性の向上や付加価値の創造につながることが
観察され、これがアグリフードシステムの発展をもたらしたことが明らかになった。 
 
 
 
 以下に本論文の構成について説明する。 
 第 1 章「青果物流通サプライチェーンにおける付加価値形成」では、ペルー・リマ市の
量販店が、サプライヤーとのコーディネーションによりサプライチェーンを形成して主食
の一つであるジャガイモを調達している事例を取り上げる。需要の量的な拡大と質的な多
様化に対応するために、量販店は伝統的な卸売市場ではなく専門のサプライヤーによる独
自のサプライチェーンを構築した。これにより。流通段階で形成される付加価値が高まっ
ていることを示す。 
 第 2 章「青果物輸出拡大におけるインテグレーションの役割」では、ペルーの主要輸出
産品である缶詰と生鮮のアスパラガスについて、生産と流通の構造に焦点を当てて比較分
析する。生産から輸出に至る各段階をそれぞれの経済主体が別々に分担しているために競
争力が向上しなかった缶詰アスパラガスに対して、資本力の持ったアグリビジネスが生
図1 本論文の課題の位置付け
環境変化
（1990年代頃から）
• 経済自由化
• 貿易・投資の拡大
• 国内外の需要の増加
• 消費者の所得向上
• 需要の拡大と多様化
ラテンアメリカの農業・農村
（1980年頃まで）
• 一次産品輸出
• 農業・農村の二重構造
＜分析事例＞
• 第1章 国内向け青果物 伝統的流通／量販店サプライチェーン
• 第2章 輸出向け青果物 加工／生鮮農産物のバリューチェーン
• 第2章 補論 輸出を可能にする植物検疫度の整備
• 第3章 国内向け畜産物 統合進む川上／伝統的な川中・川下
• 第4章 畜産物3カ国の比較 輸出・加工品／国内生鳥市場
＜既存研究＞
• 比較優位
• 格差とその是正
＜既存研究＞
• 非伝統的農産物輸出の拡大
• 生産者への（マイナスの）影響
• グローバルバリューチェーンの形成
＜本研究の視点＞
• 生産～消費までを対象
• 経済主体間のつながりに着目
• 複数のバリューチェーンの比較分析
インテグレーションの
形成による
• 生産性の向上
• 付加価値の創造
アグリフードシステム
の発展
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産・加工・流通のインテグレーションを進めた生鮮アスパラガスでは、生産性の向上や付
加価値の創造が進んだことで輸出が拡大したことを指摘する。 
 第 2 章補章「青果物輸出における植物検疫体制の構築」では、青果物輸出で途上国が直
面する植物検疫の問題を取り上げる。生産や輸出を担う経済主体のほか、植物検疫を担当
する公的機関にも焦点を当て、ペルーがどのように植物検疫の問題をクリアしてきたのか
を明らかにする。アグリビジネスによる生産から輸出までのインテグレーションや生産者
組織による植物検疫機関への支援が青果物輸出の拡大に重要な役割を果たしたことを示す。 
 第 3 章「ブロイラー産業の成長におけるインテグレーションの役割」では、ペルーを事
例に農畜産業の中でもインテグレーションの形成が進んでいるブロイラー産業を取り上げ、
生産の変容と流通の特徴を分析する。ここでは、投入財の供給や飼育など川上における統
合が進行する一方で、加工や二次加工など川中以降の統合が進展しない要因を考察する。 
 第 4 章「需給の特徴とブロイラーインテグレーションの展開」では、ブラジル、メキシ
コ、ペルーのブロイラー産業におけるインテグレーションの状況を比較分析する。鶏肉輸
出の拡大しているブラジルでは生産・加工・流通・輸出までのインテグレーションが進ん
でいる一方で、ペルーでは上述の通り川中以降が統合されていない。どうしてこのような
違いが生まれるのかを明らかにするために、各国の需要条件や供給条件の違いを確認した
後、インテグレーションの範囲や統合の過程を分析する。 
 終章では、以上の事例研究の結論を要約し、ラテンアメリカのアグリフードシステムに
おいてコーディネーションやインテグレーションが果たした役割をまとめる。最後に、残
された研究課題について述べる。 
 
 
（註1） フードシステム研究においては、フードシステムという用語は、農産物の生産（農
業）から、食品の製造（食品加工業）、農産物や食品の流通（食品流通業）、小売
（食品小売業）、中食や外食産業（フードサービス）を含む。つまり、農業以外
の食品産業が大きな割合をしめる。それに対してラテンアメリカのような途上国
では、農業以外の食品産業の占める割合が比較的小さい。本研究では分析対象と
して農業部門が重要な割合を占めることから、アグリフードシステムという農業
部門を強調した用語を用いる。ただし、学問領域としては既に定着しているフー
ドシステム研究という用語を用いる。 
（註2） バリューチェーンと類似する用語としてサプライチェーンがある。サプライチェ
ーンとは、供給のための物流の視点からの用語であるのに対して、バリューチェ
ーンは文中で説明するように、物流以外の活動も含む。本章ではバリューチェー
ンを用いるが、第 1 章など供給（または調達）の視点からの分析では、サプライ
チェーンを用いている。 
（註3） ラテンアメリカの農地改革は、メキシコで 1920 年代、ボリビアで 1950 年代と
他国より早い時期に実施された。1959 年のキューバ革命の後、チリ、ペルー、
エクアドル、コロンビアが 1960 年代から 1970 年代にかけて、ニカラグアやエル
サルバドルが 1970 年代末から 1980 年代初めにかけて実施された（Kay 2000: 
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127-128）。 
（註4） 農業分野における取引特殊投資とは、物理的な特性や立地のために他の取引には
転用できない施設、設備への投資を指す。生産者がこのような投資を行った場合、
当初予定していた買い手以外に農産物を売るのが難しくなる。買い手は独占的な
立場を利用して、生産者に対して買い取り価格の引き下げを求めた場合、生産者
がこれを受け入れざるを得なくなる。これを生産者の「ホールドアップ問題」と
よぶ。 
（註5） 飼料転換率（または飼料要求率）とは、単位重量あたりの鶏肉を生産するために
ブロイラーが摂取する飼料の重量の比率である。育成率（生存率）とは、鶏舎に
入ったヒナのうち出荷時までに生き残った鶏の割合を指す。生産指数（プロダク
ション・スコア）とは、ブロイラー飼育の生産性を表す指数で、一般に（育成率
×出荷時の平均体重）／（出荷時の平均日齢×飼料転換率）×100 で表す。 
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第 1 章 
青果物サプライチェーンにおける付加価値形成 
―量販店とサプライヤーのコーディネーション― 
 
１．はじめに 
 
近年多くの途上国において、食料需要を取り巻く環境は大きく変化している。その背景
として、都市部への人口集中、経済成長に伴う所得の向上、嗜好や買い物習慣の変化など
が挙げられる。伝統的な卸売業者や小売業者など既存の流通業者がこれらの変化への対応
に時間がかかる一方、スーパーマーケットをはじめとする量販店などの新しい流通業者は
この変化に対応することで急速に拡大している（Tollens 1997, Shepherd 2005, Reardon 
et al. 2003, Reardon and Timmer 2007）。途上国の中でもラテンアメリカは、量販店の普
及率が高く、主要国では食料の小売り販売に占める割合が 6～7 割に達している
（USDA2010a, 2010b, 2012a, 2012b, 2013）。 
ペルーでは量販店の発達はまだ初期の段階にある。2011 年の食料の小売り販売に占める
量販店の割合は全国で 15.6%、首都のリマ市に限っても 35%にとどまる（USDA 2012c）。
しかしながら最近の量販店の拡大は著しく、リマ市内では高所得者層のみならず、順調な
経済成長を背景として所得が増えつつある中所得者層から低所得者層が居住する地区にお
いても店舗が次々と増えている。さらに比較的経済が発展している海岸部の地方都市はも
ちろん、鉱業や観光業で経済が活性化しつつあるアンデス山間地域の主要都市にも店舗が
広がっている。地元紙によれば、全国における量販店の店舗数は 2012 年の 190 店舗から、
3～5 年のうちに 350 店舗へと増加するとみられている（La República 紙 2012 年 12 月
25 日）。 
 日用品や農産物加工品の場合、同じ製品を大量に製造するメーカーが存在し、大手量販
店はスケールメリットを生かしてこれらのメーカーから直接製品を調達することが可能で
ある。しかし青果物の調達の場合は事情が異なる。大手量販店の需要を一手に引き受けら
れるような大規模生産者が存在しないからである。一般的に量販店など大手の実需者は、
多くの生産者からの青果物が集まる卸売市場で必要な量を調達しようとする。しかしなが
ら多くの途上国においては、卸売市場がこの役割を十分に果たすことができていない。そ
れは、これらの卸売市場においては品質に関する基準や規格が定められていないか、定め
られていてもそれらに基づいた分類が広く受け入れられていないからである（Reardon 
and Berdegué 2002: 380）。さらに公的部門も、生産者や出荷者に対して基準や規格を適
用するように指導する能力に欠けている（Humphrey 2007）。 
 途上国のおける量販店の戦略の一つは、伝統的な小売店舗と比べて高品質な農産品を販
売することである。ただし途上国の卸売市場においては、高品質な農産物を安定して調達
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することは難しい。そのために量販店は卸売市場に代わる独自のサプライチェーンを構築
して、必要な農産物を調達している。具体的には、品目ごとに専門のサプライヤーを指定
し、事前や事後に商品の仕様、取引方法、品質に関して協議するなどの調整（コーディネ
ーション）を行うことで、サプライチェーンを構築している。 
本稿はリマ首都圏の量販店によるジャガイモのサプライチェーンを事例として、農産物
の流通チャネルの変化とその要因を分析する。ジャガイモを取り上げたのは国内で最も重
要な食料作物の 1 つであり、量販店が主役となって流通チャネルの変化を引き起こしてい
るからである。 
ペルーにおけるジャガイモの流通については、これまでいくつもの先行研究がある
（Scott 1985, Alarcón 1994, Alarcón y Ordinola 2002, Bernet et al. 2002, Bernet et al. 
2008, CEPES 2010, Devaux et al. 2010, Meinzen-Dick et al. 2009, Proexpansión 2011, 
Scott 2011, Horton y Samanamud 2013）。しかし、これらの研究は伝統的なサプライチ
ェーンの構造を分析して問題点を指摘するものや、ジャガイモの生産・消費振興プロジェ
クトを評価したものが中心である。量販店におけるジャガイモの販売については、その拡
大については触れているものの、サプライチェーンについて詳しく分析した研究はない。
そこで本稿は、量販店が構築しているサプライチェーンに焦点を当て、その中心となるサ
プライヤーの役割と量販店との取引関係について分析する。そしてなぜ量販店が伝統的な
流通チャネルを利用しないで、独自のサプライチェーンを構築しているかを考察する。 
以降、まず分析方法について説明した後、まず伝統的な流通チャネルの特徴、次にジャ
ガイモ需給の近年の変化、そして量販店によるサプライチェーンの特徴について分析する。
最後に結論と今後の研究課題を提示する。 
 
２．分析方法 
 
 本研究は文献調査、統計など二次データの分析のほか、流通業者へのヒアリングから得
た情報の分析に基づいている。文献については主に次の 2 つのテーマについて調査した。
1 つは途上国における農産物の流通、特に量販店の拡大とその要因や影響に関するもので
ある。もう 1 つはペルーのジャガイモ需給の近年の変化に関するものである。二次データ
については、ペルーにおける主要農産物の生産動向を理解するために、国連食糧農業機関
（FAO）の FAOSTAT データベースや、ペルー農業省の農業生産データ（MINAG SHPA）、
農産物供給・価格データ（MINAG SISAP）を参照した。農産物貿易の分析には World Trade 
Atlas の貿易データを利用した。 
流通業者へのヒアリング調査では、ペルーの主要量販店チェーン 3 社（Cencosud社、店
舗名はWongとMetro。Supermercados Peruanos社、店舗名はPlaza Vea。Tottus社、店
舗名はTottus）の青果物仕入担当マネジャーと、3 社に対してジャガイモを販売している
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サプライヤー3 社のマネジャーを対象とした。また、流通段階での加工や物流の過程を理
解するために、これらの業者の流通センターや加工場でも調査を行った。このほか、伝統
的な流通チャネルについて理解するためにリマ中央卸売市場で卸売業者にヒアリング調査
を行った（註 1）。ヒアリング調査は 2012 年 5～11 月にリマ市で実施したほか、2013 年 7
月と 2014 年 1 月にも追加調査を実施している。 
 本稿では流通チャネルの変化を分析するために経済主体間の関係に注目する。経済主体
間の関係には、市場における取引のみに基づくもの（市場取引）、合意ほか取引の事前事後
に調整を行うことで継続的な取引によりサプライチェーンを形成するもの（コーディネー
ション）、チャネル内の一つの経済主体が中心になって、契約や所有によりサプライチェー
ンを統合するもの（インテグレーション）がある。本研究はこのうち、コーディネーショ
ンによるサプライチェーンの形成にあたる。 
 
３．市場取引による調達 
 
 ジャガイモの伝統的な流通チャネルは以下の通りである。リマ中央卸売市場の卸売業者
が、産地の生産者から直接、または産地卸売業者を通じてジャガイモを買い付け、卸売市
場へ仕入れに来た小売業者へ販売する（図 1-1 の実線）。この流通チャネルにおいて最も重
要な役割を果たすのがリマ中央卸売市場の卸売業者である。彼らは全国各地の産地の生産
者や卸売業者とのネットワークを有しており、収穫期に合わせて各産地と電話でコンタク
トをして、取引のたびごとにジャガイモの種類、数量、価格、輸送方法、支払い方法を決
める（Scott and Zelada 2011）。 
 
 
生産者
小売業者 消費者
消費者集荷業者 産地小売業者
卸売業者
産地卸売業者
消
費
地
（リ
マ
首
都
圏
）
産
地
加工業者
レストラン
量販店
サプライヤー
図1-1 ジャガイモの流通チャネル
注： 四角で囲ったものが新しい経済主体。点線の矢印が新しい流通チャネル。
出所： Bernet, et al. (2008: 44)にもとづき筆者作成。
リマ中央卸売市場
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 産地には集荷や選別などの施設はない。生産者は、圃場において手作業でだいたいの大
きさに分類して袋に詰める。袋は 1 つ 100～120 キロ程度の重さがある（Bernet et al. 
2008）。そして電話でコンタクトしたリマ中央卸売市場の卸売業者に向けて出荷する。卸
売業者が手配したトラックに乗せることもあるし、生産者がトラックを手配して代金回収
のために自ら同乗することもある。 
 卸売業者は、リマ中央卸売市場に入荷したジャガイモをトラックから降ろして数量を確
認したあと、生産者や産地卸売業者に銀行振り込みで代金を支払う。両者の間には契約関
係はない。入荷するジャガイモは、選別が十分になされておらず、泥がたくさん付着して
いることも多い（López Benavides 1997: 6）。卸売業者は入荷したジャガイモの袋を売り
場に積み上げて、仕入れに来た小売業者などへ販売する。市場内には十分なスペースがな
いため、卸売業者は選別作業は基本的には行わない。小売業者はここで仕入れたジャガイ
モを、首都圏に約 1300 ある小売市場の売り場や個人商店などで販売する（Garcia Vega 
2011）。小売業者は、卸売市場で仕入れた 100～120 キロ入りの袋をそのまま店頭に並べ
ることも多い。その場合には店頭で消費者が、一つ一つジャガイモの品質を確認しながら
購入する。つまり伝統的な流通チャネルでは、圃場から小売店まで選別が行われることは
なく、ほとんど付加価値が付かない状態で店頭に並ぶのである（図 1-2）。 
 
 
図1-2　ジャガイモの流通チャネルにおける経済主体の場所と機能
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 ペルーで生産されるジャガイモは、白、黄、在来種の大きく 3 つに分類されるが、種類
別の生産統計は存在しない(Proexpansión 2011: 9)。2004～2006 年リマ卸売市場の入荷量
の割合は、白（果肉が白いジャガイモで、品種はカンチャン、ユンガイ、ペリチョリなど）
が 78%、黄（果肉が黄色いジャガイモで、品種はトゥンバイ、ペルアニータなど）が 16%、
それ以外の在来種（果肉は白または黄色で、紫色などが混じっている。品種はワイロ、ウ
アマンタンガなど）が 6%となっている（Devaux et al. 2010: 309）。 
 主な産地はアンデス山間地（シエラ地域）と太平洋岸に面した海岸地域（コスタ地域）
である。シエラ地域では白、黄、在来種のいずれも生産されている。プーノ州、ワヌコ州、
フニン州が主要な生産州で、過去 10 年はこの 3 州での生産量が全国の 35～40%を占めた
(MINAG SHPA)。このうち、プーノ州の生産は自家消費向けが多いのに対して、ワヌコ州
やフニン州ではリマ首都圏に向けた商業生産が主である（CEPES 2010: 9; Bernet 2008: 
21）。コスタ地域で生産されるのはほとんどが白の改良種で、リマ州、イカ州は主にリマ
首都圏の市場向けに生産されている。 
シエラ地域とコスタ地域は収穫期が異なるため、リマ卸売市場には年間を通して異なる
産地からジャガイモが入荷している（Bernet 2008: 23）。一般にシエラ地域は 3～6 月が主
要な収穫期であるが、産地の標高差などによりその前後の時期にも収穫している。それに
対して 8～翌年 1 月頃までがコスタ地域の収穫期となっている。図 1-3 にリマ卸売市場の
産地別のジャガイモ入荷量を示したが、月ごとに主要な産地が異なっているのがわかる。
年の前半はシエラ地域の産地で収穫があり、リマの北東に位置するワヌコ州、パスコ州か
らのジャガイモが多く、続いて 3～6 月には東に位置するフニン州（産地はタルマ、ハウ
ハ、ワンカヨ）、7 月には南東に位置するアヤクチョ州（ワマンガ）からの入荷量が多い。
続いて収穫はコスタ地域の産地に移り、8～9 月はリマの南に位置するイカ州（ナスカ、イ
カ）、10～12 月はリマ州（カニェテ、ワラル、バランカ）となる。リマを中心に、時計回
りに産地が移り変わる（Cabrera 2012）。このようにペルーでは年間を通して収穫された
ばかりのジャガイモの供給があることから貯蔵は行われていない。月によって収穫のある
産地が異なるほか、シエラ地域の天候は不安定な上に、リマ市場までの輸送インフラが脆
弱なことから、リマ首都圏において年間を通して安定した量のジャガイモを確保するのは
容易ではない。そのため、これまでジャガイモの流通は、各地の産地にネットワークを持
つリマ中央卸売市場の卸売商人がその大部分を担ってきた。 
 ペルー農業省の過去 10 年間のデータをみると、全国で生産されたジャガイモの 19%が
リマ首都圏に集まる。このうち、平均で 74%がリマ中央卸売市場に入荷する。2011 年の
データによると、71 万トンのジャガイモがリマ首都圏に集まり、うち 53 万 8000 トンが
リマ中央卸売市場に入荷した。この市場では毎日平均で 1300～1400 トンのジャガイモが
売買されている（MINAG SISAP）。 
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４．需要拡大と調達の変化 
 
 ジャガイモはコメと並んで、ペルーにおける最も重要な食料作物である。その需給は過
去 20 年にわたり拡大してきた（図 1-4）。ジャガイモの生産量は 1980 年代の経済危機の
際に大きく減少したが、1990 年代半ばには回復してそれ以降は増加している。2011 年に
は年間生産量が 400 万トンを超し、これは 2 番目に重要な食料作物であるコメの 260 万ト
ンを大きく上回っている。2005～2007 年のペルーのジャガイモ生産の成長率は年平均
3.84%で、これはラテンアメリカ全体の平均の 1.55%を大きく上回り、域内で最も高い
（Scott 2011）。このようなジャガイモの生産拡大の要因として先行研究が指摘しているの
が、マクロ経済の安定、国民の所得水準の向上、農業信用の回復、農村地域における治安
の改善、道路網や通信網の発達、量販店の普及などのほか、在来種のジャガイモを使った
ペルー料理やポテトチップなど加工食品の人気の高まりである（Scott 2011, CEPES 2010, 
Webb 2013, Horton y Samanamud 2013）。 
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図1-3 リマ中央卸売市場白ジャガイモの産地別入荷量（2011年）
出所： MINAG SISAP.
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  生産の拡大は消費の拡大を伴ったがこれは主にジャガイモ消費の多様化によるもので
ある。ジャガイモの消費量は 1970 年代初めの一人あたり年間 100 キログラムから、1980
年代初めには半分程度にまで減少した。しかし 1980 年代の経済危機以降は、ジャガイモ
の生産増に伴って消費も回復し、2000 年代に入っても増加傾向にある。 
 ペルーではジャガイモは伝統的な基礎食料で、1990 年代に経済が回復したのに伴い、需
給も回復した。2000 年代に入ると、順調な経済成長により国民の所得水準が上昇している
にもかかわらず消費が増えている。一般的には所得水準が向上すると穀物などの基礎食料
の消費が減り、肉、野菜、果物など付加価値の高い食料の消費が増えると言われる。この
ことから考えると、ジャガイモの消費が拡大しているのは、これまでのような基礎食料と
してではない消費形態の多様化が進んでいることが考えられる。 
 消費形態の多様化については、レストランなど外食におけるジャガイモ消費の拡大が挙
げられる。リマのレストラン 400 店を調査した研究によると、ジャガイモは鶏肉やコメと
並んで主要な材料の 1 つで、リマにあるレストラン 3 万 5000 店における 2010 年のジャ
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ガイモ消費量は6万9000トンと推計されている。これはリマに入荷するジャガイモの13%
を占める（Proexpansión 2011: 114）。中でも多くのジャガイモを利用しているのが、ファ
ストフード店とペルーで最も人気のある鶏肉料理「ポヨアラブラサ」を提供する鶏肉レス
トランである。いずれもサイドディッシュとしてフライドポテトを提供している。別の先
行研究は、リマ首都圏の鶏肉レストランだけでも年間 6 万 7000～8 万 9000 トンのジャガ
イモを消費していると推定している（Scott and Zalada 2011: 33）。 
 ジャガイモの種類でみても、従来から主に消費されている白ジャガイモのほかに、黄ジ
ャガイモや在来種のジャガイモの消費が拡大している。最近は国内に存在する食材やそれ
を用いたペルー料理、いわゆるノボアンディーナ（Novoandina：新しいアンデス料理）
の再評価が進んでいるが、その代表的な食材がアンデスの山間地域で生産される在来種の
ジャガイモである。表面だけでなく果肉にも赤や紫色が混じっていたり、丸、細長、そし
て表面がでこぼこしたものまで、色や形がさまざまである。このような在来種のジャガイ
モを活用した料理を提供するレストランがリマ市内で増えているほか、主要食品メーカー
数社が、在来種のジャガイモで作ったポテトチップスを発売している（Proexpansión 2011, 
Horton and Samanamud 2013）。 
 このように形態や種類におけるジャガイモ消費の多様化が進むことで、所得が向上して
も消費量が継続的に増加している。 
 
５．コーディネーションによるサプライチェーンの構築 
 
 まだ店舗数が少なかった 1990 年代初めまでは、量販店はリマ中央卸売市場でジャガイ
モを調達していた。しかし 2000 年代の好調な経済成長を背景に店舗数が大幅に拡大した
現在、調査対象である大手量販店 3 社のいずれもが、卸売市場からはほとんど調達してい
ない。これらの量販店は主にそれぞれの農産物を専門に取り扱うサプライヤーから仕入れ
ており、何らかの理由でサプライヤーから十分に調達できない場合のみ卸売市場を利用し
ている。 
 
（１）伝統的な流通チャネルの特徴 
 伝統的な流通チャネルである卸売市場はどうして量販店の需要に応えることが難しいの
であろうか。これは伝統的な卸売市場が開かれた現金取引市場（open & spot market）で
あるという性質を持っているからである（註 2）。途上国においては、消費者市場内の販売
店や八百屋など伝統的小売業者が低価格を売りに販売しているのに対して、量販店は比較
的品質のよい商品を伝統的小売業者より高い価格で販売するのが一般的である。つまり量
販店は伝統的小売業者と比べて、品質において差別化された商品を必要とする。特に途上
国では、開かれた現金市場の売り手が、差別化された商品を供給することは難しい。これ
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は供給側と需要側の情報が非対称であるためである。見栄え、味、栄養価、栽培方法など
で差別化された農産物を生産するためには、一般的な農産物を生産するよりも余分なコス
トがかかる。それらの差別化された農産物に価値を見いだして一般的な農産物よりも高い
価格を払う買い手が卸売市場にいれば問題ないが、いない場合には生産者は一般的な農産
物としての価格での販売を余儀なくされる。その場合は余分なコストを回収できない可能
性もある。このようなリスクを考慮すると、生産者は余分なコストをかけて差別化された
農産物を作るより、一般的な農産物の生産を選ぶようになる（MacDonald, et al. 2004: 
24-25）。 
 量販店は高い品質の農産物を望むだけでなく、計画的な安定供給、納品書や請求書の発
行など文書に基づいた取引、独自の規格による分類など、卸売市場の現金取引とは異なる
商慣行などを求めてくる。このような需要に応えるためには、供給業者も量販店との取引
に必要な投資を行わなければならない。しかし開かれた現金市場では、供給業者は必要な
投資を行わない可能性が高い。それは、コストをかけて供給する商品に見合う価格を払う
買い手が存在する保証がないからである（MacDonald, et al. 2004: 26-28）。 
 それ以外にも、伝統的な卸売業者が量販店との取引を好まない理由がいくつかある。ス
コットらはリマのジャガイモの卸売業者について、次のような傾向を確認している（Scott 
and Zelada 2011）。まず卸売業者は、資本をできるだけ早く回転することを好む。量販店
との取引では納品から支払いまで 1 週間から 1 カ月程度かかることがあるため、それより
は小売業者との現金取引を選択する。次に購入時と販売時の価格の変動によるリスクを避
ける傾向がある。そのために、購入した商品をできるだけ早く、できれば当日中に、すべ
てを販売するようにしている。そして最後に、卸売市場内にスペースがないため、ジャガ
イモの選別を手がけていない。 
 また、リマ中央卸売市場から調達する場合には、卸売業者が提示する価格以外にも費用
を負担しなければならない。具体的には積み卸しや市場から流通センターや店舗までの輸
送費用である。卸売業者を探す時間もかかるし輸送中の重量の目減りなども発生する。さ
らに卸売市場から購入した場合には、量販店の店頭に並べられるような商品にするために、
選別、洗浄、包装などの作業が必要となる。 
 
（２）量販店によるサプライチェーンの構築 
 卸売市場の代わりに量販店が利用しているのが、独自に構築したサプライチェーンであ
る。これは、伝統的な卸売市場のような開かれた現金市場ではなく、量販店が特定のサプ
ライヤーを指定して継続的な取引を行う閉じられたチャネルで、その内部で量販店とサプ
ライヤーが調整を行うのが特徴である（closed & coordinated channel）。量販店はこのよ
うな独自チャネルを構築することで、卸売市場では調達できないような質の高い農産物を
確保し、食品の安全性なども含めた品質や、納入量とそのタイミングなどについてもコン
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トロールを高めようとしている。 
 量販店はサプライチェーンの中に自社の流通センターの設置をすすめている（Reardon 
et al. 2003, Humphrey 2007, Reardon and Timmer 2007）。店舗が少ない段階では、それ
ぞれの店がさまざまなメーカーやサプライヤーから納品を受けるが、店舗数が増えると自
社の流通センターを建設し、そこでさまざまな商品のサプライヤーから一括して納品を受
け、仕分けしてから各店舗へ配送する。これにより規模の経済を利用し、配送の効率を高
めることができる。 
 サプライヤーや流通センターの利用によって、量販店は卸売市場を中心とした流通チャ
ネルでは難しかった次のような取引形態をとることが可能になった。1 つめが計画的な調
達である。量販店は青果物の販売量を週単位で計画している場合が多く、サプライヤーに
は納品の前の週に発注量を通知する。これにもとづいてサプライヤーは、必要な量の農産
物を準備する。2 つめがフォーマルな取引である。量販店は正式に登記された業者とのみ
取引を行い、取引に関わる納品書や請求書などは税務処理にも用いられる正式のものを用
いる。途上国の卸売市場で調達する場合には、このようなフォーマルな取引に対応できな
い業者も多い。3 つめが信用取引である。量販店は基本的に納品後に請求書を受け取って
から、1 週間から 1 カ月の間に銀行振り込みでサプライヤーに支払う。そして 4 つめが納
品に関わる細かい仕様である。例えば量販店は、決められたプラスチックのカゴを飼養し
て指定する時間にサプライヤーが流通センターに納品することを求めている。さらに輸送
に使うトラックは異物が混入しないように荷台が閉じられている必要があり、かつ肥料や
農薬を輸送したトラックでは納品はできないことになっている。指定サプライヤーからの
調達でこのような細かい仕様の遵守も可能になった。 
 次に具体的に、量販店がサプライヤーをどのように育成し、具体的にサプライヤーがど
のような役割を持っているのかを調査に基づいて説明する。 
 
① サプライヤーの確保 
 ジャガイモを専門に取り扱うサプライヤーには、卸売業者、産地卸売業者（産地商人）、
大規模生産者などがいる。卸売業者はリマ中央卸売市場で売り場を持ち卸売を行っている
が、並行して量販店や加工業者を対象にジャガイモを供給している。産地商人はワヌコ州
などジャガイモの主要産地において、供給をとりまとめる役割を担っている。これまでは
主にリマの卸売商人に販売してきたが、新たに量販店にも直接供給するようになった。産
地商人は産地の生産者から買い集めるだけでなく、生産者に対して生産に必要な投入財や
収穫に必要な労賃を前払いして、代わりに収穫物を引き取る契約栽培のような方法でもジ
ャガイモを確保する（註 3）。大規模生産者は、自分の畑のほかにも近隣の農地を借り上げ
て生産するほか、周辺の小中規模の生産者から収穫物を集める。これまでリマの卸売市場
が顧客であったが、量販店に直接販売する生産者も現れている。シエラ地域で栽培するだ
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けでなく、収穫期の異なるコスタ地域にも農地を確保して、年間を通して供給できる体制
を整えている大規模生産者もいる。 
 量販店はこれらのサプライヤーのいくつかを指定サプライヤーとしてリストに登録し、
そのサプライヤーから継続的に商品を調達する。サプライヤーが指定サプライヤーになる
には、法人として正式に登記して取引に関わる正式な書類を準備でき、週に最低 10 トン
程度の量を安定的に供給できることなどが最低条件である。その上で量販店によるサプラ
イヤー向けの説明会に参加して、商品の仕様や細かい取引方法について学ぶ必要がある。
そして何度か取引の実績を積んだ上で正式に指定サプライヤーとなれる。こうすることで
量販店は調達先をその都度探す必要がなくなり、実績のあるサプライヤーから安定した調
達が可能になる。サプライヤー側からみても安定した販売先が確保できることで、産地か
らの出荷に必要な人手や輸送手段の手配や運転資金の準備が計画的に行えるようになる。 
 通常量販店は、1 つの商品について複数のサプライヤーを確保し、これらに競わせなが
ら調達する。ジャガイモの場合、白と黄は産地が異なることから、それぞれ別々のサプラ
イヤーを指定することが多い。在来種の場合には、白や黄と異なり収穫期が 1 年の数カ月
間に限られており、生産者も異なることから、白や黄とは別のサプライヤーを利用する。 
 
② サプライヤーによる付加価値形成 
 指定サプライヤーとして登録された業者は、量販店から注文に関する詳しいデータシー
トを受け取る。このデータシートには、大きさや重さのほか、納入時の梱包形態（バラか
ネット詰めか）や、ラベルに記載する情報など、量販店が求める商品の仕様が記されてい
る。その上で量販店は、納品の 2、3 日前や前週の金曜日などに発注する。量販店がジャ
ガイモのセールを行うなど通常よりも多くの商品が必要な場合には、もう少し時間に余裕
を持って発注する。 
 量販店は卸売市場価格を参考にしながら発注時に価格を決める。1 週間分の発注をする
場合には、その期間の価格は固定となる。卸売市場における価格が大きく変動した際にの
み量販店と指定サプライヤーが相談して価格を再設定する。この売買の約束は基本的に口
頭で行われ、文書で契約を交わすわけではない。 
 指定サプライヤーの仕事は、ジャガイモの調達、加工（パッキング）、納入である。ヒア
リング調査したサプライヤーは、主にバイヤーを通じてジャガイモを調達している。バイ
ヤーはサプライヤーの代理人として、シエラ地域とコスタ地域の産地を回りながら生育状
況を確認し、収穫期には圃場においてジャガイモを買い付ける。トラックを手配して買い
付けたジャガイモをサプライヤーに送るのもバイヤーの仕事である。場合によっては収穫
前の状態で買い付けて、バイヤー自身が収穫に必要な農機具や労働者を手配して収穫を行
う場合もある。バイヤーには、年間を通して一人のサプライヤーの専属として各産地を回
って買い付ける場合と、特定の産地においてそこで収穫が行われる期間のみ買い付ける場
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合がある。バイヤーは毎年同じ生産者からジャガイモを買い付けることも多いが、買い付
けの判断は収穫前の生育状況や収穫後のジャガイモの品質を確認した上で行う。そのため、
契約生産のような形はとっていない。 
 バイヤーは買い付けたジャガイモをサプライヤーの加工場（パッキング場）に送る。加
工場はリマ中央卸売市場の周辺か取引先の量販店の流通センターの近くにあることが多い。
加工場にトラックが到着すると、サプライヤーはまずジャガイモのサンプル検査を行う。
この検査に合格すると、サプライヤーはジャガイモをトラックから降ろして受け取る。こ
の時点でサプライヤーはジャガイモの代金を支払う。主に銀行振り込みが利用されるが、
トラックに同乗してきた生産者やその代理人に現金で支払うこともある。そのあとサプラ
イヤーは選別、洗浄、梱包を行う。選別では輸送の段階で腐ったり、傷が付いたり、表面
が緑色に変わったジャガイモを取り除き、量販店のデータシートに従って大きさで分類す
る。調査したサプライヤーは特大、大、中、小の 4 つに分類していた。特大のジャガイモ
はフライドポテト用にジャガイモを加工する会社に販売し、残りを量販店に販売する。大
は主に高所得者層が多い地域の店舗向け、小は低所得者層が多い地域の店舗向けか、バラ
売り（量り売り）をする安売り用になる。そして洗浄機を備えたラインを通してジャガイ
モを水で洗浄して付いている泥などを落とす。傷の有無を再び確認した後、量販店が指定
した重量ごとにネットに詰める。そしてパッキングした日付とサプライヤーが識別できる
ラベルを付ける。ネットに入れたジャガイモを量販店が指定するプラスチックのカゴにい
れ、重量を確認して出荷する。パッキングの過程ではねられたジャガイモは、卸売市場に
送って安く販売する。 
 流通センターでは、量販店の担当者が入荷したジャガイモを検査し、合格したら納品書
を発行してサプライヤーに渡す。サプライヤーはこの納品書をもとに請求書を発行して量
販店に送る。量販店によるが、一般に 1 週間から 1 カ月以内に量販店がサプライヤーに銀
行振り込みで代金を支払う。 
 
③ 量販店による加工部門の統合 
 選別、洗浄、梱包を終えたジャガイモをサプライヤーから調達する代わりに、量販店自
身が加工場を設けてパッキングを自社で行う事例もある。この場合、主に産地の大規模生
産者からの買い付けとなる。これにより量販店は産地直送（compra de campo）を宣伝文
句として商品の新鮮さをアピールできるほか、サプライヤーを省くことでその分のマージ
ンを節約できる。 
 量販店が自社でパッキングを行う場合、流通センター内か近くに作業場を確保し、分類
や洗浄のためのラインを設置する。自社の人員を用いてパッキングをすることもあれば、
パッキング業務を別の会社に委託する場合もある。量販店が自社でパッキングするのは、
取扱量が最も多い 2 種類のジャガイモ（白はカンチャン種、黄色はトゥンバイ種）のみで
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ある。この 2 つの品種は量販店におけるジャガイモ販売の 7 割以上を占めており、自社で
加工するために必要な投資を正当化するだけの規模がある。 
 産地から直接買い付ける場合、サプライヤーに対して一定の大きさ以上のジャガイモを
圃場で選別するように求める。さらに輸送に際しては、100～120 キロの大きな袋の代わ
りに、60 キロ程度の中型でメッシュ状の袋を利用するよう義務づける。この袋を利用する
ことで、輸送中につぶれたり腐ったりするダメージを減らすことができる。 
 
６．小括 
 
 途上国における経済成長に伴い、食料の需要が増えているだけでなく、その消費形態が
多様化している。所得水準が向上した消費者は、単に収穫された農産物ではなく、彼らの
嗜好を満たすような商品を求めている。年間を通じて新鮮で、品質がよく、便利でリーズ
ナブルな価格の商品を、清潔で心地よい店で、あまり時間をかけずに手に入れることを望
んでいる。その結果、より多くの人が伝統的な小売市場ではなく、量販店のような近代的
な小売店で買い物をするようになった。ラテンアメリカの主要国では食料品の小売に占め
る量販店の割合が 5 割を超えているほか、量販店の普及が遅れているペルーでも、2000
年代以降、店舗が急速に増加している。 
 食料に対する需要が急速に代わりつつある一方で、リマ卸売市場を中心とする伝統的な
青果物流通はそれへの対応に時間がかかっている。ジャガイモのフードシステムにおける
アクターとその役割を表した図 2-2 が示すとおり、伝統的な卸売業者や小売業者は、集荷、
輸送、分荷の機能のみを果たしており、それ以上にはジャガイモに付加価値を加えていな
い。消費者は産地で収穫されたままのジャガイモを、店頭で品質を確認しながらよりわけ
て購入し、自宅で洗って調理する必要がある。 
 一方で量販店は、選別、洗浄してネットに入れたジャガイモを売っている。消費者はそ
れを購入するだけである。店頭には常に複数の種類のジャガイモの品揃えがあり、消費者
はいつでもほしいときに手に入れることができる。これを可能にするために量販店は、卸
売市場を中心とした伝統的な流通チャネルではなく、サプライヤーとのコーディネーショ
ンによってサプライチェーンを形成し、情報をやりとりしながらジャガイモを調達してい
る。このコーディネーションにより消費者の需要に関する情報が量販店からサプライヤー
に伝わるために、サプライヤーはジャガイモに価値を付け加えられるようになった。 
そして図 2-2 の右上部分の空白が示すように、産地では農産物に対してほとんど付加価
値が加えられていない。より消費者に近い経済主体と産地の生産者の間でコーディネーシ
ョンを行うことができれば、産地においてもジャガイモの付加価値を高める余地がある。 
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（註1）リマ首都圏に存在する公設市場はリマ市場公社が管理するリマ中央卸売市場のみである。
このほかの卸売市場は商人の組合などが管理する民営の市場である。リマ中央卸売市
場は 2012 年 10 月に市中心部のビクトリア地区から市郊外のサンタアニタ地区に移設
した。 
（註2）リマ中央卸売市場は、売買参加者に資格制限がなく、まとまった量を購入できるのであ
れば誰でも購入できる。ジャガイモの場合には 100～120 キロの袋が最低の購入単位で
ある。 
（註3）このような商人は habilitador（資金供給者）とも呼ばれる。ただし生産者と文書で正
式な契約を結ぶわけではなく、主に実績のある生産者を対象に、口約束による合意に
基づいて取引を行う。 
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第 2 章 
青果物輸出拡大におけるインテグレーションの役割 
―ペルーのアスパラガス輸出― 
 
１． はじめに 
 
 多くのラテンアメリカ諸国の経済は、鉱物や石油など天然資源の輸出に大きく依存して
いる。そのためこれらの産品の国際価格の変動によって、経済全体が大きな影響を受ける
という脆弱性を抱えている。この脆弱性を克服して安定した経済成長を実現するために、
各国政府は輸出産品の多様化を推進した。その一つが青果物輸出である。小麦などの穀物、
コーヒー、綿花といった伝統的な輸出農産物に加えて、生鮮の果物や野菜の輸出拡大に取
り組んだ。これら新しい農産物の輸出は非伝統的農産物輸出と言われている。 
 非伝統的農産物輸出の拡大で大きな成果を上げたのがチリである。同国は 1960 年代に
米国から技術を導入して輸出を目的としたリンゴやブドウの生産を開始し、1980 年代から
欧米向けの輸出を増やした。このほか、メキシコはトウガラシやトマト、中米諸国はサヤ
エンドウ、メロン、コロンビアやエクアドルはカーネーションやバラなどの切り花の生産
と輸出を拡大した。これらの国々は、温暖な気候、赤道直下の高地、南半球に位置するこ
とを利用して、主な市場である欧米諸国では収穫できない時期に青果物を供給することで、
輸出を拡大した。 
 ペルーにおける代表的な非伝統的農産物輸出の 1 つがアスパラガスである。缶詰アスパ
ラガスの輸出は 1980 年代から、生鮮アスパラガスは 1990 年代から輸出が始まり、前者は
中国に次いで世界第 2 位、後者は世界第 1 位の輸出国になった。ただしその輸出額を見る
と、2000 年代に入って異なる傾向を示している。缶詰アスパラガスの輸出はほぼ横ばいで
推移している一方で、生鮮アスパラガスの輸出は右肩上がりに増加している（図 2-1）。主
に缶詰アスパラガスの原料となるホワイト・アスパラガスと、主に生鮮で輸出されるグリ
ーン・アスパラガスは、収穫方法が異なるものの同じ植物である。にもかかわらず、両者
の輸出が異なった傾向を見せているのはなぜだろうか。本章ではバリューチェーンの構造
に着目して、その要因を分析する。 
ペルーのアスパラガス産業については、Elías Minaya（1995）が缶詰産業の成立につい
て研究を行っているほか、アスパラガス労働者に関する研究（Marañon 1993）や小規模
生産者の競争力に関する研究（Huamán 1999）がある。また、米州農業協力機構（IICA）
は 1998 年に行われたセンサス・データをもとにアスパラガス産業の特徴を概観したレポ
ート（IICA s/f）を発行している。これらの研究は主に缶詰用のホワイト・アスパラガス
の栽培と輸出を対象とし、輸出におけるペルーの優位性については、生育に適した気候や
安価な労働力に言及するにとどまっている。生鮮輸出を対象とした最近の研究としては、
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缶詰輸出企業による生鮮輸出への多様化（Gómez 2001）や、生鮮輸出の現状と政府や業
界団体による取り組みをまとめたレポート（IICA 2004）が挙げられる。これらの研究は
生鮮輸出拡大の要因として、生鮮需要の増加という需要側の要因のほか、政府機関や業界
団体による競争力向上の取り組みについて述べている。しかし、調査時点のみでの現状分
析にとどまっており、缶詰と生鮮の商品としての特質の違いや、缶詰に代わって生鮮が輸
出の主力となった際のバリューチェーンの変化についてはほとんど触れていない。 
そこで本章では、国際市場における缶詰と生鮮アスパラガスの需給変化を把握した上で、
それに応じてペルーにおける輸出用アスパラガスのバリューチェーンがどのように変化し
たかを検討することで、ペルーの生鮮アスパラガス輸出が拡大を続けている要因を明らか
にしたい。具体的には、バリューチェーンの経済主体とその間のつながりを確認し、輸出
の主役が缶詰から生鮮に変わった際に、その関係がどのように変わったかを考察する。結
論を先取りすれば、缶詰アスパラガスでは生産、流通、加工、販売の各段階を異なる経済
主体が担っていたのに対して、生鮮アスパラガスでは自社農場を設立して輸出農産物の生
産に参入したアグリビジネス（註 1）がこれらの各段階をインテグレーションによって統
合することで、輸出を拡大したと考えられる。 
 以下ではまず、国際市場におけるアスパラガスの需給構造を確認して、ペルーからの輸
出の主力が缶詰から生鮮に移ったことを示す。次に、缶詰、生鮮それぞれの輸出の展開を
確認する。最後に、アグリビジネスによる生産から輸出までのインテグレーションと生鮮
輸出の拡大について考察する。 
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図2-1 ペルーのアスパラガス輸出
生鮮輸出額 缶詰輸出額
（出所）Ministerio de Agricultura [1995], UNComtrade。
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２．供給拡大と国際市場の変化 
 
アスパラガスはもともと米国や欧州諸国などの主要消費国で生産されていた。しかし近
年は生産国が地理的に広がり主要消費国へ輸出するための生産が拡大している。また、ア
スパラガス貿易は缶詰と生鮮で輸出入の傾向に違いが見られる。 
まず生産について見みると、1960 年代までは米国やフランスなどの主要消費国が主要生
産国であった。その後、1960 年代末から台湾が急速に生産を拡大し、世界有数の缶詰輸出
国となった。スペインやメキシコなど主要消費国の周辺国でも生産が拡大した。これらの
周辺国は主要消費国より温暖で収穫時期が長く、また人件費が安いなど、供給に有利な条
件を備えていた。さらに台湾が生産を縮小した 1980 年代に入ってペルーの生産が拡大し
た。中国では以前から生産されていたが、1990 年代には輸出用生産が拡大した。1990 年
代半ば以降、中国やペルーは主要生産国となったが、これらの国々は輸出のために生産を
拡大した。 
次に貿易について見てみよう。アスパラガス貿易は缶詰と生鮮に分けられる。缶詰アス
パラガスは欧州諸国が主要輸入国である。このうち、最大の輸入国であるスペイン市場に
注目すると、近年主要な供給国が変化していることがわかる。1990 年代半ばまで、スペイ
ンは輸入缶詰アスパラガスのほとんどをペルーから調達していた。1990 年代末に中国から
輸入が増え、その量は 2002 年にはペルーからの輸入を上回った。2000 年前後の両国から
の輸入単価（輸入額／輸入重量）を見ると、中国産の単価はペルー産の 5～6 割程度であ
る。中国産缶詰アスパラガスは、優れた価格競争力を武器として、欧州市場におけるシェ
アを拡大していった。 
一方生鮮アスパラガスは、米国が主要輸入国である。米国はもともと国内で収穫したア
スパラガスを生鮮、缶詰、冷凍などの形で消費していた。しかし 1980 年代半ば以降、生
鮮消費が缶詰消費を上回り、特に 1990 年代末以降は生鮮の消費量が大きく増えている
（USDA 2005b）。生鮮品の需要が拡大した要因として、米国の社会学者 H フリードラン
ドは、社会、経済、技術の 3つの側面での動向を挙げている（フリードランド 1999: 303-310）。
まず社会面では、消費者の高所得化、高学歴化、高齢化を挙げている。このようなプロフ
ィールを持つ消費者は、食品の安全性や健康により強い関心を持ち、加工食品よりも生鮮
食品を好む。経済面では、資本の移動が容易になり、先進国の資本が「逆シーズン」（市場
国の端境期に農産物を収穫できる）を利用した産地を確保するために途上国への投資を進
めている。技術面では生産技術の移転により途上国に適応した品種が開発され、世界的な
コールド・チェーン（冷蔵状態を保持したままの物流システム）の整備により世界中の産
地から先進国の消費者に青果物が届くようになった。米国における生鮮アスパラガス需要
増加もこの傾向の一つとして理解できる。 
増加する生鮮アスパラガス需要に対して、米国の小売業者は輸入品で対応した。まず
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1990 年代には、主にメキシコから生鮮アスパラガスを輸入した。メキシコは米国の南に位
置して温暖であることから、米国での収穫が始まる前の 1～3 月にアスパラガスを収穫で
きる。しかしそれだけでは、米国での収穫が終わる 8 月以降に生鮮品を提供できない。そ
こで米国の輸入業者は南半球のペルーに注目した。ペルーは米国やメキシコとは季節が逆
で収穫期も異なるからである。これによって米国の小売業者は、1～3 月には主にメキシコ
産、4～7 月は国産、8～12 月は主にペルー産と年間を通して生鮮アスパラガスを販売でき
るようになった。 
このように、米国で拡大する通年供給の需要に応えることで、ペルーの生鮮アスパラガ
ス輸出は拡大した。ただし、青果物に対する需要は缶詰加工品のものとは異なる特質を持
っており、それらの供給に適したバリューチェーンも異なってくる。青果物需要が拡大し
ても、缶詰加工品と同じバリューチェーンのままでは輸出を拡大することはできない。そ
こで次に、缶詰と生鮮のアスパラガスそれぞれについて、輸出拡大の展開とバリューチェ
ーンの変化について検討する。 
 
３．缶詰アスパラガス輸出の展開 
 
（１）ホワイト・アスパラガスの導入と拡大 
輸出用缶詰の原料となるホワイト・アスパラガスは、1950 年代にペルー北部の工業都市
であるトルヒーヨ市に近接した農業地帯（北部海岸地域）に導入された（Elías Minaya 
1995）。最初に栽培を始めたのは農産物加工を手がけるトルヒーヨ工業協同組合
（Coopertiva Industrial Trujillo）である 。同社は自社農園にホワイト・アスパラガスを
導入し、これを缶詰加工して輸出を開始した。1960 年にはソシエダ・コンセルバ（Sociedad 
Conserva）社が缶詰加工に参入し、1970 年代末までこの 2 社による加工・輸出が続いた。 
1960 年代末から進められた農地改革で大規模農場が解体されると、中小規模の農民がア
スパラガスを栽培し始めた。そして、これを直接または集荷業者などを通して缶詰工場が
買い取るという原料の外部調達が一般的になった。1970 年代にはトルヒーヨ市周辺の
1000 ヘクタール前後で約 5000 トンのアスパラガスが栽培され、2000 トン前後の缶詰ア
スパラガスが輸出された。 
1980 年代に入って急速に工業化した台湾からの缶詰アスパラガスの輸出が減少したこ
とは、ペルーのアスパラガス産業にとって拡大の契機となった。市場機会の拡大に対して、
1979年から 1984年の間にトルヒーヨ市とその南に位置するサンタ市に 4つの缶詰製造企
業が設立された。それとともに原料となるホワイト・アスパラガスの需要も拡大し、1979
年に初めて 1000 ヘクタールを超えた栽培面積は、1985 年には 3000 ヘクタール、1991 年
には 1 万ヘクタール（うち、7000 ヘクタールが北部海岸地域）を超えた。輸出量も拡大
し、1985 年には 5000 トンを超え、1991 年には 3 万 7000 トンに達した。デンマークのほ
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か、スペインやフランスなどの欧州諸国が主要な輸出先であった。 
北部海岸地域でアスパラガス缶詰産業が成長した理由はいくつか考えられる。第 1 の理
由として、この地域の気候と土壌がホワイト・アスパラガスの栽培に適していたことが挙
げられる。アスパラガスは気候が温暖な方が生育は早いが、温度が高すぎると貯蔵養分の
蓄積が効率よく行われないために、収量が低くて収穫できる年数も短くなる。また、高温
多湿の場合、茎枯病という病気が発生しやすい（農産漁村文化協会 2004: 14）。トルヒー
ヨ市付近の気候は各月の平均最高気温が 20～25 度、平均最低気温が 14～18 度と年間を通
じて寒暖の差が小さく、季節を問わずに栽培ができ、年に 2 回収穫できるという条件に恵
まれていた。土壌については、この地域の畑は砂が多く混じった砂壌土からなっており、
土壌が硬くなりにくい。このため、盛り土の中を若茎が真っ直ぐに成長しやすく、ホワイ
ト・アスパラガスの栽培に適している。 
第 2 に重要なのが農業基盤の存在である。トルヒーヨ市の周辺にはチャオ川、ビルー川、
モチェ川、チカマ川などのペルー北部の主要河川が位置し、これを中心に大規模な灌漑農
地が広がっている。ここではサトウキビや飼料用メイズなど商業的な農業が以前から行わ
れており、農業に必要な資本財、投入財、サービスの関連産業が存在していた。 
第 3 に、トルヒーヨ市の工業基盤である。トルヒーヨ市は国内では首都のリマ市、南部
のアレキパ市に次ぐ国内第 3 の規模を持つ都市であり、農水産業に関連した製造業が存在
した。近くの漁港から水揚げされたマグロを原料にツナ缶を製造する缶詰産業が以前から
存在しており、これが缶詰アスパラガス産業の発達に寄与した。 
このほか安価な労働力が豊富に存在したことも、アスパラガス産業の拡大を支えた。ペ
ルーでは 1960 年代以降、アンデスの山間地域から海岸地域へ移民が大規模に流入した。
北部海岸地域へも移民が流入し、その多くが農業労働者となった。アスパラガスは収穫に
多くの労働力を必要とするが、生産者はこれらの労働者を低賃金で雇うことができた。 
 
（２）生産性向上の停滞 
缶詰輸出は欧州を主な市場として 1990 年代半ばまで成長するものの、1990 年代半ばを
ピークに、その後は成長が止まった。その理由はこれまでにみたとおり、国際市場におけ
る缶詰アスパラガスの需要が拡大していないことに加え、中国産缶詰が低価格を武器に欧
州市場でのシェアを拡大したためである。 
ペルー産缶詰アスパラガスが中国産に価格で対抗できなかったのは、中国と比べて高い
人件費を、新技術の導入などによる収量や品質の向上でカバーできなかったからである。
これには、主に小規模生産者がアスパラガスを栽培し、それを缶詰加工企業が買い取ると
いうペルーにおけるホワイト・アスパラガスのバリューチェーンの構造が関係している。 
1990 年代初めまでには、ハイブリッド種子や点滴灌漑などアスパラガスの品質と収量の
向上を可能にする新しい栽培技術がペルーにも導入された。しかし缶詰用ホワイト・アス
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パラガスを栽培する小規模生産者は資金を調達できなかったために、新技術の導入をすす
めることができなかった。その理由として当時の経済状況が挙げられる。1980 年代末には
経済危機が発生し 1990 年にはハイパー・インフレーションが発生した。それに続く 1990
年代の経済自由化改革では、政府による経済活動の介入が大幅に縮小された。農業部門で
は、農業銀行や農業試験場の廃止、農業投入財の流通を担っていた公営企業の民営化が行
われた。その結果、小規模の生産者は新しい技術を導入しようとしても、必要な資金を得
ることができなかった。そして、中国との競争により缶詰加工企業が原料の買い取り価格
を引き下げると、多くの生産者がアスパラガス栽培から撤退した。缶詰加工企業は安価で
質の良い原料を外部から調達できず、缶詰輸出が拡大しなかった。 
 
４．生鮮アスパラガス輸出の展開 
 
1990 年代半ば以降、缶詰輸出が横ばいの一方で生鮮輸出が急拡大した。これは新規参入
したアグリビジネスが、拡大する米国市場に対応するために生鮮需要の特質に合わせた新
しいバリューチェーンを築いたことで可能になった。具体的にはアグリビジネスによる新
技術の導入と栽培・加工・輸出の統合が、生鮮拡大のカギとなったのである。 
 
（１）生鮮需要の特質 
途上国から輸出される青果物とそのバリューチェーンに求められる特質は、缶詰農産物
に比べてさまざまな点で異なる。ここではアスパラガスを例に、品質、安全性、安定供給
について考える。まず品質については、見栄えの美しさが重要である。アスパラガスの等
級は長さ、太さ、先端の開き具合、色、茎の曲がり具合などによって決まる。生鮮用に輸
出されるグリーン・アスパラガスの場合、長さ 20 センチ前後（収穫時は 25 センチ前後）、
太さ 1 センチ前後、先端が締まり、茎は真っ直ぐでほとんどが緑色、病虫害による変色や
虫食いがないなどの条件が揃っていれば最も高い等級に分類される。太さや長さが規格か
ら外れている場合はもちろん、先端が開いていたり、茎が曲がっていたりすると、それ以
下の等級に分類される。ホワイト・アスパラガスの場合も同じような基準が決められてい
る。しかし缶詰に加工する場合、洗浄後に皮をむいて熱湯に通すため、多少の傷や茎の曲
がりは問題とならない。 
品質でもう一つ重要なのが鮮度である。生鮮の場合は最終消費者の手元に届くまで鮮度
を維持する必要がある。ペルー産グリーン・アスパラガスの場合、収穫後最大 3 週間まで
は商品として販売できる状態を維持することが可能だという。ただしそのためには、収穫
後できるだけ早く冷蔵して劣化を防ぐことが重要である。さらに加工工場から小売店まで
低い温度を保ったまま輸送するコールド・チェーンが整備されている必要がある。輸入青
果物については、規制されている残留農薬が輸入時の検査で見つかる事例が近年相次いで
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いることもあり、消費者の間で安全性に対する懸念が高まっている。そのため、生産・流
通・販売の各段階を通して、安全性を確保するための管理体制の整備が求められている。 
安定供給については、特に大手量販店など大規模の小売店や外食産業に販売する場合に
特に重要となる。ペルーの生鮮アスパラガスは主に 9～12 月の間に米国市場向けに輸出さ
れる。この期間を通して、顧客の要望に応じて安定した量を出荷することができれば大き
な利益を生む。そのためには単に収穫できたものを販売するのではなく、需要に合わせて
栽培する供給体制の確立が求められる。 
 
（２）アグリビジネスの参入 
缶詰とは異なるこのような特質を持った生鮮需要に対して供給を増やしたのが大規模な
直営農場において最新の技術を導入したアグリビジネスである。そのきっかけとなったの
が 1980 年代半ばにリマ市の南に位置する南部海岸地域のイカ県の農業生産者組合が始め
たプロジェクトである。彼らは、新たな輸出農産物の開発を目的に米国際開発庁（USAID）
の援助を受けて米国市場を視察し、有望産品の一つとしてアスパラガスを選定した。そし
てイカ県アスパラガス生産者協会（Asociación de Productgores de Espárragos de Ica: 
APEI）を組織した。この協会は米国際開発庁の援助を受けて米カリフォルニア大学デー
ビス校の専門家を招聘し、当時開発されたばかりのハイブリッド種子 UC-157 を導入して
苗床を設置した。協会のメンバーはこの苗を利用してアスパラガスを栽培、1986 年末か
ら輸出を始めた（IICA 2004: 6-7, IICA s/f, Marañón 1993: 34）。 
南部海岸地域の気候はグリーン・アスパラガスの生育に適している。年間を通して気温
が安定している北部に比べ、南部は寒暖の差が大きい。生産地の一つであるピスコ市の各
月の平均最高気温は19～27度、平均最低気温が12～19度と、トルヒーヨ市と比べて最高、
最低気温とも変動の幅が大きい。そのため南部では主な収穫期が 10～12 月となり、米国
やメキシコの端境期と一致する。曇りがちのトルヒーヨ市周辺に比べてイカ県は日照量が
多く、盛んな光合成によりアスパラガスの緑色が濃くなることも重要である。さらに、輸
出の拠点となるリマ国際空港やカヤオ港まで約 200 キロ・メートルと、トルヒーヨ市から
の約 600 キロ・メートルと比べて近いことも生鮮輸出にとって有利である。 
当初数十ヘクタールから始まったグリーン・アスパラガスの栽培は、米国の需要が拡大
したことでその後急速に拡大した。イカ県のアスパラガス栽培面積は 1987 年の 90 ヘクタ
ールから、翌年には 388 ヘクタール、1991 年には 1000 ヘクタール、1994 年には 4000
ヘクタールに達した。2004 年の国内のアスパラガス栽培面積 1万 8000ヘクタールのうち、
約半分がイカ県を中心とする南部海岸地域に位置している。 
また、1991 年に米国がアンデス特恵関税措置（Andean Trade Preference Act: ATPA） 
（註 2）を導入したことも、生鮮アスパラガス輸出への投資が拡大する要因となった。米
国の輸入アスパラガスに対する関税は、生鮮の場合は 21.3%（ただし、9 月 15 日から 11
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月 15 日までは 5%）、缶詰の場合 14.9%であるが、この措置によりペルー産アスパラガス
は関税が免除され、他の輸出国に対して有利な条件を得た。 
生鮮輸出用アスパラガス導入のきっかけとなったのは中規模の生産者を中心としたアス
パラガス生産者協会であったが、1990 年代末からの生鮮輸出拡大の中心となったのは南部
海岸地域に新たに設立された栽培、加工、輸出を一貫して手がけるアグリビジネスである。
農地改革以降 1980 年代末までは企業による土地所有が制限されていた。そのためホワイ
ト・アスパラガスでは、中小規模生産者が栽培しそれを加工企業が買い取って缶詰加工し
て輸出するバリューチェーンが成立していた。しかし 1990 年代に進められた経済自由化
により企業による土地所有に制限がなくなったのを契機に、土地を取得するアグリビジネ
スの参入が相次ぎ、このバリューチェーンに変化が現れた 。表 2-1 にペルーの主要アスパ
ラガス企業の特徴を示したが、このうち、A 社や C 社のように製造業や鉱業など豊富な
資本を持つ国内の他産業の企業が新規参入したほか、B 社のように中規模生産者から出発
し、欧米の取引相手と共同で出資して農場を拡大した例もある。これらの南部海岸地域の
アグリビジネスは、商業銀行が債務の担保物件として差し押さえた土地などを購入した。
これらの土地は協同組合が所有していたものの、ほとんど利用していなかった土地である。
この地域では雨がほとんど降らないため、農業生産には灌漑整備が必要であったが、その
ための資金が調達できなかったからである。購入した企業は井戸の掘削、用水路や貯水池
の建設など灌漑整備に投資することで、不毛の地を生産性の高い農地に転換した。その結
果、原料を自社農場から調達するという新たなバリューチェーンが生まれた。また、当初
は北部で缶詰用のホワイトを栽培していたが、需要の変化に対応して生鮮輸出に転換した
企業（D 社、E 社）もみられる。 
表には生鮮輸出企業のほか、北部海岸地域の缶詰加工企業（F 社、G 社、H 社）の特徴
も示した。これらの企業は現在では大規模な自社農場を持ち、原料の一部をそこから調達
している。しかしこれらの缶詰加工企業が、参入時は外部調達に依存し、徐々に自社農場
からの調達の割合を増やしているのに対して、生鮮輸出のアグリビジネスは当初から自社
農場からの調達を前提に参入した点が大きく異なる。 
 
（３）新技術の導入 
新規に参入したアグリビジネスは、自社農場に新技術を導入し、さらに栽培・加工・輸
出を統合した。新技術として具体的に挙げられるのが、点滴灌漑、ハイブリッド種子、栽
培管理の標準化の 3 つである。これらの導入には大きな初期費用がかかるうえに規模の経
済が働くため、導入することができたのは資本力の豊かなアグリビジネスに限られた。 
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① 点滴灌漑 
点滴灌漑とは畝に沿って設置された小さな穴の空いたパイプにポンプで水を送り込んで
灌水する灌漑方法である。点滴灌漑にはいくつかのメリットがあるが、第 1 に挙げられる
のは少ない水量で灌漑ができることである。ペルーの海岸地帯は降雨がほとんどなく、耕
作できるのは河川流域の灌漑施設が整っている場所に限られる。さらに河川の流量が十分
あるのはアンデス山脈の雨期である 11～4 月の間で、それ以外の時期は井戸水をポンプで
くみ上げる必要がある。畝に水を流す通常の灌漑方式（重力灌漑）の場合、大量の水を必
要とするためにポンプの燃料費がかさみ、生産費用が高くなる。点滴灌漑なら途中で土壌
に吸い込まれることなくパイプからしみ出た水が直接作物の根に届くため、重力灌漑に比
べわずかな水で灌水が可能になる。 
第 2 のメリットは労働力の削減である。点滴灌漑では作物以外には水が届かないため、
畝に雑草が育ちにくく、除草のための労働力を大幅に削減できる。また、圃場のパイプに
送り込む前に水に液肥を混ぜることで施肥ができるため、施肥のための労働力も減らすこ
とができる。 
第 3 のメリットは細かい栽培管理が可能になることである。大規模農場の多くはコンピ
ューターによって点滴灌漑を管理している。そのため、アスパラガスの生育段階や気象条
件などに合わせて、圃場ごとに灌水量や液肥の種類を変えることが可能である。細かい管
理は収量を改善し、収穫時期の調整を可能にする。 
 
 
表2-1　アスパラガスを手がける主なアグリビジネスの特徴（2005年10月時点）
事業 企業 地区 操業開始 出資元
アスパラガス
栽培面積（ha） 種類
1) アスパラガスの調達 販売形態 販売先
A 南部 1995年 製薬、農薬 1200 グリーン ほとんど自社。1％のみ外部 直接販売が主 4年前は米国98％
現在は欧州80％、米国20％
B 南部 1987年 農業、米国の流通企
業が農場に出資
480 グリーン 自社のほか、欧米の輸入企業
と共同出資の中規模農場から
調達
委託販売（米）、固定価格（
英国）
欧州70%、米国30%
C 南部 1998年 鉱業 560 委託販売（米）、固定価格（
主に欧州）が半分ずつ
米国70％、欧州30％
D 北部 1989年 養鶏 700 ホワイト
→グリーン
全て自社農場から 生鮮は委託販売、缶詰は直
接販売
生鮮は米国、缶詰は欧州
E 北部 1997年 85 ホワイト
→グリーン
委託販売 米国
F 北部 1997年 漁業、2003年からス
ペイン資本45％
1500 グリーン2/3
ホワイト1/3
20－25％を中規模（30-
50HA）、大規模（250-
300HA）農場から調達。
缶詰は固定価格、生鮮は委
託販売
缶詰はスペイン、フランス、米
国。生鮮は米国
G 北部 1994年 農業 1100 ホワイト 65-
70%は自社農場。残りは他社
から調達
直接販売1/3
卸売業者1/3
委託販売1/3
欧州、米国
H 北部 1994年 地場企業40%、デンマ
ーク食品企業60%
885 ホワイト、少量
のグリーン
当初は全て外部調達、最近自
社農場での栽培始める。
欧州（デンマークなど）。生鮮
は北米（米国、カナダ）
I 北部 1999年 50 ホワイト
→グリーン
国内の缶詰加工企業、生鮮輸
出業者
J 北部 1998年 アスパラ集荷業者 105 ホワイト 国内の缶詰加工企業、生鮮輸
出業者
（注1）　矢印は種類の変更を示す。
（出所）　各企業からの聞き取り調査（2005年10月）とLanderas Rodríguez (2004: 244)にもとづき筆者作成。
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②ハイブリッド種子 
新技術の 2 つ目はハイブリッド種子である。これを導入することで、収量が向上し、高
品質のアスパラガスを収穫できる割合が高くなる。多くの小規模生産者は自家採取した種
を使う。それに対して大規模農場は米国から輸入するハイブリッド種子（F1）を使ってい
る。この種子のコストは 1 ヘクタールあたり 750 ドルと非常に高い。しかし、アスパラガ
スは一度植えれば 10 年間は収穫でき、その間高い収量と最上級の等級に分類されるアス
パラガスが多く収穫できれば、初期投資の回収が可能になる。 
 
③栽培管理の標準化 
3 つ目が栽培管理の標準化である。マニュアルなどにより標準化して大学卒の農業技術
者に農場における栽培管理を任せることで、収穫の量と質の改善を図っている。 
農業技術者の仕事は、常に圃場を回り生育状況をみながら点滴灌漑の調節を指示し、病
虫害の予防や発生後の措置をとることである。そのために彼らは国内各地で開催される栽
培技術関連のセミナーに参加して、新しい病虫害への対処法や、天敵を導入して害虫の発
生を抑えることで農薬の利用を減らす総合的病虫害管理などの手法を学んでいる。 
近年は栽培面積の増加に伴い、アスパラガスの病虫害が頻繁に発生している。そのため、
病虫害をコントロールするための農薬にかかる費用が増加し、コスト削減が重要な課題と
なっている。そこで多くの大規模農場では、圃場に害虫を寄せ付けるわなを設置して害虫
を常時監視することで被害の拡大を防ぐ措置を講じている。大発生後に農薬を散布するよ
りも事前の対策で拡大を防げれば、安全かつ低コストで害虫をコントロールすることが可
能になる。 
これらの技術の効果を具体的に見ることは難しいが、導入しているアグリビジネスの大
規模農場では年間 1 ヘクタールあたり最低でも 15 トン、最大 40 トンぐらいの収穫が可能
である。一方、ペルー全体のアスパラガスの平均収量は約 10 トンで、多くの小規模生産
者はこれ以下である。 
 
④導入の初期費用と規模の経済 
アグリビジネスだけがこのような新技術を導入できた理由として、初期費用が高額なこ
とと技術導入には規模の経済が働くことが指摘できる。例えば点滴灌漑の導入には、ヘク
タールあたり最低でも 4000～5000 ドルが必要になる。小規模生産者の多くが栽培してい
る飼料用メイズの年間 1 ヘクタールあたりの農業所得が 1400 ドル程度なので、点滴灌漑
の導入は彼らにとってかなりの負担になる。さらにアスパラガスは最初の収穫まで 1 年半、
初期投資が回収できるまで 2～3年かかるため、その間の支出に対する準備も必要である。
そのような資金を調達できるのは、他産業で蓄積した自己資本を有するか、銀行から融資
を受けることが可能なアグリビジネスに限られる。 
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点滴灌漑の導入においては、井戸やポンプ、フィルターなどに規模にかかわらない一定
の投資が必要になる。これらの固定投資は規模が拡大するほど単位面積あたりの費用が小
さくなるため、アグリビジネスの大規模農場だと有利になる。ハイブリッド種子や肥料な
ど栽培面積に応じてコストがかかる投入財についても、アグリビジネスなら大量購入や外
国からの直接輸入によってコストを削減することができる。 
 
５．アグリビジネスによるインテグレーション 
 
栽培部門における新技術導入に加え、栽培・加工・輸出のインテグレーション（図 2-2）
というバリューチェーンの変化によりアグリビジネスは拡大する生鮮輸出の主役となった。 
缶詰アスパラガスの場合、輸出の成長が止まった 1990 年代半ばまでは中小規模の生産
者が原料となるホワイト・アスパラガスを栽培し、それを集荷業者が買いつけて企業に販
売、企業が缶詰に加工して輸出していた。つまり生産者、集荷業者、加工企業の間で、栽
培、国内流通、加工・輸出の役割分担がなされていたのである。 
一方生鮮アスパラガスの場合は、栽培から輸出まで一貫して手がけるアグリビジネスが
1990 年代半ば以降の拡大の中心となった。大規模の自社農場を設立し、新技術を導入して
質の高いアスパラガスを大量に栽培する。収穫したアスパラガスは農場に隣接する加工場
でパッキングし、さらに整備されたコールド・チェーンを通して飛行機または船で市場国
まで輸送する。市場国での販売は、現地のブローカーに販売を委ねる委託販売に加え、大
手量販店など小売業者への直接販売も増やしている。 
このようなアグリビジネスによる統合の特徴として、（１）履歴管理・認証取得、（２）
物流の統合、（３）計画栽培の導入の 3 つが挙げられる。 
 
（１）履歴管理と認証取得 
栽培や加工段階における履歴管理と認証取得は、生鮮輸出農産物需要の特質の 1 つであ
る食の安全性を確保し、それを消費者に伝えるための重要な方法である。アグリビジネス
は栽培から輸出までを統合することで、これらの導入を可能にした。 
市場国に青果物が輸入される際の検疫時に、使用が許可されていない農薬や基準以上の
残留農薬が検出されると、輸入が許可されずに廃棄される。さらに該当した輸出業者や生
産地域、輸出国からの農産物については、一定期間の輸入禁止や全量検査措置などがとら
れる 。生産側が市場国の植物検疫や食品衛生基準に関する内容を把握し、それを遵守する
ことが重要となっている。 
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安全性確保のためには、許可されている農薬のみを、許可されている方法で使うことは
もちろんのこと、農薬や肥料の使用を記録し、買い手の要求に応じて示すことができる栽
培履歴の管理を求められる場合が増えている。しかし、ほとんどの小規模生産者は栽培履
歴を記録していないため、彼らから調達したアスパラガスでは買い手の要求に応じられな
い。たとえ栽培履歴を記録していたとしても、輸出企業が買い取ったアスパラガスを生産
者ごとに区分して栽培履歴を管理するには多大な費用がかかる。 
それに対して自社農場を抱えるアグリビジネスは、初めから農薬や肥料の使用を圃場の
区画ごとに記録しており、区画ごとに収穫したアスパラガスをロットに分けて加工してい
る。そのため、輸出されるパッケージについているバーコードを読み取れば、それがいつ、
どの区画から収穫され、どのような栽培履歴を持っているかを即座に確認する体制を整え
ている。 
栽培履歴や加工工程の管理を進めて安全性を確保したとしても、それが確かであること
を買い手や消費者に示すことができなければ安全な青果物としての評価を得られない。そ
れを可能にするのが適正農業規範（Good Agricultural Practice: GAP）と呼ばれる栽培に
関する認証の取得である 。生鮮アスパラガスの販売先である欧米の大手量販店の多くが、
缶詰アスパラガス
（1990年代半ばまで）
生鮮アスパラガス
（1990年代半ば以降）
図2-2 アスパラガスの供給構造の転換
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輸出側にこれらの認証の取得を求めている。GAP の認証取得のためには、栽培履歴、農薬
利用、労働者の衛生などの管理体制の構築と維持が求められる。例えば、圃場の土壌・水
質の分析、ハイブリッド種子の利用、農機具の消毒、農薬保管庫の設置、農薬散布時の労
働者の安全対策、トイレと手洗い場の設置、労働者の健康状態の確認や衛生管理などの実
施が必要になる。認証は取得後も定期的に監査を受けて更新しなければならない。さらに
顧客によっては、英国の大手量販店テスコ社が求める TESCO Nature’s Choice のように、
別の認証の取得を求められる場合もある。 
このように、認証の取得・維持には大きな費用がかかるが、アグリビジネスは規模の経
済を生かして自社の大規模農場に導入し、買い手からの要望に応えている。 
 
（２） 物流の統合 
青果物は消費者の手に渡る段階でも鮮度を維持していることが重要である。アグリビジ
ネスは統合により、栽培から輸出までの物流を整備してより高い鮮度の維持を可能にして
いる。 
加工企業が原料を外部から調達する場合、集荷業者は 1 日に 1、2 回、小規模生産者を
回って収穫されたアスパラガスを集めて加工場に運ぶ。この間、長い場合は収穫後半日近
く圃場において常温で保存され、その間に劣化が進むことになる。一方アグリビジネスの
場合、圃場で収穫されたアスパラガスは長くても 40 分程度で加工場に運ばれ、洗浄、選
別、梱包されて保冷倉庫に保存される。収穫から冷蔵までの時間を短縮することにより、
劣化を抑えて商品としての寿命を延ばすことができる。 
加工場から出荷されたアスパラガスは保冷トラックでリマ市にある国際空港まで運ばれ、
航空機に積み替えられて米国や欧州諸国に輸出される。1990 年代半ばまでは、空港での積
み替え時に温度が上昇し、品質の劣化が進むことが問題になっていた。空港内に保冷倉庫
がなく、トラックから降ろされたアスパラガスは航空機に積み込まれるまで、場合によっ
ては数時間以上炎天下に放置されていたためである。 
この問題の解決に取り組んだのが主に生鮮アスパラガス輸出を手がけるアグリビジネス
が集まって組織したフリオ・アエレオ（Frío Aéreo）という団体である。1998 年に設立さ
れたこの団体は、リマ国際空港内で輸出青果物の保冷倉庫を建設・運営し、航空機への積
み込みサービスを提供しはじめた。これにより、以前は航空機への積み込み時に切れてい
たコールド・チェーンが農場から消費地までつながり、ペルー産生鮮アスパラガスの質が
向上した。さらにフリオ・アエレオは、保冷庫に持ち込まれたアスパラガスの温度、等級、
保冷庫から出されて航空機に積み込まれるまでの時間などの情報を、生産企業別、航空会
社別にまとめて定期的に利用者に公表することで各利用者の全体の中での位置づけを示し、
品質や物流サービスの改善を促している。 
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（３）計画栽培の導入 
栽培・加工・輸出を統合したアグリビジネスは、輸入業者を通した委託販売だけでなく、
量販店など大規模な小売業者などへの直接販売を増やすことで、生鮮輸出を拡大している。 
アスパラガスをはじめ青果物を輸出する場合、大きく分けて委託販売と直接販売の 2 つ
の販売形態がある。委託販売では、輸出企業が市場国の輸入業者などのブローカーに商品
を託し、ブローカーが顧客を見つけて価格を交渉して販売する。ブローカーは売り上げか
ら販売手数料を差し引いて輸出企業に支払う。この場合、輸出企業はその商品が誰に販売
されるかは事前には分からない。価格もブローカー任せとなるが、市場の需給状況によっ
て決まるために大きく変動することも多い。これに対して直接販売では、輸出企業が買い
手となる大手量販店や食品企業と交渉し、事前の合意に基づき販売する。間にブローカー
や専門商社が入る場合もある。合意内容には販売の期間、販売量、価格が含まれる。店頭
にそのまま並べられるよう、買い手が梱包材・梱包形態を指定することも多い。 
ペルーの生鮮アスパラガスを輸出しているアグリビジネスは、米国向けは主に委託販売
を採用しているが、最近は欧州向けを中心に直接販売の割合を増やしている。供給側から
みた直接販売のメリットは、事前に買い手、販売量、価格が確定することである。事前に
毎月、毎週の出荷量が確定すれば、それに合わせて圃場の拡張などの投資を行い、植え付
けや点滴灌漑の調整など、1 日ごとの目標収穫量を定めた詳細な栽培計画を立てることが
できる。実際には直接販売で合意した供給量を必ず確保できるように多めに栽培し、それ
を上回った分は委託販売にまわしている。市場価格の高騰時と比べると、直接販売の合意
価格は安いことが多いが、市場価格が大幅に下がった場合でも安定供給を条件に一定の価
格水準は維持される点が有利である。 
このほかに直接販売のメリットとしては、販売先から需要に関する情報がもたらされる
ことである。委託販売の場合には供給側と需要側の間では商品の売買以外のやりとりはほ
とんど発生しない。しかし直接販売によって固定的な関係が長期間続くことで、商品に対
する仕様、クレーム、新しい需要に関する情報などが入ってくる可能性が出てくる。例え
ば、国によって一束の重さや利用される梱包材が異なるが、これらは大手量販店から商品
の仕様について具体的な指示がある。梱包時には仕様通りの重量があっても輸送時の水分
蒸発で到着時にその重量を満たさないというクレームには、それをあらかじめ計算して多
めの量を梱包するという対応がとれる。また、アスパラガスの先端だけ欲しいという要望
に対しては、先端だけを切ってトレーに並べた商品を開発して供給する。固定的な関係が
長期間続けば、販売先からもたらされた情報を栽培、加工、輸送など各工程の改善やより
付加価値の高い製品の開発に結びつけることができる。 
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６．小括 
 
本章では、ペルーのアスパラガス輸出の近年の傾向が、缶詰と生鮮で異なる理由につい
て、バリューチェーンの構造に注目して分析した。 
 1990 年代前半までペルーは、アスパラガスの生育に適した土壌や気候、豊富で安価な労
働力に基づいた優位性により缶詰輸出を拡大してきた。しかし中国産缶詰が低価格を武器
に欧州市場で拡大すると、ペルーの缶詰輸出は伸び悩んだ。 
国際市場における生鮮需要が米国を中心に増大すると、市場国とは収穫期が異なるとい
う優位性を利用して、ペルーでは新たに参入したアグリビジネスが生鮮アスパラガス輸出
の主役となった。缶詰と生鮮では需要の特質が異なるため、従来の缶詰輸出企業では簡単
には対応できなかったのである。これらのアグリビジネスは土壌、気候、労働力など、ペ
ルーがもともと備える優位性に頼るだけでなく、栽培において最新技術を導入したほか、
インテグレーションによって栽培・加工・輸出を統合することで、青果物輸出に適したバ
リューチェーンを作り上げた。その結果、生鮮アスパラガス輸出は増加を続けたのである。 
近年多くのラテンアメリカ諸国は、一次産品価格の上昇を背景として、再び一次産品輸
出への依存を増やしている。しかし価格上昇のみに依存せずに輸出産品の競争力を向上す
ることが重要になってくる。国際市場における需給構造の変化への対応や、アグリビジネ
スによる近代的な技術導入と栽培から輸出までのインテグレーションという点で、本章で
検討したペルーのアスパラガス輸出の拡大はその成功事例の 1 パターンを示している。単
に気候、土壌、労働力といった従来からある優位性に依存するだけでなく、アグリビジネ
スのような経済主体が、経済自由化の進展によって入手しやすくなった技術や資本といっ
た生産要素を利用して農業部門を近代化し、需要の変化に応じて産品を変えたり、インテ
グレーションを活用して最適なバリューチェーンを構築すれば、輸出部門の競争力を向上
することが可能になる。 
  
 
（註1）アグリビジネスとは、種子や農薬などの農業資材供給、穀物の貯蔵・流通、食肉の加工
などを手がける多国籍企業を指す場合が多い。しかし本章では、これらの多国籍企業
ではなく、主に地場資本により設立され、青果物の生産、パッキング、輸出に従事す
る企業を指す。 
（註2）アンデス特恵関税措置（ATPA）は 2002 年に、アンデス貿易特恵法（Andean Trade Promotion 
and Drug Eradication Act: ATPDEA）として延長された。 
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第 2 章 補論 
青果物輸出における植物検疫体制の構築 
 
１．はじめに 
  
青果物の貿易において重要な障壁の一つが植物検疫の問題である。多国間や二国間のさ
まざまな貿易自由化交渉の中で、非関税障壁の関税化や関税率の引き下げなどについては
成果が上がっている。しかし輸入国による植物検疫を理由とした輸入の制限は、依然とし
て多くの途上国の農産物輸出を妨げている。 
分析対象として取り上げたペルーは、1990 年代後半以降、青果物輸出を拡大している。
この中で大きな役割を果たしたのが植物検疫体制の整備である。公的部門や国際機関のほ
か民間部門の資源を動員して整備が進んだことが、輸出の拡大につながった。その際、植
物検疫におけるインテグレーションの機能についても注目する。栽培、収穫、加工、輸出
の各段階のインテグレーションが進んだことで、植物検疫に関する情報を保持したまま、
農産物を輸出できるようになったことが、検疫問題をクリアするのに役立った。 
本研究では、ペルーにおける植物検疫体制の整備状況を確認した上で、整備が進んだ要
因を分析する。以降、２．では途上国の青果物輸出と植物検疫に関する先行研究を概観し、
本研究の問題意識を提示する。３．ではペルーにおける青果物輸出拡大の現状を主にデー
タで示す。そして４．では植物検疫体制の構築について確認し、５．では検疫体制構築へ
の支援が進んだ要因を分析する。 
 
２．植物検疫制度の国際標準化 
 
農産物貿易については、1995 年まで続いたガット・ウルグアイ・ラウンドにおいて、関
税の引き下げや非関税障壁の関税化を中心とした自由化が進められた。これを引き継いだ
世界貿易機構（WTO）は設立協定の附属書の中で、「衛生と植物検疫措置の適用に関する
協定（Sanitary and Phytosanitary Agreement: SPS 協定）」を定めた。SPS 協定は食品
衛生や動植物検疫に関するルールを定めたもので、規制の必要性を認めるとともに、その
規制が貿易を阻害しないことを求めている。 
植物検疫と農産物輸出に関する先行研究の多くは、SPS協定が農産物貿易にどのような
影響を与えたかを分析している。例えばRobertsらは、SPS協定の締結は農産物輸出の機会
を増やしたと評価している。この協定は、各国ができるだけコーデックス委員会（Codex 
Alimentarius Commission: Codex委員会）、国際植物防疫条約（International Plant 
Protection Convention: IPPC）、国際獣疫事務所（World Organisation for Animal Health、
略称OIE）などが定める国際基準と一致させることを求めている（註 1）。これにより各国
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の規制が科学的根拠に基づく世界共通の基準を採用するようになれば、円滑な貿易を促進
できるとしている（Roberts and Krissoff 2004）。 
SPS 協定による食品衛生や植物検疫の国際標準化によって、原則としては途上国からの
農産物輸出に対する障壁は少なくなるはずであるが、実際には様々な問題が残っていると
主張する研究もある。Henson らが途上国の政府機関を対象に SPS 協定に関して実施した
アンケートの結果によると、多くの低所得国は専門知識の欠如、資金不足、政府の関心の
低さなどにより、Codex 委員会や IPPC への加盟や積極的な参加ができておらず、植物検
疫を担当する機関の能力が十分ではない。そのために輸出国の機関が認証した農産物が、
輸入国の検査により輸入を拒否されることも多い（Henson and Loader 2001）。 
 個別の国や農産品の事例を取り上げて、輸出振興における公的部門や業界団体の役割を
分析する中で、植物検疫を取り上げた研究もある。例えばチリの生鮮果物輸出の拡大にお
いては、農業省の傘下で動植物の検疫を担当する農牧機構（Servicio Agrícola y Ganadero）
と生鮮果物の輸出業者の団体であるチリ果物輸出業者協会（Asociación de Exportadores 
de Frutas de Chile）が重要な役割を果たした。前者は植物検疫体制の整備を進め、後者
は輸出にかかわる検査業務の一部を代行することで、輸出の拡大を支えた（Agosin and 
Bravo-Ortega 2009）。このほか 2007 年に米国での輸入が全面的に解禁されたメキシコ産
アボカドの事例を分析した研究もある（Orden and Roberts 1997、Orden and Peterson 
2006）。ペルーについてもアスパラガスの輸出拡大を事例として政府機関や生産者団体が
果たした役割について取り上げた研究がある（O’Brien y Díaz 2004、Díaz 2007）。しかし
植物検疫体制の整備については、農業省の外部機関で動植物の検疫担当機関である国家農
業衛生機構（Servicio Nacional de Sanidad Agraria: SENASA）の役割を紹介するにとど
まっている。 
 本章では、青果物輸出の拡大の中でペルーがどのように植物検疫体制の整備を進めたの
かを明らかにする。特に Henson らが述べた、専門知識の欠如、資金の不足、政府の関心
の低さなどの問題をどのように解決して、整備に必要な資源を動員したかに注目する。 
分析に当たっては先行研究や貿易統計などのデータを参照したほか、SENASA の植物検
疫の責任者や州レベルの現地事務所長、在ペルーの米国や日本の大使館の農業担当官、主
要輸出農産物の生産者団体の事務局長、生産・輸出企業の経営者を対象にしたインタビュ
ーで得た情報を分析した。また、輸出農産物の主要生産州であるピウラ州、ラ・リベルタ
州の農場を訪問し、生産、加工、流通の担当者にも話を聞いた。これらの調査は 2012 年 1
月から 2013 年 4 月の間に実施した。 
 
３．青果物輸出の拡大 
 
 ペルーでは 2000 年代に入って農産品の輸出が急増している。1990 年に 3 億ドルだった
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輸出額は、2004 年に 10 億ドルを超えてから急速に拡大し、2011 年には 44 億ドルに達し
た。ペルー中央銀行の統計は、農産物輸出を伝統的産品と非伝統的産品に分類している。
非伝統的産品は野菜や果物の生鮮品と加工品が主で、1990 年代には農産加工品、次いで
2000 年代に入って生鮮野菜、さらに 2000 年代の末からは生鮮果物の輸出が増えた。 
 非伝統的産品のうち本稿が注目するのが生鮮の野菜・果物（青果物）輸出である。最も
重要なアスパラガスの場合、まず 1990 年代に加工品、次に 2000 年代に入って生鮮品の輸
出が増加した。2002 年には生鮮品の輸出額が加工品を追い越し、加工品の輸出が横ばいの
一方で、生鮮品の輸出はその後も増加を続けた（清水 2007）。 
 図 2 補-1 に主な青果物の輸出額の推移を示した。アスパラガスに続いて 2000 年代末か
らはブドウ、アボカド、マンゴ、バナナ、マンダリン・オレンジなどの生鮮果物の輸出が
急増している。これは、主にアスパラガスの生産・輸出で成長した農業企業が、単一作物
の輸出ではつきものの生産や価格の変動に対するリスクを軽減し、農繁期に集中する労働
需要を分散化するために作物の多様化を進めた結果である。ただしこれらの青果物の輸出
に際しては、市場国による植物検疫を理由とした輸入の制限が障壁となっていた。そこで
次に、ペルーがどのように植物検疫体制の整備を進めたかについて考察する。 
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（出所） UN Comtrade Databaseのデータを元に筆者作成。
図2補-1 ペルーの主要青果物輸出
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４．植物検疫体制の構築 
 
 青果物の輸出に際して課題となるのが植物検疫である。ペルーでは2000年代に入って、
国家農業衛生機構（SENASA）が植物検疫体制の整備に力を入れたこと、そして輸出業者
が植物検疫措置に対応できるように設備などへ投資をすすめたことが、青果物輸出の拡大
に大きく貢献した。ここではまず青果物輸出に関する植物検疫体制について簡単に説明し
た後、輸入解禁手続きの進展と、検疫実施能力の向上について検討する。 
 
（１）青果物輸出の植物検疫手続き 
輸出国に生息する病気や害虫が野菜や果物に付いたまま輸出されると、輸入国で大発生
して大きな被害をもたらす可能性がある。そのため輸入国は、病虫害が付く可能性がある
農産物の輸入を禁止している場合が多い。これに対して SENASA のような輸出国の植物
検疫機関（植物防疫機関とも呼ばれる）が、輸入国のカウンターパート（米国では農務省
傘下の Animal and Plant Health Inspection Service: APHIS、日本では農林水産省の消
費・安全局植物防疫課）に輸入解禁を要請する。そして両者が協議の上、農産物を殺菌・
消毒する植物検疫措置などの条件（植物検疫プロトコル）を定める。輸入国はこれを満た
した農産物の輸入を解禁する。病虫害のリスクの分析方法や植物検疫措置については、
IPPC が国際基準を策定しており、これに基づいて各国が検疫に関する規則を定めている。 
植物検疫プロトコルのうち、輸入国が基本的に求めるのは、輸出時に病虫害が農産物に
付着していないことを輸出国の検疫機関が確認して発行する植物検疫証明書（輸出許可証）
である。さらにミバエなど輸入国にとってリスクが高い病虫害については、これを殺菌・
殺虫する植物検疫処理を追加で求める。具体的には、殺菌・殺虫剤によるくん蒸処理、熱
水に浸ける熱処理、冷蔵コンテナなどで低温に保つ低温処理がある。処理の際の温度や時
間などは農産物の大きさによっても細かく定められている。輸出国の検疫機関は、輸出業
者が実施するこれらの検疫処理が適切に行われていることを確認した上で証明書を発行す
る。最近では、栽培の段階から圃場における病虫害の発生状況や使用される農薬をモニタ
リングし、収穫、輸送、パッキング、輸出の各段階で病虫害が存在しないことを確認する
「システム・アプローチ」に基づいて植物検疫証明書を発行するケースが多くなっている
（Orden and Peterson 2006）。 
このアプローチを採用する場合、圃場から輸出用コンテナに入れるまで、農産物とそれ
に関する検疫の情報がリンクしている必要がある。例えば、特定の日に特定の農場から収
穫した収穫物のロットと植物検疫に関わる情報（植物検疫機関による圃場の認証情報、収
穫時の害虫の発生状況、パッキング場に入荷した際のサンプル検査の結果、植物検疫機関
によるパッキング場や加工ラインの認証の情報）が、輸出段階までリンクされている必要
がある。これを可能にしたのが生産、加工、輸出のインテグレーションである。輸出企業
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が自社の農場と加工場を持つことにより、システム･アプローチの採用が可能になった。こ
のことが、これから述べる植物検疫体制の構築を後押しした。 
2000 年代以降、ペルーの植物検疫体制は 2 つの側面で整備が進んだ。1 つは市場国の植
物検疫機関に対する輸入解禁要請と植物検疫プロトコルの制定、もう 1 つはそのプロトコ
ルの実施を確認する植物検疫の実施能力の向上である。この 2 つが揃ったことで、ペルー
産農産物の市場が広がり、青果物輸出が拡大した。 
 
（２）輸入解禁手続きの進展 
 市場国の植物検疫制度による輸入の制約は、青果物の輸出拡大を目指すペルーにとって、
市場拡大の障壁となっていた。しかし 2000 年代以降、SENASA が市場国に対して積極的
に輸入解禁手続きを進めたことで、ペルー産青果物の輸出市場が広がった。 
SENASA が相手国の植物検疫機関と植物検疫プロトコルに合意したことで市場アクセ
スが可能になった数を図 2 補-2 に示した。この図では、1 つの国で 1 つの農産物の輸入が
認められた場合に 1と数えている。合意したプロトコルの数は 2000年代に入って増加し、
特に後半は毎年コンスタントに増えている。つまり、ペルー産青果物の市場が、毎年拡大
していることを示している。ただしこの中には、もともと輸入が規制されていない農産物
や欧州向け柑橘類のように1994年時点ですでに輸出されていた農産物は含まれていない。 
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（出所） "SISTEMA DE CUARENTENA VEGETAL"（SENASA内部資料、2013年4月入手）に基
づき筆者作成。
図2補-2 SENASAが合意した植物検疫プロトコル数
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表 2 補-1 に、主要な輸出農産物について、ペルーが輸入国と合意した植物検疫プロトコ
ルの内容を示した。1990 年代から 2000 年代の前半にかけては、米国のほかラテンアメリ
カ諸国との合意が中心になっている。これに続く 2000 年代後半以降は、中国などのアジ
ア諸国との合意も増えている。ペルーは 2006年 4月に対米自由貿易協定を調印して以降、
2008 年 5 月にシンガポール、2009 年 4 月に中国、2011 年 3 月に韓国、2011 年 5 月には
日本と自由貿易協定を調印するなど、アジア諸国との自由貿易交渉を積極的に進めてきた。
これに伴う農産物の輸入関税引き下げのメリットを享受できるように、SENASA が輸入解
禁手続きを進めた成果を示している。 
 輸入解禁手続きの中でも輸出市場拡大のカギとなったのが、それぞれの農産物について
米国と植物検疫プロトコルで合意できたことである。SENASAはAPHISが定めている輸入
解禁要請手続きに従い、これをクリアすることで植物検疫プロトコル制定のノウハウを身
につけた。マンゴ、ブドウ、柑橘類は、それぞれ最初に米国と熱処理や低温処理のプロト
コルで合意し、これをベースとしてそれ以外の国々に対して輸入解禁手続きを進めた。こ
れは、米国のAPHISが定める植物検疫措置を、多くの国々が参考にしているためである
（註 2）。APHISは植物検疫措置をまとめたマニュアルを定め（註 3）、それぞれの農産物
を輸入する際にどのような処理を行えば病虫害を有効に殺菌・殺虫できるかを示している。
米国に対して輸入解禁を申請する国がこのマニュアルどおりに検疫措置を実施できるかが
解禁の是非につながる。SENASAによれば、米国以外の国は独自のマニュアルを定めてお
らず、基本的にはAPHISのマニュアルに準じた措置を求める。そのためAPHISと検疫プ
ロトコルで合意できれば、ほかの国々に対しても合意できる可能性が高い。 
これまでに合意した検疫プロトコルの中でも、SENASA にとって大きな成果といえるの
が米国向けアボカドの事例である。ペルーは以前より欧州向けにアボカドを輸出しており
域外からの最大の供給国となっている。SENASA はアボカドを米国へ輸出するために
APHIS に対して 2000 年頃に輸入解禁手続きを始めた。しかしペルー国内に生息するミバ
エが問題となり、なかなか植物検疫プロトコルで合意できなかった。2010 年 1 月になっ
てやっと合意ができたものの、その際は低温処理を求められた。アボカドは通常、摂氏 5
～7 度の冷蔵コンテナに入れて輸出するが、低温処理では摂氏 1.1 度まで下げることが必
要になる。しかしこれによって、表面が変色するなどアボカドの品質が低下するため、低
温処理を必要としないメキシコ産やチリ産と比べて競争力に劣っていた。そこで SENASA
は、Hass 種アボカド生産者協会（PROHASS）から資金面、APHIS から技術面の支援を
得て、ペルー産 Hass 種のアボカドにはミバエは寄生しないという研究を実施し、APHIS
に提出した。APHIS がこの研究の有効性を認めたことで、ペルー産アボカドは 2011 年 7
月から、低温処理をせずに植物検疫証明書のみで米国へ輸出できるようになった。この結
果ペルーの米国向けアボカドの輸出は 2009 年の 84 トンから、2012 年には 1 万 6000 ト
ンへと大きく増加した。 
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APHISは一般的に、多くの途上国の植物検疫機関が発行する植物検疫証明書を信頼して
おらず、輸入にあたってはAPHISが定める熱処理や低温処理の実施を求めている（註 4）。
その中で、ペルーが独自の研究によってアボカドにミバエが寄生しないことを示し、植物
検疫証明書のみでの輸出をAPHISに認められたことは、SENASAが植物検疫に関わる能力
を高めつつあることを示している。 
 
（３）検疫実施能力の向上 
 市場国の植物検疫をクリアするには、植物検疫プロトコルの合意など輸入解禁手続きだ
けでなく、定められた検疫措置をプロトコル通りに実施する体制が必要になる。この両者
が揃ってはじめて、青果物の輸出が可能になる。植物検疫を担当する SENASA は、組織
の拡充などによって植物検疫の実施体制の整備を進め、農産物の市場国の植物検疫機関か
らも信頼を得られるようになった。同時に青果物の輸出を手がける輸出業者も、植物検疫
に必要な施設などへの投資を進め、植物検疫プロトコルの遵守に努めている。 
表2補-1　主要輸出農産物の植物検疫プロトコルの合意
年 市場国 条件1) 年 市場国 条件1)
1994 米国 熱処理 2000 チリ くん蒸／低温処理
1996 チリ 熱処理 2000 パナマ くん蒸処理
1997 ニュージーランド 熱処理 2001 アルゼンチン 植物検疫証明書
1998 アルゼンチン 熱処理 2006 ブラジル 植物検疫証明書
2004 メキシコ 熱処理 2007 グアテマラ 植物検疫証明書
2006 中国 熱処理 2009 シンガポール 植物検疫証明書
2009 シンガポール 植物検疫証明書 2010 米国 低温処理
2010 日本 熱処理 2010 ウルグアイ 植物検疫証明書
2011 米国 植物検疫証明書
柑橘類
1995 米国 低温処理 2001 ベネズエラ 植物検疫証明書
2001 カナダ 低温処理 2003 コスタリカ 植物検疫証明書
2001 ベネズエラ 低温処理 2004 エルサルバドル 植物検疫証明書
2003 コスタリカ 低温処理 2006 米国 低温処理
2005 台湾 低温処理 2007 グアテマラ 植物検疫証明書
2005 中国 低温処理 2008 中国 低温処理
2006 ブラジル 植物検疫証明書 2009 シンガポール 植物検疫証明書
2007 グアテマラ 植物検疫証明書
2007 インド 低温処理
2009 ボリビア 植物検疫証明書
2011 韓国 低温処理
2012 ニュージーランド 低温処理
2005 南アフリカ 植物検疫証明書
2011 ウルグアイ 植物検疫証明書
2013 中国 植物検疫証明書
（出所）　"SISTEMA DE CUARENTENA VEGETAL" 
（SENASA内部資料、2013年4月入手）に基づき筆者作成。
注1)　植物検疫証明書の場合は熱処理、低温処理、くん蒸処理などを必要としない。
マンゴ
ブドウ
アボカド
アスパラガス
53 
 
 ペルーでは、農業省の部局が担当していた植物検疫などの業務を、1992 年に農業省傘下
の国立機関として設置されたSENASAが引き継いだ。当初は 100 人程度の人員であったが、
米州開発銀行（BID）からの支援を得て植物検疫機関としての基本的な機能の強化と病虫
害の駆除事業を進めた。機能の強化では、オフィスやラボの建物など組織のインフラ整備
を進めたほか、主要な農業地帯における病虫害の監視システムの構築、港湾や主要幹線道
路のチェックポイントなどにおける検疫の強化、農産物輸出を促進するための植物検疫制
度の整備に取り組んだ。病虫害の駆除事業では、ミバエと口蹄疫というペルー農業にとっ
て最も深刻な 2 つの病虫害への取り組みを本格的に開始した。ミバエについては、2007
年までに南部海岸地域の 2 州において駆除に成功し、ここをフリーゾーンとしてそれ以外
からの果物の移動を規制している。これらの取り組みのためSENASAは職員を増やし、
2013 年には 5000 人規模に達した。このうち 3700 人が植物検疫を担当しており、ペルー
各地において病虫害のモニタリングや駆除作業のほか、青果物輸出に必要な植物検疫作業
に従事している（註 5）。発行した植物検疫証明書の数は、2004 年の 2 万 2297 件から 2011
年には 7 万 3505 件と 7 年間で 3 倍以上に増えた（SENASA s/f: 86）。 
 SENASA が組織の拡充によって植物検疫体制の整備を進める一方で、青果物輸出を手が
ける輸出業者は、検疫プロトコルを満たすことができるように圃場や加工場への投資を進
めた。 
例えばマンゴの場合、収穫から輸出までの各工程で様々な検疫検査が行われる（図 2 補
-3）。まず毎年収穫期が始まる前に SENASA が圃場における病虫害の発生状況をチェック
し、定められた水準以下であることを確認する。収穫時には果物に病虫害が付着していな
いことを確認し、トラックに果物を積み込んだ後は荷台を封印する。加工場には SENASA
の職員が待機し、圃場から運ばれてきた果物を受け取る際に、封印が破られていないこと
を確認する。これは検査が行われた圃場のみからの果物であることを確認するためである。
その際に行われるサンプル検査で病虫害が発見されなければ、果物はパッキング・ライン
に運ばれる。検疫プロトコルの違いのため、加工場には市場ごとに欧州、米国、日本と 3
つのラインが用意されている。植物検疫証明書だけで輸出ができる欧州向けの場合には、
洗浄、分類、箱詰、冷蔵の工程を経る。 
熱処理が必要な米国向けは、分類の後に専用の熱処理ラインに入る。温度センサーが設
置された大型水槽が設置されているこのラインは、処理後にミバエの再侵入を防ぐために
ライン全体がスクリーン（網戸で使われる網）で覆われていて、入り口には二重扉が設置
されている。この施設は、毎年収穫期の前に APHIS の検査を受ける。このラインに運ば
れたマンゴは、APHIS のマニュアルに従い、華氏 115 度（摂氏約 46 度）の熱水に大きさ
によって 75 分～90 分間浸けられる。この熱処理は SENASA 係員の監視の下で行われ、
適正に処理されたという証明書が発行される。処理されたマンゴは常温で冷やされた後、
欧州向けとは別の冷蔵庫で保管される。そして冷蔵コンテナに積み込まれ、SENASA の係
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員が封印した後、トレーラーで近くの港へ運ばれて輸出される。 
日本向けの場合も熱処理が必要であるが、米国向けとは植物検疫プロトコルが異なるた
めに、別に設置されたラインで処理される。日本向けの場合はサンプルの果物に温度セン
サーを挿入して果実の中心部の温度を確認する。熱処理したマンゴを冷ました後、箱詰し
てパレットごと網で覆って封印し、冷蔵コンテナに積み込む。これらの作業自体は
SENASA の監視の下で行われるが、調査時点では日本から派遣された農林水産省の植物防
疫官も作業を常時監視する必要があった。 
 
 
 
輸出業者は植物検疫に関わる手数料を SENASA に支払うほか、米国向けに熱処理を行
う場合には、水槽の設置などの初期投資のほか、毎年必要な APHIS による施設の検査や、
収穫期間中実施されるスーパーバイザーによる監視などの費用を負担する必要がある。米
国向けに検疫処理を行ったマンゴは、チリ、ニュージーランド、メキシコ、中国などへも
輸出できるため、多くの加工場がこの熱処理を行っている。これに対して日本向けの場合、
専用の熱処理ラインが必要なうえ、日本から招聘する植物防疫官や通訳者の費用もすべて
加工場が負担する必要がある。にもかかわらず市場が日本に限られるため、2012 年には日
本向けの輸出をしているのは国内で 2 社に限られた。このように、植物検疫に必要な施設
や検査に多額の投資を行って、はじめて青果物の輸出が可能になる。 
これまで述べたような、ペルーの検疫当局と輸出業者の努力によって、ペルーでは輸入
解禁手続きと植物検疫の実施体制の整備が進み、市場国の植物検疫機関からも信用を獲得
している。例えば米国向けマンゴの熱処理については、当初はSENASAの検査官のほかに、
APHISが自らの検査官をそれぞれの加工場に派遣し熱処理作業を監視していた。しかし
図2補-3 マンゴの輸出にかかわる植物検疫
圃場
（GAP等認証）
加工場
（HACCP認証）
輸入港出荷場
（BASC認証）
収穫前
圃場検査
出荷時検査
→認証
入荷時検査
収穫作業
熱処理
熱処理監視
→認証
洗浄、選果、分類
隔離施設で箱詰
輸出時検査
→証明書発行、
封印設置
封印確認
輸入検査
検疫措置
（必要な場合、
くん蒸など）
輸送船
（注）影付きの四角は植物検疫機関の担当作業。
GAP（農業生産の工程管理）、HACCP（加工におけるハザード分析）、BASC（国際物流における安全性の確保）
（出所）SENASAや輸出業者へのヒアリングに基づき筆者作成。
害虫監視
冷蔵コンテナ詰め
トラックで港へ
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SENASAの検査官による処理が適正に行われていることから、APHISは 2007 年に加工場
への検査官の派遣を取りやめ、地域ごとにおいたスーパーバイザーが工場を回りながら熱
処理の実施状況を監督する方式に変更した（註 6）。 
 
５．組織化による検疫体制への支援 
 
ペルーにおける植物検疫体制の構築が進んだ要因としては、SPS 協定など外的要因のほ
か、自由貿易協定の推進という政府の方針が、農産物の輸出拡大を促進する検疫体制の整
備という方向性と一致したこと、そして生産者団体を中心とする民間部門が検疫体制の整
備を積極的に支援したことなどが挙げられる。ここではこれらの要因を、標準化の取り組
み、生産者の組織化、そして生産者協会による支援に整理して考察する。 
 
（１）国際標準化への対応 
  SPS 協定など国際社会における食品の安全性や植物検疫の標準化の動きは、ペルーに
とっては植物検疫体制の整備につながった。SENASA は民間部門の支援を受けながら、植
物検疫の担当官などを Codex 委員会や IPPC の会議などに派遣することで、食品の安全性
や植物検疫規制の標準化に関する専門知識を蓄積した。加えて Codex 委員会では、世界最
大の生鮮アスパラガス輸出国として、アスパラガスの Codex 規格の策定に参加している。 
 ペルーが 2000 年代に入って活発化させた二国間の自由貿易交渉においても、食品の安
全性や植物検疫に関する章を協定に含めることで、農産物輸出の促進を図っている。これ
により、単にお互いがSPS協定を遵守することを約束するだけでなく、植物検疫に関する
問題が生じた際に相手国のカウンターパートと直接に情報交換や協議が行える仕組みを作
っている。例えば、ペルーは米国と 2006 年 4 月に自由貿易協定に調印したが、これによ
りHass種アボカドの米国市場へのアクセスについても、APHISの協力を得やすくなった。
さらにこの過程においてSENASAは、2007 年に米国市場へのアクセスを獲得したメキシ
コ産Hass種アボカドの事例（Orden and Peterson 2006）を参考にして研究や手続きを進
めた（註 7）。このような先行事例があったからこそ、ペルーは比較的短期間に研究や手続
きを進めることができた。 
 ペルーでは知的財産権保護・競争防衛庁（Instituto Nacional de Defensa de la 
Competencia y de la Protección de la Propiedad Intelectual: INDECOPI）が各産業にお
ける規格策定を担当しており、農産品の規格もこれに含まれる。個別の農産品や加工品の
品質規格のほか、栽培や加工の工程管理、冷蔵輸送などの規格化も進めている。国内の規
格策定において、特に輸出農産物については Codex-規格との統一を図っている。そのため、
輸出業者は国内規格に従うことにより、輸出時における食品の安全性や植物検疫の問題を
軽減することができる。 
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（２）生産者の組織化 
自由貿易促進のために政府は、自由貿易協定の交渉を進めたり国際標準化への対応を進
めたが、植物検疫体制の整備に関してはそれだけでは十分ではなかった。前述したとおり
SENASA は米州開発銀行の支援を受けて基本的な機能を強化したが、輸出農産物にかかわ
る部分については、輸出農産物を手がける民間部門が個別に、または生産者団体を通して
SENASA を支援したことが、植物検疫体制の整備に大きく寄与した。ここでは、生産者団
体の組織化と影響力の拡大、そして輸出に関わる植物検疫体制への積極的な支援について
考察する。 
ペルーでは主要な輸出農産物について、作物ごとに生産者や輸出業者が組織化されてい
る。生産者協会という名称が多いが、ここでいう生産者は中規模以上の生産者のほか、自
社で生産・パッキング・輸出を統合する大規模な企業も含んでいる。スペイン語名では協
会（asociación）が用いられるが、これらの組織は一般には業界団体（gremio）と呼ばれ
ることが多い。現在、アスパラガス、柑橘類、アボカド、ブドウ、マンゴなどの作物別の
生産者協会とそれをとりまとめる上部組織がある。会員が輸出する青果物は現在ペルー全
体の輸出量の 6 割以上を占めており、輸出農産物の業界団体として影響力が拡大している
（表 2 補-2）（註 8）。 
 
 
 
 これらの生産者協会は、貿易観光省傘下の貿易促進機関である輸出振興委員会
（Comisión para la Promoción de Exportaciones: Prompex）（註 9）が輸出向け農産物の
生産者の組織化を支援したことがきっかけとなって 1990 年代末以降に生まれた（O’Brien 
表2補-2　輸出向け農産物の生産者団体
団体名 和訳 設立 作物 会員数 備考
Instituto Peruano de Espárragos e 
Hortalizas (IEPH)
アスパラガス
・野菜生産者
協会
1998年 アスパラガス、ア
ーティチョーク、
ピミエント
39社 加工品輸出も含む。アスパラガス
は生産量の75%、アーティチョー
クは90%を占める。
Asociación de Productores de 
Cítricos del Perú (PROCITRUS)
柑橘類生産者
協会
1998年 柑橘類 140社 柑橘類輸出の85%を占める。販売
子会社CPFはペルー最大の柑橘類
輸出業者。
Asociación de Productores de 
Palta Hass del Perú (PROHASS)
Hass種アボカド
生産者協会
1999年 HASS種アボカド 77社 アボカド輸出の9割以上を占める
。販売子会社を持つ。
Asociación de Productores de Uva 
de Mesa del Perú (PROVID)
生食用ブドウ
生産者協会
2001年 ブドウ（生食用） 26社 生食用ブドウ輸出の8割を占める
Asociación Peruana de 
Productores y Exportadores de 
Mango (APEM)
マンゴ生産者
・輸出業者協
会
2000年 マンゴ 19社 マンゴ輸出の6割を占める。
Asociación de Gremios 
Productores Agrarios del Perú 
(AGAP)
輸出農業生産
者協会連合会
2003年 輸出農産物全般 上記5協
会
生産者協会が加盟する業界団体。
（出所）　各団体のホームページと事務局長へのインタビューにもとづき筆者作成。
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y Díaz 2004）。生産者らが組織化して生産者協会を設立した場合、活動が本格化して自己
資金が確保できるまでの 1 年間は、輸出振興委員会が事務局長の給与や事務所の維持費を
負担した。1998 年のアスパラガス・野菜生産者協会（IPEH）の設立を皮切りに、柑橘類
生産者協会（PROCITRUS）、Hass種アボカド生産者協会（PROHASS）、生食用ブドウ生
産者協会（PROVID）、マンゴ生産者・輸出業者協会（APEM）が設立された。そして 2003
年には、これらの生産者協会が構成員となる輸出農業生産者協会連合会（Asociación de 
Gremios Productores Agrarios del Perú: AGAP）が組織された。 
 生産者協会の主な役割として、会員である生産者へのサービス、市場の開拓、情報の収
集、生産者代表としての活動などがある。生産者へのサービスとしては、技術セミナーの
開催による技術移転のほか、肥料や農薬など農業資材のコスト削減のための共同購入があ
る。柑橘類生産者協会のように、会員の生産した農産物の販売を請け負う販売会社を設立
した協会もある。市場の開拓としては、主要な市場国においてペルー産青果物の消費拡大
の働きかけを行っている。例えば、ベルリンや香港で毎年開催される果物の見本市である
Fruit Logistica に参加してペルー産の農産物を宣伝している。また最大の市場である米国
では、アボカド協議会（Hass Avocado Board）、マンゴ協議会（National Mango Board）
など、米国内の生産者や輸入業者が組織する団体と協力して、スーパーの店頭における試
食会など消費拡大に向けたプロモーションを実施している。情報の収集では、主要市場国
の消費動向やライバルとなる供給国の生産動向について情報を提供しているほか、ペルー
産農産物が特定の市場国に集中して価格が下落しないように、ペルーの空港や港湾の税関
で作物の輸出に関するデータを独自に収集していち早く会員に知らせている。 
 この中で、生産者協会の影響力を高めているのが生産者代表としての活動である。これ
には、貿易交渉や農産物の規格化への参加が挙げられる。例えば、米国が 1991 年に導入
したアンデス貿易特恵法を 2002 年に引き継いだアンデス地域貿易振興・麻薬撲滅法の交
渉が挙げられる。IPEHは米国内の団体であるペルーアスパラガス輸入業者協会（Peruvian 
Asparagus Importers Association）と協力し、アスパラガスの輸出拡大がペルーの経済開
発に大きな利益をもたらしていることを主張し、米国による輸入関税免除の対象に引き続
き含めるように働きかけを行った（O’Brien y Díaz 2004）。また、2009 年に発効した対米
自由貿易協定に向けた交渉においても、AGAP の担当者らがペルー政府に対し、野菜や果
物を関税撤廃の対象に加えるように働きかけた。国内外の規格化においても、栽培や加工
などそれぞれに詳しい専門家を生産者団体の代表として派遣し、専門知識を提供した。 
 
（３）生産者組織による支援 
 生産者協会は生産者代表としての活動以外にも、独自に収入を確保して植物検疫体制の
整備を支援している。生産者協会の収入には、入会金や月会費、技術セミナーなどの参加
費、共同購入の手数料、輸出量に応じた負担金（autogravamen）などがある。入会金は
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数百～1000 ドル程度、月会費は最大で 150 ドル程度、セミナーの参加費は数百ドル程度
である。また農薬や肥料、輸出に用いる梱包材などの共同購入においては、例えば代金の
数パーセントを協会が手数料として徴収する。輸出負担金は輸出した重量に応じて、例え
ばキロあたり 0.5 セント程度を徴収する。共同購入の手数料は代金に上乗せされるほか、
各生産者の輸出量は税関のデータで補足できるため確実に徴収できることが協会の収入確
保につながっている。 
 植物検疫体制整備への支援としてはまず、輸入解禁手続きに関わる研究への支援がある。
例えば前述したペルー産 Hass 種のアボカドにはミバエが寄生しないことを示す研究は約
200 万ドルかかったが、このうち PROHASS が 70 万ドル、米国が開発援助として 80 万
ドルを負担した。これらの費用のほか、研究で用いられた圃場、資材、果実についても、
PROHASS とその会員が提供している。そのほか SENASA は現在、日本市場に対するブ
ドウの輸入解禁手続きの一環として、ミバエに対する低温処理の有効性の研究を行ってい
る。これに対して PROVID は、実験に必要な冷蔵倉庫を SENASA に提供しているほか、
5 種類のブドウを異なる成熟度で実験用に提供するなど、物流面で全面的に協力をしてい
る。 
 農産物に関する貿易交渉や植物検疫に関する会議やセミナーなどで SENASA の職員が
出張する必要がある場合、SENASA は生産者協会に派遣費用の負担を要請することがある。
これに対してもそれぞれの生産者協会が協力している。 
 このほか植物検疫の実施現場でも、生産者や輸出業者が個別に SENASA の活動を支援
している。生産や輸出にあたっては、圃場における害虫の監視、加工場での熱処理、冷蔵
コンテナへの温度センサーの設置など、さまざまな場所で SENASA に対して検疫作業を
依頼する。これらの作業は、収穫の状況や市場国の市況によってスケジュールが変更にな
ることも多い。このため生産者は、SENASA からの要請に応じて検疫担当者の移動手段を
提供するなど、検疫作業がスムーズに行くように協力している。 
 このように生産者協会や個別の生産者・輸出業者による SENASA への支援が、ペルー
の植物検疫体制の整備を大きく前進させた。 
 
６．小括 
 
 青果物の輸出においては市場国の植物検疫制度が障壁となることが多く、この問題をク
リアしなければ輸出を増やすことができない。しかし植物検疫は個別の生産者や輸出業者
が対処できる問題ではなく、国の植物検疫機関による対応が必要になる。本稿は 2000 年
代に入って青果物の輸出が急増しつつあるペルーが、どのように植物検疫体制の整備を進
めたのかを分析した。 
植物検疫体制の整備状況については、農業省傘下の植物検疫機関である SENASA の活
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動を中心に分析した。SENASA は、市場国に対して青果物の輸入解禁手続きを進めて植物
検疫プロトコルで合意し、そしてそのプロトコルを満たす検疫作業の実施体制を整えた。
これによりペルーの生産者、輸出業者がアクセスできる輸出市場が拡大した。 
 検疫実施能力の向上については、標準化や生産者協会による支援について分析した。
1990 年代以降、SPS 協定などにより国内外において食品の安全性や植物検疫に関わる標
準化が進んだ。ペルー政府は自由貿易拡大のためにこれら標準化の動きを支援しただけで
なく、生産者団体の組織化も支援した。組織化された生産者協会には、生産・加工・輸出
を手がけるほとんどの大規模・中規模の農業企業が参加した。生産者協会は共同購入や輸
出負担金によってこれらの会員から集めた資金を、輸入解禁手続きに関わる研究や
SENASA への支援にあてた。つまり、市場アクセスの拡大という目的に向かって、公的部
門や民間部門の資源を動員できたことが、植物検疫体制の整備につながった。 
 検疫の問題を克服しつつある背景として、青果物輸出を手がける企業による生産・加工・
輸出のインテグレーションにも触れておきたい。ペルーの植物検疫機関や輸出企業は、シ
ステム・アプローチを採用することで、多くの国において植物検疫の障壁をクリアするこ
とができた。このアプローチを採用するためには、収穫から輸出までの植物検疫に関わる
情報と農産物をロットごとにリンクして管理する必要があるが、これを可能にしたのが生
産から輸出までのインテグレーションである。従来から取り組んでいた栽培履歴の管理を
植物検疫にも応用することで、このアプローチが可能になった。 
 
 
（註1） Codex委員会は国際的な食品の規格（Codex規格）を制定する機関、IPPCは植物
検疫措置の国際標準化を目的とする条約、OIEは動物衛生の向上を目的とした機
関である。 
（註2） この段落の情報は、在リマ米国大使館の植物検疫担当者（2012年 8月）、SENASA
の植物検疫担当者（2013年 4月）へのインタビューにもとづく。 
（註3） 植物検疫措置のマニュアル（Treatment manual）は APHISのサイトで公開されて
いる
（http://www.aphis.usda.gov/import_export/plants/manuals/ports/downloa
ds/treatment.pdf、2013年 4月参照）。 
（註4） 在リマ米国大使館の APHIS 担当者へのインタビュー（2012年 8月）。 
（註5） SENASAの植物検疫担当者（2013年 4月）へのインタビュー。 
（註6） SENASAの年次報告書と植物検疫担当者（2013年 4月）へのインタビュー。 
（註7） 在リマ米国大使館の APHIS 担当官（2012年 8月）、SENASAの植物検疫担当者（2013
年 4月）へのインタビュー。 
（註8） このほかに 1993年に設立されたコーヒー生産者委員会（Junta Nacional de Café: 
JNC）があるが、小規模生産者が加盟する生産者団体の連合会であり、輸出農業
生産者協会連合会に加盟していないことから表には含んでいない。 
（註9） Prompexは改組され、現在は輸出観光振興委員会（Comisión de Promoción del Perú 
para la Exportación y el Turismo、通称 PromPeru）の一部となっている。 
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第 3 章 
ブロイラー産業の成長におけるインテグレーションの役割 
―ペルーのケーススタディ― 
 
１．はじめに 
 
農畜産業の中でもブロイラー産業は近年多くの途上国で成長している部門の一つである。ブ
ロイラーは繁殖力・産肉能力が高いこと、計画的生産が可能であること、生育期間が短いこと、
種卵や初生ヒナの大量輸送が可能であることなど理由によりインテグレーションの形成が進み
やすい（駒井 1997: 52）。ブロイラーインテグレーションでは、食肉加工業者がインテグレータ
ーとなって、ヒナ、飼料、薬剤などの投入財の供給段階、ヒナを飼育する飼育段階、成長した
ブロイラーを鶏肉にする加工段階、鶏肉を原料に加工品を製造する二次加工段階などの間で調
整を行い、生産性を高めつつ、消費者の求める付加価値の高い商品の供給を目指している。つ
まりブロイラーインテグレーションは、畜産生産者だけでなく農業、食品製造、流通、フード
サービスなど、アグリフードシステム全体の経済主体の間で連携を図って生産性の向上と付加
価値の拡大を図る試みと言える。このような特徴を考慮して本章では、ペルーにおけるブロイ
ラー産業の成長とインテグレーションの役割を分析することで、アグリフードシステムの発展
メカニズムを明らかにする。 
 ペルーの農畜産業においてブロイラー生産は、総生産の 18.5%（2013 年）を占める最も重要
な部門である（MINAG 2013: 10）。牛肉や豚肉の生産量がわずかな増加にとどまるのに対して、
鶏肉の生産量は一次的な減少はみられるものの、全体としては大きく増加を続けている。2013
年の生産量は、牛肉 19 万トン、豚肉 13 万トンに対して、鶏肉は 120 万トンを超えている（図
3-1）。 
 消費面から見ても鶏肉は最も重要な食料の一つである。一人あたりの年間消費量は、1970 年
の 4.4 キログラムから、2013 年には 37.0 キログラムへと 8 倍以上に増えている。同じ期間で牛
肉（同期間に 9.3 から 6.3 キログラム）や豚肉（同 3.5 から 4.3 キログラム）の消費量がほとん
ど変化していないのに比べると、その増加が顕著である。他のラテンアメリカ諸国と比べて消
費量が多い魚肉（同 8.2 から 18.4 キログラム）と比べても、2 倍近くに達している（註 1）。 
 鶏肉の消費が拡大した背景に価格の安さがある。鶏肉は肉類の中で最も安いだけでなく、年々
相対的に安くなっている。ペルー統計局の小売価格調査によれば、1981 年の鶏肉を 1 とした豚
肉、牛肉の相対価格はそれぞれ、1.34、1.9～2.46 である。これが 2006 年では 1.64、2.40～3.80
になった。魚介類では消費量の多いアジとの価格差も近年小さくなりつつあり、2000 年代には
一時的に逆転したこともあった（清水 2008a: 89-90）。 
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（出所）MINAG (1996; 2007, 2013).  
 
 このような安い鶏肉を大量に供給できるようになった要因として挙げられるのが、専用種、
配合飼料、飼育方法などブロイラー生産に関わる新しい技術の導入と、これと同時に進行した、
投入財の生産から鶏肉の販売までブロイラー産業（註 2）の各過程の統合、すなわちインテグ
レーションの形成である。これらについては、米国や日本などブロイラー産業が先行して発展
した国々と同様である。 
しかし、ペルーのブロイラー産業の発展には、先行国とは異なる特徴が 2 点ある。1 点目は、
流通の近代化が進んでいないことである。先行国ではほとんどすべてのブロイラーがインテグ
レーターにより加工されているのに対して、ペルーでは生産量の約 8 割が生きたまま卸売段階
まで流通している。2 点目は、ブロイラーの飼育部門を中心としてインテグレーションが進ん
できたことである。米国やブラジルでは食肉加工企業が、日本では種鶏や加工部門を所有する
総合商社や加工と二次加工部門を中心としたローカルインテグレーターがインテグレーション
を形成した（Martinez 2002、浜口 1988、植木 2007、吉田 1974、九州経済調査協会 1997、張・
斎藤 2006）のに対して、ペルーではブロイラーの飼育部門で拡大した企業が、飼料や種鶏部門
を統合し、最近は加工部門へも拡大している。 
このようにペルーにおけるブロイラー産業の発展を見ると、主に欧米で開発された技術を導
入したにもかかわらず、インテグレーションの範囲とそれを担う経済主体の 2 点においてイン
テグレーションが先行した米国や日本と異なっている。そこで本章では、米国や日本のブロイ
ラー産業を対象とした先行研究を参照しながら、このような違いが生じた要因を明らかにする。
具体的には、生産要素市場や消費市場の条件に注目することで、インテグレーションの範囲や
経済主体が異なることを示す。 
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ペルーにおけるブロイラー産業の発展やインテグレーションの形成については、Tume Torres
が 1970 年代末に飼料となるトウモロコシの生産から鶏肉市場までをカバーした包括的な研究
を行っている。外国資本と国内資本の主要企業を取り上げ、それぞれのインテグレーションの
特徴などをみた（1978, 1981）。しかしこれ以降は、個別の企業によるインテグレーションを分
析した研究はなく、農業省が主に統計データに基づいたレポートを出しているだけである。例
えば、養鶏産業の現状や今後 5 年間の課題をまとめたレポート（MINAG 1996）、1999 年にリマ
で開催されたラテンアメリカ養鶏大会（Congreso Latinoamericano de Avicultura）においてペルー
のブロイラー部門の現状を紹介したレポート（MINAG 1999）、畜産部門を対象としたセンサス
結果の概要（MINAG 2001）、畜産部門の統計書（MINAG 2000, 2007, 2008）、農業省がホームペ
ージに掲載しているブロイラー部門の現状の解説（MINAG s/f）などである。これらの資料か
らは、国全体の生産や消費の動向は理解できるものの、ペルーのブロイラー産業がどのように
発展してきたのか、そしてその発展形態を規定する要因は何であったのかについては、ほとん
ど分析がなされていない（註 3）。 
本稿は以下のように構成される。第 1 に、鶏肉流通の近代化とインテグレーションの主体に
関する米国や日本の先行研究を整理する。第 2 に、ペルーにおけるインテグレーションの発展
の過程と鶏肉流通の変化について説明する。そして第 3 に、鶏肉流通における近代化が進まな
い、飼育部門がインテグレーションの担い手である、という特徴を生み出した要因について分
析する。 
 
２．鶏肉流通とインテグレーションの形成 
 
（１）商品姿態の変化 
今日の日本では、一般の消費者が生きたブロイラーやそれを鶏肉に加工する過程を目にする
ことはほとんどない。それどころか丸ごとの鶏を見ることさえ滅多にない。普段消費者が目に
するのは、量販店の棚にならぶ、パックに入ったムネ肉、モモ肉、手羽などの解体品（精肉）
がほとんどである。しかしペルーでは、卸売段階まで生きたまま流通している割合が高いほか、
小売り段階でも量販店を除いては、と鳥・放血・脱羽して内蔵を取りだしただけの状態（中抜
きと体）で店頭に並んでいるのが普通である。 
序章で述べたようにインテグレーションの形成にはさまざまな要因が関わっているが、ここ
ではペルーの事例分析に応用できるものとして、産地と消費地の立地と商品姿態の変化に注目
する。先行研究が示すように、日本でも以前は生鳥のまま消費地の鶏肉店まで運び込まれてい
た。当時の生鳥流通から現在のような解体品流通に至る過程を、吉田は産地の移動と商品姿態
の変化から生鳥流通段階、と体流通段階、解体品流通段階の 3 つに分けて説明している（吉田
1980: 154-172）。生産規模が拡大して主要産地が消費地から離れた場所へと移動すると、それま
で消費地で行っていた鶏の処理を産地にある大規模な処理場で行い、と体を消費地へと運ぶよ
63 
 
うになった。同時に鶏を確保するために生産者への委託生産や直営農場での生産が拡大した。
さらにインテグレーターは産地においてと体にするだけでなく、モモ肉やムネ肉など解体品へ
の加工まで行い、販売が拡大する量販店などへチルド状態で出荷するところまで統合を進めた。
この結果、鶏肉の流通量に占める解体品の割合は、1980 年には 57%、2007 年には 92%に達し
た（九州経済調査協会 1997: 109; 農林水産省 2008）。同様の変化は米国においても確認できる。
連邦政府が承認する処理場（註 4）においてと鳥されたブロイラーが解体品にまでされる割合
は、1965 年の 21.9%から 1981 年には 52.9%まで増加した（Lasley 1983: 17）。 
このように流通形態が変化したのは、産地が消費地から離れたために生鳥での輸送が難しく
なり、代わりにコールドチェーンの確立によって解体品の輸送が容易になったからである。さ
らに供給側の要因としては、インテグレーションが進行するなかでインテグレーターが産地に
おいて加工施設への投資を進めたこと、需要側では量販店による販売の拡大で消費量が増大し
たこととともに、消費地における労働不足のためにより加工度の高い鶏肉の需要が高まったこ
と、などが挙げられる（吉田 1974: 129; Lasley 1983: 14; Martinez 1999: 4-6）。 
 
（２）統合を担う経済主体 
ブロイラー産業は、品種を開発してヒナを供給する過程（原種鶏農場、種鶏農場、孵卵場）、
ヒナに供給する餌を製造する過程（飼料配合工場）、ヒナを飼育する過程（飼育農場）、成鳥を
処理（と鳥・放血・脱羽）する過程（処理場）、鶏肉の加工品を製造する過程（二次加工工場）、
鶏肉や二次加工品を販売する過程などから成り立っている。米国やブラジルでは、ヒナや飼料
を供給する企業や鶏肉加工を手がける企業がインテグレーションの主体となった。これに対し
てペルーでは、飼育部門が中心となってインテグレーションの形成が進んだという違いがみら
れる。この違いについて考えるために、誰がインテグレーターの主体になるのか、その際にど
のような形態をとるのかについて、先行研究をみてみたい。 
杉山は、インテグレーションを形成する主体に注目して、飼料資本が中心となる川上型、流
通加工資本が中心となる川中型、フードサービス企業や量販店の資本が中心となる川下型に分
類している（杉山 2001: 137-141）。米国の場合、1950 年代までは飼料企業が中心となる川上型
が中心であった。しかしブロイラー生産の急拡大に加え、飼料企業が需要側と調整をせずに生
産を拡大したために 1950 年代末に供給過剰に陥り鶏肉価格が大幅に下落した。これを境に需要
をより詳しく把握する加工企業がインテグレーションの中心となり、1970 年代にはほとんどの
飼料企業がインテグレーションから撤退した（Martinez 1999: 2-7）。現在ではタイソン・フーズ
などの加工から発展した企業が育種から販売までを統合している。特に最近では、ブロイラー
の品種改良に関する知識や消費者の嗜好に関する情報の価値が増しており、インテグレーター
はこれらを持つことで影響力を増している（Boehlje and Schrader 1998: 13-17）。 
日本では、欧米で開発されたブロイラー専用種を導入した段階でヒナと配合飼料原料を輸入
に依存したために、これらの輸入を手がけた総合商社などがインテグレーションの中心となっ
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た（吉田 1974: 1-52）。このほか、畜産団地を設立、飼料生産・配送や処理場を整備して生産者
を取り込んだ農協（現在の JA）や、特定の産地において養鶏生産者、種鶏業者、飼料商が成長
したローカルインテグレーターも、インテグレーション形成において重要な役割を果たした（長
坂 1993: 44-45; 張・齋籐・櫻井 2003）。杉山の分類に従えば、川上型、川中型が中心になって
いるほか、総合商社が外食産業を傘下に持つことを考えると、川下型の要素も備えるインテグ
レーションといえる。 
インテグレーションの形態、つまりインテグレーターと飼育部門の関係については、米国で
は生産者への生産委託契約による契約型のインテグレーションが中心であり、1950 年代半ば以
降現在までブロイラー全体の 9 割弱がこの契約型インテグレーションによって生産されている
（Martinez 2002: 2-3; MacDonald et al. 2004: 15; 中野 1998: 38）。日本では農林水産省の調査によ
ると 1988 年に全国で飼育されているブロイラーの 56.1%が契約生産、13.4%が直営農場で生産
されており、所有型よりは契約型の方が多いとみられる（中央畜産会 1999: 227）。一般に、大
規模直営農場を有する商社を中心としたインテグレーターは所有型を中心とするのに対して、
農協や地方の飼料商や種鶏場が発展したローカルインテグレーターは契約型が主となっている
（張・齋籐・櫻井 2003; 九州経済調査協会 1997: 127-145; 駒井 2007）。 
 
３．需要の拡大とブロイラー産業の展開 
 
 ペルーでは 1940 年代末までに欧米からブロイラー専用種が導入され、1950 年代には小規模
ながらも専用農場が作られてブロイラーの商業生産が始まった。1960 年代までには政府による
養鶏産業の奨励と、種鶏・孵卵、飼料部門での外資系企業による参入により、ブロイラー生産
が拡大した（Tume Torres 1981）。その後、1970 年代以降のインテグレーションの形成と、1990
年代の淘汰と集中を経て、現在のブロイラー産業が形作られた。本項ではこの発展の過程にお
けるインテグレーションの形成とその担い手、そして鶏肉流通における特徴を説明する。 
 
（１）生産過程の統合 
ペルーにおけるブロイラー産業の発展は、大きく 3 つの時期に分けられる。第 1 に 1970 年代
初めまでの外国からの技術の導入期、第 2 に 1980 年代末までの種鶏・孵卵、飼料、飼育におけ
るインテグレーションの形成期、第 3 に 1990 年代以降の淘汰・集中期である（清水 2008b）。
1970 年代までは主に種鶏部門などで外国企業が影響力を持っていたものの、1980 年以降にイン
テグレーションを形成して 1990 年代の淘汰・集中期に生き残ったのは、飼育部門において拡大
した国内企業が中心であった。 
 
① 新技術の導入期 
ペルーでは 1970 年代末までに、ブロイラー専用種やそれに合わせた配合飼料など、外国から
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の技術導入が進んだ。まずブロイラー専用種についてみると、1970 年代初めまでに欧米の主要
ブロイラー育種会社が直接、間接にペルー市場に参入した。米国のアーバー・エーカー・ファ
ーム社（Arbor Acres）がペルー国内に子会社を設立したほか、英国のロス・ポウルトリー社（Ross 
Poultry）、カナダのシェイバー・ポウルトリー・ブリーディング社（Shaver Poultry Breeding）、
米国のハバード・ファーム社（Hubbard Farm）、コッブ社（Cobb）などがペルー国内の種鶏農
場と代理店契約を結び、種鶏、有精卵、ヒナなどを販売した。1976 年の時点で国内には約 80
の種鶏場があったが、これら外国の育種企業とつながりを持つ国内の主要 6 社は、ブロイラー
生産全体の 7～8 割のシェアを持っていた（Fernández-Baca et al. 1983: 116-121）。 
次に飼料原料については、それまでは綿花や小麦の加工段階において排出された残滓や国内
で入手可能な魚粉を利用していたが、ブロイラー専用種の導入とともに主に米国やアルゼンチ
ンから輸入されたトウモロコシの利用が中心となった。カーギル（Cargill）やブンヘ・イ・ボ
ルン（Bunge y Born）などの穀物商社が飼料原料を輸入し、これを国内の飼料製造企業が配合
した。当時の大手 8 社の飼料製造企業のうち、3 社が外資系企業であった。中でもラルストン・
プリナ（Ralston Purina）のペルー法人であるプリナ・ペルー社（Purina Peru）は、ブロイラー
用飼料の製造だけでなく、種鶏農場、孵卵場、鶏肉の流通にも進出するなど、インテグレーシ
ョンの先駆けを築いた（Fernández-Baca et al. 1983: 116-117; Tume Torres 1981: 167）。 
この時期、政府は養鶏産業の発展を促すために、資本財や投入財に優遇的な融資や税制優遇
を与えた。また、逼迫する牛肉の需給を調整するために 1972 年に政令により毎月 15 日間牛肉
の販売を禁止したことは鶏肉の需要を押し上げる要因となった（Tume Torres 1981: 162）。この
ような技術導入や政府による産業振興の結果、鶏肉生産量は 1960 年の 2 万 3000 トンから、1969
年には 4 万 2000 トン、1971 年には 6 万 3000 トンへと拡大した。 
  
② インテグレーションの形成期 
種鶏・孵卵と飼料部門では外国企業とつながりのある少数の企業が強い影響力を持っていた
一方、ブロイラーの飼育部門は約 3000 の比較的小規模な国内生産者が担っていた。しかし 1970
年代半ばからの経済変動を機にこれが変化した。ブロイラー生産者の中から種鶏・孵卵や飼料
部門を統合し、インテグレーションを形成する企業が出てきたのである。 
 経済変動のきっかけとなったのは、1972 年のエル・ニーニョ現象によって、ペルーにおける
カタクチイワシの漁獲量が大幅に減少したことである。カタクチイワシから製造する魚粉は動
物性タンパク質として飼料に使われることから、供給減少による魚粉の価格高騰は、植物性タ
ンパク質の飼料原料で魚粉の代替となる大豆粕の価格上昇を引き起こした。さらに 1973 年 6
月には米国政府が大豆の輸出禁止を発表した。これらの影響を受けて国際市場における穀物価
格が全般的に値上がりした。ブロイラーの飼料原料として最も重要なトウモロコシ価格も、そ
れまでのトンあたり 160～170 米ドル（以下、ドル）から、1974 年には 280 ドル近くまで急騰
した（Dowswell, et al. 1996: 15）。ペルーのブロイラー産業の輸入トウモロコシへの依存度は、
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この時点ではまだ低かったものの、国際市場の影響を受けて国内の飼料価格が上昇した。 
国内では、1968 年に成立したベラスコ軍事政権による経済運営が失敗し、1975 年に無血クー
デターによりモラレスが新たに大統領となった。彼はそれまでの経済政策から一転して、補助
金の削減をはじめとする緊縮財政を実施した。その結果国内経済は縮小し、1978 年には 3.8%
のマイナス成長を記録した。 
飼料価格の高騰や経済のマイナス成長は、鶏肉の生産と消費に大きな影響を与えた。1960 年
代から急速に拡大してきた生産量は、1977 年の 14 万 3000 トンから 1978 年から 2 年連続で 11
万 9000 トン前後にとどまり、1980 年になってようやく 14 万トン台に回復した。 
このような経済変動とそれに伴う生産・需要の大きな減少は、養鶏生産者や関連企業の淘汰
をもたらした。生き残った飼料製造企業、種鶏企業、ブロイラー生産者は、規模を拡大し、イ
ンテグレーションを進めることで生き残りを図った。自前で飼料部門や種鶏部門を持つまでに
規模を拡大すれば、飼料やヒナの調達コストを削減できるだけでなく、それらの質や安定供給
を確保できるからである。 
飼料製造では当時最大手だったニコリーニ兄弟社（Nicollini Hermanos）が、飼料価格高騰に
よって債務が払えなくなった養鶏生産者の生産設備を吸収して飼育部門に進出した。同様に飼
料大手のモリノス・タカガキ社（Molinos Takagaki）も小規模ながら飼育部門に進出したほか、
1980 年代末までには種鶏農場、孵卵場、処理場を所有した。飼育部門では最大手のサン・フェ
ルナンド社（San Fernando）は、まず自社で小規模な処理場を作って 1972 年に消費者向けの販
売を始めた。次に 1977 年に飼料製造のモリノス・マヨ社（Molinos Mayo）を設立した。それま
で配合飼料を購入していたニコリーニ兄弟社がブロイラー飼育に参入して競争相手となったた
め、自らが使う飼料を確保するために飼料部門に進出したのである。続いて 1980 年には種鶏農
場を設立し、1987 年にはコッブ種の独占代理店として原種鶏農場を設立した。サン・フェルナ
ンド社はそれまで首都リマ市の周辺で生産・販売してきたが、1985 年に北部のラ・リベルタ州
の養鶏企業を買収し、この企業が所有する飼料製造工場、種鶏農場、飼育施設などを手に入れ
た。チム ・ーアグロペクアリオ社（Chimú Agropecuario）と名付けられたこの企業は現在、サン・
フェルナンド社のグループ企業として北部の市場を中心に販売している。種鶏企業では、ロス
種の原種鶏農場を所有していたアビコラ・アタワンパ社（Avicola Atahuampa）が、中小のブロ
イラー飼育業者が集まって組織したイナエサ社（INAESA）にヒナを供給していたが、1985 年
頃にイナエサ社が経営悪化のためにヒナを購入しなくなると、自ら飼育部門に進出した（Tume 
Torres 1978; Miyashiro 2007）。 
1980 年代末まで養鶏部門は政府による振興の対象となっていた。その一例が国の農業投入財
流通公社（ENCI: Empresa Nacional de Comercialización de Insumos）による農業投入財の一元輸
入・販売である。公社は過大評価された為替レートを適用して飼料原料や肥料を輸入したので、
養鶏生産者は公社から割安の輸入飼料原料を調達することができた。さらに農業部門に対する
振興策により、原種鶏や孵卵器などの資本財も安い価格で入手できたことも、ブロイラー生産
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の拡大につながった。 
 このような生産者を中心としたインテグレーションの形成と好景気や政府による支援策によ
り、鶏肉生産は 1979 年の 11 万 8400 トンから、1988 年には 29 万 6695 トンへと増加した。 
 
③ 生産者の淘汰・集中期 
1980 年代末以降の鶏肉生産量の推移をみると、1989 年には経済危機のために 20 万 5000 トン
まで落ち込むが、1990 年代はほぼ右肩上がりに成長した。2000 年には 52 万トン、2010 年には
102 万トンとこれまでと比べて急速に生産が拡大している（MINAG 2013）。この間、1990 年に
始まった経済自由化と 1990 年代半ばの飼料価格高騰をきっかけとして、ブロイラー産業では淘
汰と集中が進んだ。 
1990 年に始まった経済自由化改革により為替相場は自由化され、国営公社は解体されて民間
企業が自由に農業投入財を輸入できるようになった。これにより、飼料部門を持つインテグレ
ーターは国際市場から大量に飼料原料を調達することでコストを下げることが可能になった。 
 続いて、1990 年代半ばに鶏肉の供給過多による価格の下落と、国際市場における飼料原料の
高騰が起きた。1994 年、ペルー経済が 12%を上回る経済成長を記録したのに反応して、多くの
ブロイラー飼育業者が鶏肉需要の増加を見込んで供給能力の拡大に投資した。しかしその後は
成長が減速し、1996 年頃には需要が落ち込んで供給超過となった。さらに 1996 年から 1997 年
にかけて、飼料原料価格が高騰した。国際市場における価格は、1990 年代前半にトウモロコシ
がトンあたり 100～120 ドル、大豆粕が 200～250 ドルだったのが、前者は 1996 年に 200 ドルを
後者は 1997 年に 320 ドルを超えた（註 5）。供給超過のために生産コストの上昇を鶏肉の販売
価格に転嫁できず、多くのブロイラー飼育業者が生産に行き詰まった。全国にあるブロイラー
飼育農場の数は、1970 年代の約 3000 から 2000 年には 695 に減少した（MINAG 2001）。 
 その結果、主に飼育部門を中心とする大手インテグレーターへの集中が進んだ。最大手のサ
ン・フェルナンド社がこの機会を利用して、1995年に中規模のブロイラー生産4社を吸収した。
これにより同社の生産能力は倍になり、ペルー全体の鶏肉販売における同社のシェアは 1994
年の 32%から 2000 年には 48%に上昇した（Miyashiro 2007, 151-155）。 
このほかのインテグレーターは鶏肉の供給過多による危機のため、事業の整理・再編を余儀
なくされたものの生き延びた。これに加えてこの危機の後にでてきた飼育部門を中心とした企
業が、現在の大手インテグレーターとなっている。飼料大手モリノス・タカガキ社の飼育部門
は、穀物メジャーのコンチネンタル・グレイン社のグループ企業から 60%の出資を受け入れて
アビンカ社（Avinka）として再出発した。アビコラ・アタワンパ社（Avícola Atahuampa）は、
以前から別会社として所有していた飼料、飼育部門を統合し、1996 年にレドンドス社
（Redondos）を設立した。同時にもともと事業の中心であったロス種の原種鶏農場を手放し、
ブロイラーの飼育を事業の中心に据えて拡大した。供給過多が一段落した 1997 年には、それま
で牛の飼育を手がけていたガナデラ・サンタ・エレナ社（Ganadela Santa Elena）が新規に参入
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した。ブロイラーの飼育を中心に、供給過多によって使われていなかった鶏舎を安く借りて短
期間に大手インテグレーターの一つに成長した。 
 リマ首都圏以外でも、規模の大きい都市が存在する北部と南部のそれぞれで、大手インテグ
レーターの形成が進んだ。北部では主要都市のトルヒーヨ市で、サン・フェルナンド社のグル
ープに属するチムー・アグロペクアリオ社の他に、エル・ロシオ社（El Rocio）、モリノ・ラ・
ペルラ社（Molino La Perla）、テクニカ・アビコラ社（Técnica Avícola）、アビコラ・ユーゴスラ
ビア社（Avícola Yugoslavia）、南部のアレキパ市ではリコ・ポヨ社（Rico Pollo）が大手インテグ
レーターに成長した。 
 飼育部門を中心としたインテグレーターが種鶏や飼料を統合したことで、これらの部門でも
集中が進んだ。1960 年代にはアーバー・エーカーをはじめ大手 6 社が供給する品種が飼育され
ていた。しかし 2000 年の調査では、コッブ種が 66.0%、ロス種が 27.4%を占めており、この 2
種への集約が進んだ（MINAG 2001）。前者はサン・フェルナンド社のグループ企業が供給し、
後者はアビコラ・アタワンパ社に代わって原種鶏農場を設置したエル・ロシオ社が供給してい
る。国内の大手インテグレーターは、主にこの 2 社から種鶏を調達し種鶏農場を運営している。
飼料においてもアビンカ社の親会社であるコンティラティン・デル・ペルー社（Contilatin del 
Perú）のほか、サン・フェルナンド社、リコ・ポヨ社など大手インテグレーターが飼料原料で
あるトウモロコシの輸入で約 6 割を占めている。 
 表 3-1 にペルーの大手インテグレーターによる生産規模を示した。2008 年の年間の飼育羽数
ではサン・フェルナンド社とグループ企業のチムー・アグロペクアリオ社で 3 割強を占めてい
る。それ以外に年間 1000 万羽以上飼育している大手インテグレーターは 5 社にのぼる（Industria 
Avícola 2008）。ヒナ生産では、最大手のサン・フェルナンド社が月間 1000 万羽を超えており、
グループ企業のチムー・アグロペクアリオ社と合わせると全体の 4 割を占めている。表に示し
た 11 社で全体の 77.6%にのぼる。 
 これらペルーの大手インテグレーターは、ブロイラーの飼育部門を中心に拡大した企業であ
る。一部に飼料部門や種鶏部門から始まった企業もあるが、これらもブロイラーの飼育部門を
拡大することで、大手インテグレーターに成長した。ブロイラーの飼育を外部の中小生産者に
委託する割合は米国と比べると少なく、自社農場や使われていない鶏舎を所有者から借り受け
る賃貸農場での飼育が多い（註 6）。 
 
（２）生鳥流通の継続 
ペルーのブロイラー産業における特徴の一つは、卸売段階まで生きたまま流通する鶏の割合
が多いことである。前述のように日本では、生産・消費の拡大とともに生鳥流通、と体流通、
解体品流通へと変化してきたが、ペルーでは現在でも生産されるブロイラーの約 8 割が生鳥の
まま消費地まで流通している。ここでは、まず流通近代化に向けたこれまでの動きを確認し、
次に鶏肉流通の現状と大手インテグレーターによる加工部門の拡大について説明する。 
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表3-1　大手ブロイラー・インテグレーターの生産規模
（1000羽） シェア （1000羽 シェア
サン・フェルナンド(San Fernando) 86,000 23.2% 10,208 32.3%
チムー・アブロペクアリオ(Chimú Agropecuario) 28,000 7.6% 2,577 8.1%
エル・ロシオ(El Rocio) 25,000 6.8% 1,697 5.4%
レドンドス(Redondos) 25,000 6.8% 2,462 7.8%
アビンカ(Avinka) 18,000 4.9% 1,360 4.3%
ガナデラ・サンタ・エレナ社(Ganadela Santa Elena) 12,000 3.2% 1,300 4.1%
リコ・ポヨ社(Rico Pollo) 10,000 2.7% 1,751 5.5%
モリノ・ラ・ペルラ社(Molino La Perla) 9,000 2.4% 1,023 3.2%
テクニカ・アビコラ社(Técnica Avícola) 6,000 1.6% 697 2.2%
アビコラ・ユーゴスラビア社(Avícola Yugoslavia) 5,000 1.4% 890 2.8%
リオ・アスル社(Río Azul) n.a. 571 1.8%
その他 146,000 39.5% 7,096 22.4%
合計 370,000 100% 31,632 100.0%
（出所）注を参照。
企業名 年間飼育羽数
1) 月間ヒナ生産羽数2)
（注1）Insustria Avícola , enero 2008に掲載された2008年の推定飼育羽数。
（注2）ペルー養鶏協会の資料より、2007年5月のヒナ生産数。  
 
① 流通近代化への取り組み 
ブロイラー産業の拡大に際し、政府は鶏肉流通の近代化を試みた。しかし、後述するペルー
特有の生産要素の条件や慣習・制度により、生産部門と比べると、流通部門はなかなか近代化
が進まなかった。 
1970 年代前半に鶏肉の供給量が急速に増加した際、鶏肉の流通に際して規則がなかったため、
品質や衛生面での取り扱いが問題となった。これに対して当時の食糧省は 1977 年に「食鳥のと
鳥と流通に関する規則」（註 7）を制定し鶏肉流通の近代化を図った。当時ブロイラーの約 8 割
が生きたまま、残りがと体で流通していた（Tume Torres 1981: 243）。そこで食糧省は、（１）卸
売機能を持つ生鳥流通センターの設立、（２）小売市場における加工施設の整備、（３）生鳥で
の流通の禁止、の 3 段階に分けて鶏肉流通の近代化を進めようとした。 
まず第 1 段階については、規則通りに実施された。最大の消費地であるリマ市内 9 カ所に生
鳥流通センター（Centro de Distribución de Aves Vivas）を設置し、リマ首都圏で消費されるブロ
イラーはこのセンターを経由して流通することとした。その後リマ首都圏の地理的拡大と人口
増加による鶏肉の取扱量の増加に合わせ、1995 年までに生鳥流通センターは 14 カ所へと増え
た。また、経済自由化改革により卸売業者の組合などが運営するようになり、名前も生鳥集荷
センター（Centro de Acopio de Aves Vivas）と変更された。 
取扱量は拡大したもののその機能や品質・衛生管理については改善せず、第 2 段階のと鳥設
備の整備や第 3 段階の生鳥流通の禁止は現在も実施されていない。加えて 1992 年に鶏肉に売上
税が課されるようになると、これを逃れるために流通センターを通さない取引が増えたことも
鶏肉流通の近代化を妨げる要因となった（MINAG 1996: 7-8, 29-30）（註 8）。 
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2000 年代に入って政府は、再び鶏肉流通の近代化に取り組み始めた。2003 年に「集荷とと鳥
の衛生に関する規則」（註 9）を制定し、国家農業衛生機関（Servicio Nacional de Sanidad Agraria: 
SENASA）が生鳥の集荷場やと鳥場の設置・運営に関して検査・承認することや、食鳥検査制
度を導入することを定めた。現在はこの制度を実施に移すべく準備を進めている。 
 
②生鳥主体の鶏肉流通 
国内の消費市場であるリマ首都圏における鶏肉の流通経路は、図 3-2 のようになっている
（註 10）。飼育農場においてブロイラーが出荷体重に達すると、大手インテグレーターは自社
で加工する分を除いて卸売業者に販売する。卸売業者はトラックと労働者を手配して、夜から
深夜にかけて鶏舎をまわって集鳥する。これを早朝までにリマ市内の生鳥集荷センターに運び、
そこで小分けしてから朝のうちに小売店に配達する。生鳥のまま小売店に配達するほか、場内
の処理場でと鳥し、と体にする。地方自治体が設置する消費者向け公設市場の中にある鶏肉店
はと体を仕入れる場合が多い。と体を解体して内蔵を取り出して中抜きと体として販売するほ
か、さらに解体してムネ肉やモモ肉などの解体品としても販売する。生鳥のまま仕入れた鶏肉
小売店の場合は、店内でと鳥、解体する。 
 
卸売業者
大手インテグレーター
図3-2 鶏肉の流通経路
飼育農場
生鳥集荷センター
公設市場
処理加工場
消費者
鶏肉商
スーパー ファストフードレストラン
処理場
二次加工工場
鶏肉商
生鳥
と体
と体生鳥
二次
加工品
解体品
解体品
（出所） 筆者作成。
（註） 生鳥：生きた鶏、と体：と鳥、放血、脱羽した鶏、
解体品：モモ、ムネなどに切り分けた肉、二次加工品：チキンナゲットなど半調理品。
解体品、
二次加工品
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大手インテグレーターと卸売業者の取引は、価格、数量、取引期間を固定する契約があるわ
けではないが、当事者間での口頭での合意により、取引相手がある程度固定している。一定の
規模がないと配送の効率が悪いことや、鶏の重量や健康状態も取引の判断材料となることが、
大手の相手と取引がある程度固定している理由と考えられる。卸売業者と小売業者の間につい
ても、小売業者は店頭に特定の大手インテグレーターのブランド名を掲げていることや、生鳥
やと体の配送を卸売業者に任せていることから、ある程度の固定的関係があるとみられる。 
 大手インテグレーターの多くは自社の処理場や二次加工工場を所有している。ここでブロイ
ラーを加工した後、と体にして量販店やレストラン・チェーンに出荷する。インテグレーター
が取り扱うブロイラーは、出荷時の大きさによって 2 種類に分かれている。公設市場や鶏肉小
売店で解体して販売される比較的大きな鶏（2～3 キログラム、saca para bodega または pollo carne
と呼ばれる）と、鶏を丸ごとローストする料理であるポヨ・ア・ラ・ブラサに使われる小型の
鶏（1.5 キログラム前後、saca para parrilla または pollo a la brasa と呼ばれる）である。このほか、
フライドチキンのレストラン・チェーン向けには、ムネ肉やモモ肉などの解体品にして、そし
てファストフードのレストラン・チェーンや一般消費者向けには、二次加工工場でチキンナゲ
ットなどを製造して冷凍品として出荷する。 
大手インテグレーターと量販店やレストラン・チェーンとの関係については、契約文書はな
いものの数カ月単位の合意による取引が一般的である。これらの取引においては、一定の規模
を販売できる供給者と購買できる需要者が少ないため、限られた売り手と買い手の取引となる。 
 図 3-3 に 2013 年のペルー国内における流通経路別取引量を示した。これによれば、全国の鶏
肉供給量約 112 万 6000 トンのうち、54 %リマ首都圏、46%がそれ以外で販売されている。リマ
首都圏の場合、そのうち 80%が生鳥集荷センターを経由して販売され、大手インテグレーター
が所有する処理場で加工されるのは 20%に過ぎない。リマ首都圏以外の場合は、25%が処理場
で加工、75%が生鳥のまま取引される。これらを合わせると、国内で生産される鶏のうち、22%
が大手インテグレーターの処理場で加工され、残りの 78%が生鳥のまま卸売市場を経由して販
売される。 
 処理場や二次加工工場を有する大手インテグレーターについて個別に見ても、自社で加工す
るよりも生体出荷の割合の方が多い。サン・フェルナンド社やレドンドス社は、生産量の約 8
割を生鳥のまま出荷している。また、ガナデラ・サンタ・エレナ社は自社の処理場を持たず 100%
を生鳥で出荷している。 
 
③ インテグレーターによる加工部門の拡大 
 大手インテグレーターが自社で加工する鶏肉は、割合では変わっていないものの、その絶対
量は近年増加している。1990 年代半ば以降、いくつかのインテグレーターは自社の処理場を拡
充し、また二次加工工場を建設するなど、加工部門の拡大に取り組んでいる。 
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図3-3 流通経路別取引量（2013年）
全国の鶏肉供給量
1,126,490t
リマ首都圏
609,490t
そのほか
517,000t
処理場
123,986t
生鳥市場
485,504t
処理場
127,806t
生鳥市場
389,194t
54% 46%
20% 80% 75% 25%
生鳥
874,698t, 78%
と体
251,792t, 22%
（出所）MINAG (2013) のデータを元に筆者作成。
（注）リマ首都圏以外の生鳥市場は、全体から処理場分を引いて算出。  
 最大手のサン・フェルナンド社は、1980 年代からリマ市内の本社内でと鳥・放血・脱羽・解
体を行い、隣接する店頭で解体品を販売していた。1993 年にリマ市の北にあるワラル市にあっ
た処理場を買収して処理能力を高めた。続いて 1995 年にリマ市南部のチョリヨス地区に新工場
を建設して二次加工品の製造を本格的に開始した。この工場ではソーセージやチキンナゲット
を製造している。 
 アビンカ社は、事業の中心をそれまでのブロイラー生産から鶏肉二次加工品の製造に変えた。
1999 年に当時国内で最新の鶏肉加工品製造ラインを導入し、ペルー、エクアドル、コロンビア
のマクドナルド店舗向けチキンナゲットの生産を始めた。ほかにも、リマ市を中心とした国内
のハンバーガ ・ーチェーン向けにも加工品を開発・提供している。生鳥と加工品の出荷割合は、
2005 年の 75%対 25%から、2007 年には 20％対 80%と逆転し、2008 年は加工品の割合が 90%に
達する見込みである。生鳥出荷がほとんどの大手インテグレーターの中では唯一の例外である。 
 このほか、レドンドス社は 2000 年から野菜や果物を鶏肉で巻いた半調理製品などの製造を始
めたほか、南部を中心とするリコ・ポヨ社も消費者向けに幅広い加工製品を製造している。 
 
４．生産・流通の特徴とインテグレーション形成の経済主体 
  
 これまでに、ペルーのブロイラー産業における特徴として、飼育部門を中心に拡大した企業
が中心となってブロイラーインテグレーションを形成したこと、そして鶏肉流通において近代
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化が進まず現在でも鶏の大部分が生きたまま流通していることを確認した。本項ではこれらの
特徴を生み出した要因について検討する。ただし、流通形態がインテグレーションの形成に大
きな影響を与えていると考えられることから、まず鶏肉流通の近代化が進んでいないことにつ
いて検討し、次に飼育部門を中心としたインテグレーションの形成について考察する。 
 
（１）流通近代化の阻害要因 
 鶏肉流通の近代化を促した要因として、先行研究は流通形態の変化や差別化された商品への
需要の増大を指摘している。しかしながらペルーでは、鶏肉流通の近代化が進んでいない。そ
の要因として大きく次の 2 点が指摘できる。一つは消費地に近接する産地の存在や豊富で安価
な労働力が存在するといった生産要素の条件、もう一つは消費者の慣習や嗜好が変わらない、
鶏肉流通に関する規制の実効性がないなど、慣習・嗜好・制度である。 
 
① 産地と消費地の立地 
先行研究が指摘するように、ブロイラーの流通形態が生鳥、と体、解体品と変化したのは、
産地が消費地から遠くに移動したことが深く関係している。ブロイラーは生きたまま輸送する
と体重が減ったり、移動中のストレスなどで死んだりする。そのため、主要な産地と消費地が
遠く離れている米国や日本では、産地において加工し、解体品をコールド・チェーンで輸送す
るのが一般的である。 
一方ペルーのブロイラー産業は、生産が拡大しているにもかかわらず消費地に比較的近い場
所で生産が続けられている。主要な消費地はリマ首都圏と、トルヒーヨ市など北部の主要都市
であるが、ブロイラー産業の立地はこれらの消費地へブロイラーを生きたまま輸送できる距離
に集中している。農業省が 2001 年実施した畜産業のセンサスによれば、全国で 695 のブロイラ
ー農場がある（表 3-2）。 
うち
統合型
（註1）
シェア
鶏舎面積
（m2）
農場あた
り平均鶏
舎面積
（m2）
リマ 204 167 18,963,526 60% 3,454,590 16,934
ラ・リベルタ 82 49 5,929,256 19% 1,031,246 12,576
イカ 52 16 3,003,747 9% 531,668 10,224
アレキパ 山間地域 24 8 949,888 3% 295,790 12,325
ロレト 111 0 574,560 2% 158,023 1,424
サン・マルティン 80 14 629,689 2% 125,709 1,571
そのほか 142 9 1,758,155 5% 498,187 3,508
全国合計 695 263 31,808,821 100% 6,095,213 8,770
（出所）MINAG (2001)のデータをもとに筆者作成。
（註1）統合型とはインテグレーションに参加している農場を指す。
海岸地域
熱帯低地地域
表3-2　ブロイラー農場の分布
州名 地域 農場数 飼育羽数
鶏舎の設備規模
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農場の州別分布を見ると、リマ州に 204、そのすぐ南のイカ州に 52 あり、全体の 37%を占め
ている。これら 2 州のブロイラー農場はリマ首都圏から離れている他州のものと比べると規模
が大きく、飼育されているブロイラーの羽数で見ると全体の 69%を占めている。北部の主要都
市であるトルヒーヨ市があるラ・リベルタ州でも大規模なブロイラー農場があり、リマ首都圏
に次ぐ生産規模を備えている。 
リマ周辺に絞って主要なブロイラー関連施設の立地についてみたのが図 3-4 である。種鶏農
場、孵卵場、飼料配合工場、飼育農場、処理場、二次加工工場といった、大手インテグレータ
ーのブロイラー関連施設のほとんどが、リマの北 190 キロメートルのバランカ市から、南 300
キロメートルのイカ市の間のパンアメリカン・ハイウェイ沿いに位置している。飼料原料はリ
マの近くにある国内最大のカヤオ港や南にあるピスコ港から輸入され、配合工場で飼料に加工
した後、飼育農場に運ばれる。有精卵は種鶏農場から孵卵場に運ばれてヒナが生まれ、飼育農
場に配送される。そして成育したブロイラーの多くは生きたままリマ市の生鳥集荷センターに
運ばれるほか、一部は最寄りの処理場で加工される。これらを結ぶハイウェイの大部分が片側
2 車線で整備されており、最も遠いブロイラー飼育農場からでも 3 時間程度でリマ市の生鳥集
荷センターまで輸送することができる。このように産地が消費の中心であるリマ首都圏から比
較的近い場所にあることが、生鳥という流通形態を可能にする条件の一つとなっている。 
人口が集中し土地が希少である消費地の近くに産地が立地できる理由として、ブロイラー生
産に適した条件を備えた砂漠が存在することが挙げられる。ペルーの海岸地域は基本的に砂漠
であるが、アンデス山脈からの水が流れて河川を形成し、その河川に沿って灌漑設備が整備さ
れて農地が広がり、上水道が設けられて都市が発達した。そのため、都市を一歩出ると砂漠が
広がっている。これらの砂漠は国や農業協同組合などが所有しているものの、その多くは水が
利用できないために利用されていない。砂漠ではあるが、海岸に近い場所であればペルーの沿
岸を流れる寒流（フンボルト海流）のおかげで気温が上昇せずに年間を通して安定している。
農業に比べて必要な水の量が少ない畜産業の場合にはタンクローリーを用いれば必要な水は供
給できる。さらに宅地や植物・動物が多い農村から離れているため、鶏糞の悪臭が問題となら
ないうえ、疫病の感染など動物衛生管理の観点からも望ましい。このような理由により、現在
でも国内最大の消費地であるリマ首都圏の近郊にブロイラーの産地が存在し続けている。 
鶏肉流通の近代化を妨げるもう一つの要因として、安くて豊富な労働力の存在も指摘できる。
米国や日本では、消費地である都市部において労働力が希少な生産要素であったため、インテ
グレーターは産地において大規模な処理場を設け、処理の自動化（機械化）を進めた。一方ペ
ルーでは、消費地においても安くて豊富な労働力が存在するため、と鳥や解体は、公設市場や
鶏肉商などの小売り段階、または消費者の家庭内で行われることが多い。インテグレーターが
量販店に納入する場合でも、解体品ではなくてと体である。これを量販店が各店舗において解
体してムネ肉やモモ肉などにするのが一般的となっている。 
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図3-4 リマ周辺の主要なブロイラー関連施設
●ワラル 80km SF: G, B; RD: I
●バランカ 190km RD 
G
●チャンカイ 82km SF: I, M, G; AV: G, B, P
●ワチョ 147km RD: I, M, G, B
●リマ SF: P ＜生鳥集荷センター＞
●ルリン 35km SF: M; SE: G
●カニェテ 144km
●チンチャ・アルタ 200km SF I, G, B, P
●イカ 303km SE: I
パン・アメリカン・ハイウェイ
（二重線は片側2車線）
太平洋
●都市名、リマからの距離km
＜施設＞
R 種鶏農場
I 孵卵場
M 飼料配合工場
G 飼育農場
B 処理加工場
P 二次加工工場
＜企業＞
SF サン・フェルナンド
AV アビンカ
RD レドンドス
SE ガナデラ・サンタ・エレナ
●パラカス 245km SE: R
●チルカ 64km SE: G
SF: R; RD: R, M
RD: R
SF: I, G
イカ州
リマ州
アンカッシュ州
カヤオ港●
（出所）各企業へのヒアリングやホームページの情報に基づいて筆者作成。
ピスコ港●
 
 
② 慣習・嗜好・制度 
伝統的な慣習、嗜好、制度がなかなか変わらないことも、流通近代化の進展を妨げている。
購買に関わる慣習をみると、人口の割合が多い低所得者層のほとんどは、現在でも公設市場で
鶏肉を購入している。公設市場や鶏肉店には当日の朝に加工されたと体がぶら下がっており、
店主が顧客の注文に応じてその場で解体する。リマ市の大手量販店では、ムネ肉やモモ肉、パ
ン粉がついて揚げるだけに加工された商品のほか冷凍食品などが販売されているが、これらを
購入するのは一部の中高所得者層に限られている。表 3-3 にリマ首都圏の主婦に鶏肉・牛肉の
購入について聞いたアンケート調査の結果を示した。これによれば、全体の 78%、特に低所得
者層では9割前後が公設市場で購入している。逆に量販店で購入する割合は、高所得者層で 75%
に上るが、低所得者層では非常に低い。そのほかの項目については、所得が低いほど頻繁に購
入し、品質より価格を重視していることがわかる。 
家庭における鶏肉の利用方法をみても、ムネ肉やモモ肉などの正肉を食べるだけでなく、首、
胴ガラ、内臓などほとんどの部位を利用する。首や胴ガラからは主にスープをとり、内臓は調
理する。鶏は正肉だけよりも骨や内臓がついたままの方が重量あたりの単価が安い。そのため
多くの消費者は切り分けられたムネ肉やモモ肉ではなく、鶏をまるごととか、半分、4 分の 1、
という単位で購入する。 
76 
 
表3-3　鶏肉・牛肉の購入に関するアンケート調査の結果
（2006年）
A B C D E
頻度 毎日 41 10 26 45 45 48
週に数回 37 25 36 37 41 33
週に1回 21 55 34 17 13 18
2週に1回 1 10 1 1 1 1
場所 公設市場 78 22 58 79 92 88
スーパー 15 75 38 12 0 1
食品雑貨店
（bodega）
4 0 3 4 4 8
移動店舗
（ambulante）
3 2 1 4 4 3
重視する点 新鮮さ 58 77 55 56 61 55
（複数回答）品質 37 49 47 39 33 26
価格 25 19 14 26 23 38
におい 14 17 19 19 8 11
衛生状態 14 22 11 15 14 11
（註1）所得階層は上位からA→E。
全体 所得階層別
（註1)（%）
（出所）Apoyo Opinión y Mercado (2006)。  
リマ首都圏566人の主婦へのアンケート調査にもとづく。
 
 
鶏肉に関する嗜好では新鮮さが重要となる。ここでいう新鮮とは、と鳥からあまり時間がた
っておらず、冷蔵または冷凍されていないことを指す。公設市場には冷蔵ケースはなく、家庭
における冷蔵庫の普及率も低いことから（註 11）、多くの消費者が購入した鶏肉をその日のう
ちに調理すると考えられる。一般に、冷蔵、冷凍された鶏肉に対するイメージは悪い。冷蔵設
備のない公設市場での購入に慣れている消費者の間には、冷蔵された鶏肉は前日の余り物とい
うイメージがある。冷凍鶏肉については 1980 年代後半に年間 3 万トン弱が輸入されことがあっ
た。しかし当時は冷凍技術の水準が低かったため質の低下が著しく、冷凍鶏肉はまずいという
イメージが消費者の間に定着し、これが現在でも続いている（註 12）。 
制度面では食鳥の衛生管理に関わる規制の実効性がないために、近代的な大手インテグレー
ターの処理場を経由するブロイラーの割合がなかなか増えない。前述したように、政府は農業
省傘下の国家農業衛生機構（SENASA）が中心になって、食鳥検査制度に関わる法律などを制
定した。しかしこれらの規制は、現在のところ実効性を伴っていない。例えば、SENASA内に
ブロイラーをはじめとする鳥類を扱う部署ができ、実質的に活動を始めたのが 2005 年である。
現在は鶏のワクチン接種、渡り鳥の監視、鳥インフルエンザが発生した際の対策の整備など優
先して進めており、食鳥検査など鶏肉の流通面での規制の実施は後回しになっている。2008 年
7 月の時点でSENASAは鶏肉の生産や加工に関わる事業所全体の 6～7 割しか把握しておらず、
承認を受けていない農場や処理場も多く存在している（註 13）。食鳥の衛生管理に関わる規制
の実施体制が整わない間は、鶏肉流通の近代化が進まず、生鳥での流通が多い状態が続くと考
えられる。 
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（２）生産者を中心としたインテグレーションの形成 
前述のように、米国やブラジルでは食肉加工企業が、日本では総合商社やローカルインテグ
レーターが中心となってインテグレーションを形成したのに対して、ペルーではブロイラーの
飼育部門を中心に拡大した企業がインテグレーションを形成した。ここではその違いが生じた
要因を掘り下げる。 
 まず、他部門の企業が拡大してインテグレーションの担い手となり得なかった要因を検討す
る。すでに確認したとおり、鶏肉の処理や二次加工は小売り段階や消費者自身が行う場合が多
い。そのため、解体品や二次加工品に対する需要が少なく、飼育部門など他の部門を統合する
ような企業に成長しなかった。飼料部門については、主な飼料原料であるトウモロコシが国内
でも生産されており、インテグレーションが形成される 1980 年代末まで輸入トウモロコシへの
依存度が 4 割程度と比較的低かったこと、そして 1980 年代末まで飼料原料の輸入に国の介入が
あったことが、この部門で大きな影響力を持つ企業の出現を促さなかった。 
 種鶏部門については、1970 年代は国内の種鶏農場のほとんどが外国の育種企業の代理店であ
り、外国から導入した品種を飼育しその有精卵を孵化して生産したヒナを販売するのみであっ
た。品種開発や育種には多大な資本が必要なため、ペルーの種鶏農場がそれを自ら行うことは
難しく、種鶏部門を中心に事業を拡大して他部門を統合する企業は現れなかった。アビコラ・
アタワンパ社、リオ・アスル社（Río Azul）など、インテグレーターのいくつかは種鶏部門か
ら事業を始め、ヒナの販売先である養鶏生産者が倒産したために自ら飼育部門に進出している。
しかしこれらの企業も、飼育部門を中心に規模の拡大を実現した。 
 飼育部門が規模を拡大してインテグレーションの担い手となり得た理由としては、気候条件
などにより飼育部門における規模拡大が比較的低コストで済んだからだと考えられる。 
ペルーの主要なブロイラー産地がリマなど大都市周辺の砂漠地帯であることは先に述べたが、
年間を通して気温が安定している上に雨がほとんど降らないため、鶏舎は日本と比べると簡素
である。さらに人件費が安いために、機械による自動化へは投資せず、労働者による手作業の
管理を選択する。海岸部の砂漠地帯でみられる典型的な鶏舎は、木材の骨組みとベニヤ板の屋
根をプラスチックの幕で囲ったもので壁はなく、管理者が手動で幕を上下して内部の温度を調
整する。ヒナが小さいうちに必要な簡易なガスの暖房装置を備えているだけで、強制換気用の
ファンを備えていない鶏舎も多い。鶏舎のある場所では電気や上水道は整備されておらず、鶏
舎の横に設置したタンクに給水車から水を入れ、パイプを通してニプル式の給水器などで水を
供給している。給餌は管理者が毎日手作業で補給しており、自動給餌機を導入している鶏舎は
ほとんどない。このような飼育施設でも、日本と比べて遜色のない生産性を実現している
（註 14）。日本の大手インテグレーターの直営農場で使われている温度や湿度を自動で管理す
るウインドウレス鶏舎と比べると、ペルーで利用されている簡易な鶏舎は建設費用が大幅に安
い（註 15）。さらに砂漠の土地は非常に安く利用できるために（註 16）、比較的少ない投資で
飼育部門を拡大することができる。これに加えて 1990 年代の淘汰・集中期以降、利用されてい
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ない鶏舎が数多くある。大手インテグレーターは自ら新規に鶏舎を建設する代わりに、まずこ
れらの鶏舎を所有者から借りて自らが調達した資材と労働者を投入してブロイラーを飼育して
いる。 
 そして飼育部門で規模を拡大した企業は、飼料やヒナなど資材生産を手がけるだけの規模を
達成すると、飼育部門で蓄積した資金を用いてこれらの部門を統合することで、インテグレー
ターとして成長することができたと考えられる。この結果、資金力がそれほど豊富でない飼育
部門の生産者でもインテグレーターの担い手となり得たのである。 
 
５．小括 
 
 本稿では、ペルーにおけるブロイラー産業が、2 つの点において先行国とは異なる特徴を持
っている要因について、インテグレーションの形成に着目して分析した。 
 第 1 点目はインテグレーションで統合される範囲が生産部門にとどまっているという点であ
る。米国や日本の事例を分析対象とした先行研究によれば、技術導入や規模の拡大による生産
部門でのインテグレーションと同時に、産地と消費地の分離による製品の流通形態の変化や加
工度の高い商品への需要増加といった供給面と需要面の変化により、生産と流通をまたぐイン
テグレーションが進行した。 
 これに対してペルーでは、生産部門ではインテグレーションが進行したものの、流通近代化
は進行せず、インテグレーションは生産と加工の間で分断されたままである。その結果、現在
でも大部分のブロイラーが卸売段階まで生鳥のまま流通している。インテグレーションが進ま
ない供給側の要因としては、最大の消費地であるリマ首都圏に比較的近い場所に産地が存在す
ることや、食鳥衛生管理などの規制が実効性を持たないことが挙げられる。需要側の要因とし
ては、人件費が安く家事労働の外部化が進んでおらず、また消費者の慣習や嗜好により、加工
度の高い鶏肉の需要が増えていないことが考えられる。 
 第 2 点目はインテグレーションの担い手である。米国では育種部門まで取り込んだ食肉加工
企業が、日本では総合商社やローカルインテグレーターが中心となってインテグレーションを
形成した。生産から消費に関わるアグリフードシステムの中で、投入財や加工部門がより資本
集約的であることや、品種改良に関する知識や消費者の嗜好に関する情報がインテグレーショ
ンの中で高い価値を持つからである。 
 これに対してペルーでは、当初は種鶏や飼料で外資企業の影響が見られたものの、今日の大
手インテグレーターは飼育部門を中心に拡大し、インテグレーションを形成してきた。他部門
から大手インテグレーターが成長しなかった理由として、鶏肉の解体品や加工品の需要が少な
くこの部門の企業が成長しなかったこと、輸入飼料原料への依存度が低く、かつ輸入や流通に
おいて国の介入があったこと、種鶏農場は外国企業の代理店にとどまり付加価値を増やすよう
な拡大ができなかったこと、などが指摘できる。そして、飼育部門に必要な投資規模が比較的
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小さかったことから、まずこの部門で規模を拡大する企業が現れた。そして一定の規模に達す
ると飼育部門で蓄積した資本を利用して、投入財部門を統合していった。このため、飼育部門
を中心としたインテグレーションが形成されたのである。 
 本稿ではペルーにおけるブロイラー産業の成長をインテグレーションに注目して分析した。
このようにインテグレーションの形成を分析することにより、農畜産部門における生産性の向
上や付加価値の増大の仕組みだけでなく、それを妨げる要因への理解を深めることができる。 
 
 
（註1） 鶏肉の１人あたりの消費量（供給量）については、ペルー農業省の統計と国連食料農業機
関のデータベース（FAOSTAT）の数字の間に乖離がある。これは、ペルー農業省の統計で
は不可食部分を含むと体の重量をもとに計算していることと、FAOSTATでは鶏肉生産量の
うち食用よりも食用以外の利用量を多く計上しているためと考えられる。本章では国内の
他の食肉との比較を行うため、ペルー農業省の統計を採用している（MINAG 1996, 2008, 
2013）。 
（註2） ブロイラー産業とは、ブロイラーの生産に必要な投入財（ヒナ、飼料、薬品）の供給、そ
れらの配送などの関連サービス、飼養、加工（屠殺、放血、脱羽）、解体（ムネ肉、モモ
肉などへの切り分け）、二次加工品製造、鶏肉の流通、販売など、鶏肉と加工品を生産・
販売する産業全体を指す。 
（註3） 農業省は個別企業のヒナ生産、加工、販売などの数量についてデータを収集しているが、
企業ごとの数値を公開しているのは、リマ首都圏の生鳥集荷センターへの出荷量と販売額
にとどまっている。 
（註4） 米国で 1957年に制定された鶏肉製品検査法（Poultry Products Inspection Act）は、州
を超えて出荷される鶏肉製品について、連邦政府の検査により認証された処理場での取り
扱いを義務づけている。これらの処理場での取扱量は、1959年時点で全国の生産量の約
75%を占めている （Martinez 1999: 4）。 
（註5） 穀物価格は国際通貨基金のデータを参照した。
（www.imf.org/external/np/res/commod/index.asp、2008年 12月参照） 
（註6） 自社農場または賃貸農場で飼養する鶏の割合は、サン・フェルナンド社の場合は合わせて
40%、レドンドス社は 100%（自社農場 60%、賃貸農場 40%）、アビンカ社は賃貸農場 60%、
ガナデラ・サンタ・エレナ社は賃貸農場 50%である。各企業へのインタビューによる（2007
年 7月、2008年 7～8月）。 
（註7） Reglamento para el Beneficio y Comercialización de Aves para Consumo, Resolución 
Ministerial No. 0359-77 AL（食糧省の省令 1977年 359号）。 
（註8） 首都圏で消費される鶏肉のうち、1990年代半ばの時点で 15～20%が流通センターを経由し
ないインフォーマルな売買だと推定されている（MINAG 1996: 30）。これらの取引につい
ては正確に把握できないため、本稿では農業省が公表している生産量と流通量のみを分析
の対象としている。 
（註9） Reglamento Sanitario para el Acopio y Beneficio de Aves para Consumo, Decreto Supremo 
No. 019-2003AG（農業省の法令 2003年 19号）。 
（註10） 鶏肉流通の現状についてはリマ市の生鳥集荷センター（Fiori, San Luis地区）、鶏肉店
（Breña地区）、量販店、レストラン・チェーンでの聞き取り調査による（2007年 7月、
2008年 8月）。 
（註11） ペルーの世帯における冷蔵庫の普及率（2004年）は、全国で 37.0%にとどまっている
（Instituto Cuánto 2007）。 
（註12） ペルー養鶏協会（Asociación Peruana de Avicultura）、リマ市内の鶏肉店でのインタビ
ュー（2008年 7月）。 
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（註13） 国家農業衛生機関（SENASA）鳥類衛生プログラム（PRONASA）担当官インタビュー2008年
7月。 
（註14） ブロイラー飼養の生産性を示す生産指数（16ページ註 5参照）をみると、日本国内の先
進的な産地では 260を超える（九州経済調査会 1997: 209）。ペルーの大手インテグレー
ターでは 250～350に達している（2008年 7～8月、ペルーの大手インテグレーターへの
インタビュー）。 
（註15） 簡易型と自動型の両方を所有する企業によれば、幅 12メートル長さ 200メートルのペル
ーで標準的な鶏舎の建設費は、前者が 1万 5000～4万ドル、後者は 8万ドルからになる
（2008年 8月、大手インテグレーターへのインタビュー）。 
（註16） 一例として、利用されていない協同組合の土地に鶏舎を建設する場合、鶏舎あたり年間
100ドル程度で土地を利用することができる（2008年7月、養鶏生産者へのインタビュー）。 
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第 4 章 
需給の特徴とブロイラーインテグレーションの展開 
―ブラジル、メキシコ、ペルーの比較― 
 
１．はじめに 
 
 1990 年代以降、ラテンアメリカ諸国において鶏肉生産が急速に増加している。1990 年
の生産量を 1 とした場合、2010 年の生産量は南アメリカで 4.4、メキシコを含む中央アメ
リカで 3.6 に達し、世界全体の 2.5 やアジア諸国の 3.4 を大きく上回っている。国別に見
ると、ブラジルが 4.8、ペルーが 4.4、メキシコが 3.7 とそれぞれ大幅に伸びている
（FAOSTAT）。 
 この背景としてあげられるのが、ラテンアメリカ諸国におけるブロイラー産業の急速な
発展である。特にブラジルは国内外における需要拡大を背景に、米国を追い抜いて世界最
大の鶏肉輸出国となった。その他の国々においても、欧米からの技術やノウハウを導入し
た近代的なブロイラー産業が成長している。 
ブロイラー生産の拡大に寄与したと考えられるのがインテグレーションの形成である。
ブロイラーインテグレーションとは、鶏肉のサプライチェーンに属する経済主体の一つが、
市場取引を介さずに、契約、提携、所有などの手段を用いて、鶏肉の生産、加工、販売を
調整することを指す。その中で全体のまとめ役となる経済主体をインテグレーターと呼ぶ。
インテグレーターは、ブロイラーの生産に必要な投入財や鶏肉の物流過程の最適化にとど
まらず、生産性を高める技術の導入や製品の付加価値を高める商品の開発など、より密接
な調整を行っている。 
ブロイラーインテグレーションはまず米国で発達し、日本をはじめとするさまざまな国
で導入が進んだ。そのため、これまで米国や日本の事例を対象として、形成の要因や過程、
経済主体間の取引形態について分析が行われてきた（Roy 1963、吉田 1974、Lasley 1983、
長坂 1993、駒井 1997、Martinez 1999、杉山 2001、張・斎藤 2006）。1970 年代以降に
タイや中国などから鶏肉の輸出が拡大すると、これらの国々についても、輸出向け部門を
中心に分析が行われた（末廣 1987、斎藤・長谷川 2008）。これらの先行研究は、主として
それぞれの国においてブロイラーインテグレーションの形成が進行した要因について分析
している。 
ラテンアメリカについても、筆者らが共同研究として行ったメキシコ、ペルー、チリの
事例を分析した研究がある（清水 2010a、星野 2010、清水 2010b、北野 2010）。これら
の研究によれば、先進国から技術やノウハウを導入したことで、生産力の拡大や大手イン
テグレーターへの集中が確認されている。一方、インテグレーターが統合している範囲や
飼育部門との関係については、国ごとに大きな違いがある。サプライチェーン全体のイン
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テグレーションが進んで輸出が増加している国がある一方で、現在もブロイラーの大半が
生きたまま卸売り段階まで流通するなど、先進国とは異なった多様なインテグレーション
の形態がみられる。 
本稿はこれらの研究と分析視角を共有し、多様な発展形態が見られる要因の分析をさら
に進めたものである。先行研究と異なるのは、チリの代わりにブラジルを対象として、急
速な鶏肉輸出の拡大による影響を分析した点に加え、産地と消費地の立地やインテグレー
ションへの参入形態の分析を深めた点である。 
分析にあたっては、メキシコ（星野 2010）、とペルー（清水 2010b）のブロイラーイン
テグレーションの事例研究のなかからインテグレーションの形成を促す要因を抽出し、加
えて文献や企業情報の調査から得たブラジルの事例と比較・考察した 
 
２．分析視角 
 
（１）サプライチェーンの経済主体間関係 
 鶏肉のサプライチェーンには、投入財供給、ブロイラー飼育、処理、二次加工、流通な
どの過程がある。鶏肉生産のための主な投入財はトウモロコシや大豆粕などを原料とした
飼料と鶏肉生産のために開発された鶏種のヒナである。養鶏生産者はこれらの投入財を用
いてヒナを 40 日程度飼育して処理場に引き渡す。処理場では生鳥をと鳥、放血、脱羽に
よりと体にして、さらにムネ肉やモモ肉などの解体品に加工する。一部はソーセージやチ
キンナゲットなどに二次加工される。解体品と二次加工品は、卸売、小売などの流通経路
を経て消費者に届く。レストランなどのフードサービスで調理される場合もある。このよ
うなサプライチェーンにおける垂直的な結びつきは川の流れに例えられ、投入財供給や飼
育は川上、処理や二次加工は川中、流通販売やフードサービスは川下にあたる。 
ブロイラーインテグレーションに関するこれまでの研究では、主にインテグレーターと
ブロイラーを飼育する養鶏生産者との関係が分析対象となってきた。両者の関係は「市場
取引」、「販売契約」、「生産契約」、「垂直統合」などに分類される（Martinez 2002）。 
「市場取引」とは、卸売市場のような開かれた市場での生鳥の売買を指し、この場合に
はインテグレーションには該当しない。米国や日本では生鳥の市場はほとんど存在しない
一方、本稿の対象となっているラテンアメリカをはじめ多くの途上国では現在でも広く行
われている取引方法である。 
 これに対して、養鶏生産者とインテグレーターが合意や契約に基づいて取引を行うのが
「販売契約」や「生産契約」（委託生産）である。いずれの場合も養鶏生産者は鶏舎のほか、
労働力、水、エネルギーなどを供給してブロイラーを飼育する。そして鶏が一定の重量に
達すると、インテグレーターが手配した労働者が集鳥して処理場に運ぶ。 
「販売契約」の場合は、生産者がヒナや飼料などを購入し、成鶏を販売する。その差額
83 
 
が生産者の手取りとなる。それに対して「生産契約」の場合は、生産者はインテグレータ
ーから飼育の委託費を受け取る。両者の間で鶏の売買取引は行われず、ブロイラーはヒナ
から成鶏になるまでの間、インテグレーターの所有となる。米国では生産契約がほとんど
で、インテグレーターと養鶏生産者の間でどのような契約が望ましいか、さまざまな研究
が行われている（Knoeber 1989、杉山 2001）。 
 
（２）インテグレーションの形成要因 
 ブロイラー産業において、インテグレーションの形成を促し、その形態を定めるのはど
のような要因だろうか。米国や日本の事例を参考にまとめてみよう。 
インテグレーションの形成が進んだ初期の要因は、養鶏生産者の資金制約である。ブロ
イラー専用種とそれに合わせた飼料や薬剤の利用が一般的になると、同時に飼育規模の拡
大が進んだ。そのため、養鶏生産に必要な投入財の費用が増大し、生産者にとってその資
金調達が課題となった。そこで飼料販売の拡大を狙った飼料販売業者がインテグレーター
となった（吉田 1974）。米国の場合、1950 年代後半からの鶏肉価格の下落により、生産者
が資金調達の手段として飼料販売業者との契約に基づく生産を始めた（Roy 1963: 29）。契
約では、飼料とヒナを養鶏生産者に供給し、飼育後に成鶏を買い取り、鶏の販売代金から
投入財の代金と金利を差し引いて生産者に渡すオープンアカウント方式が始まった。販売
契約によるインテグレーションである。 
一般の農産物と異なり、ブロイラーが商品となるためには加工過程を経る点もインテグ
レーションの形成を促した。ブロイラーの成長は処理場においてと体にされ、モモ肉やム
ネ肉などの解体品に加工される。処理場の建設には大規模な資本が必要となり、そこから
利益を上げるには稼働率を高く保たなければならない。そのためには量、質ともに安定し
た鶏を調達する必要がある。そこで加工業者は自らがインテグレーターとなって生産契約
方式を採用し、鶏の調達に取り組んだ（Lasley 1983）。生産契約方式であれば、工場の稼
働状況に合わせて入雛や出荷の日程をインテグレーターが決めることができる。 
ブロイラー生産では、気候の変化や疾病の発生などで育成率（死亡率）や飼料転換率が
変動するリスク（生産変動リスク）や、投入財や鶏の価格が変動するリスク（価格変動リ
スク）が大きいことが、生産者にとって大きな負担となっていた。これらのリスクの一部
をインテグレーターが負担したことも、生産者のインテグレーションへの参加を促した
（Martinez 1999）。販売契約では生産変動リスクと価格変動リスクの一部をインテグレー
ターが負う。それに対して生産契約は投入財やブロイラーの売買を伴わないので、それら
の価格変動リスクは生産者からインテグレーターに移転される。生産変動リスクは基本的
には生産者が負うものの、ヒナの問題、異常気象、伝染病の発生など生産者の不可抗力に
よるものについては、インテグレーターもリスクの一部を負担することが一般的となって
いる（Knoeber 1989）。 
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米国では生産契約方式のインテグレーションがほとんどであるが、日本ではインテグレ
ーター自身が直営農場を所有する垂直統合型も多い。資本効率を考えると、インテグレー
ターにとっては生産契約による原料調達が望ましい。しかし実際には契約生産者の資金制
約、担い手の有無、ブロイラーの均質性などの理由により、インテグレーターは生産契約
に鶏舎リースを組み合わせた契約や直営農場による垂直統合を進めている（杉山 2001）。 
 以上では、米国や日本など主に先進国のブロイラー産業を対象にした先行研究に基づい
て、ブロイラーインテグレーション形成の要因について整理した。次にラテンアメリカの
主要国におけるブロイラー産業の発達について、先行研究などに基づいて要点を整理する。 
 
３．ブロイラー需給の拡大と各国におけるインテグレーションの展開 
 
 ラテンアメリカ諸国では 1980 年代以降に進んだ経済自由化改革の中で、外資系企業の
参入や国内企業の成長によって鶏肉の供給が大きく拡大した。その中でブラジル、メキシ
コ、ペルーの 3 カ国を選んだのは、いずれの国でも鶏肉市場が拡大しているにもかかわら
ず、インテグレーションが統合する範囲や拡大過程がそれぞれ異なっているからである。 
表 4-1 に 3 カ国のブロイラー需給の概要を示した。これによればブラジルの生産規模は
域内第 2 位のメキシコの約 4 倍、ペルーの約 12 倍である。また、ブラジルが輸出国であ
るのに対して、メキシコは国内供給量の約 2 割を輸入している。本節ではまずこれらの国々
に見られる共通点を把握し、次に国ごとにブロイラー部門の概要と特徴を説明する。 
 3 カ国とも共通にみられるのは、生産・消費の拡大、新しい生産技術の導入、インテグ
レーションの形成、インテグレーターの成長である。1 人あたり年間供給量は約 30～40
キロで、いずれの国でも牛肉や豚肉を上回る勢いで消費が増加し、最も多く消費される肉
類となっている。 
その要因として重要なのがブロイラー生産に関わる新しい技術の導入とそれを可能にし
たインテグレーションの形成である。ブロイラーは短期間に少ない飼料で育つように品種
改良が進み、現在では主にコッブ社の Cobb とアビアジェン社の Ross（チャンキー）の 2
種類が、ラテンアメリカのブロイラーのヒナ市場を 2 分している（Industria Avícola, enero 
2013）。この専用種の原種鶏農場、種鶏農場、孵卵場のほか、生育段階ごとに配合を最適
化した飼料の供給を確保するために飼料工場も自社所有が一般的である。これらの投入財
部門からのヒナと飼料を、契約農場や自社農場へ計画的に供給し、生産設備を最大限に利
用している。このように、インテグレーションを形成して標準化された技術を導入するこ
とで、生産性が向上し生産コストの削減が進んだ。その結果、安価な鶏肉の大量供給が可
能になった。 
生産の拡大やインテグレーションの形成はインテグレーターの成長からも確認できる。
表 4-2 は年間 1 億羽以上を生産する 3 カ国の主要インテグレーターを示したものである。
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2012 年の日本国内のブロイラー出荷羽数は 6 億 5000 万羽なので、ブラジルの上位 2 社は
単独でこの規模を上回っている。さらにいずれの国でもトップ企業が 3～4 割の市場シェ
アを占めており、寡占化が進んでいることがわかる。 
しかしながらインテグレーションの範囲や拡大過程において、国ごとに大きな違いが見
られる。以下では国ごとのブロイラーインテグレーションの発展について説明し、その違
いを確認する。 
 
ブラジル メキシコ ペルー
生産量（トン） 11,421,730 2,765,020 1,084,851
輸出量（トン） 3,569,903 13,469 177
輸出／生産 31% 0% 0%
輸入量（トン） 2,220 564,314 16,479
国内供給量（トン） 8,000,659 3,526,090 1,101,260
生産／国内供給 143% 78% 99%
一人あたり年間供給量（kg） 40.6 29.5 （註1）28.8
表4-1　ラテンアメリカ3カ国のブロイラーの需給（2011年）
（出所）FAOSTAT, Supply Utility Account.　
（註1）MINAG 2013をもとに可食部消費量を筆者推計、第３章本文註１も参照。
 
 
 
国名 インテグレーター名
年間生産量
（100万羽）
国内市場
シェア
種鶏
ブラジル Brasil Foods 1,840             31% Cobb/Ross
Marfrig 725                 12% Ross/Cobb
Doux-Frangosul 276                 5% Cobb
Diplomata 157                 3% Cobb/Ross
Aurora 101                 2% Cobb/Ross
合計 5,909             100%
メキシコ Bachoco S.A. 503                 34% Ross
Pilgrim's Bride de México 220                 15% Ross
Tyson de México 186                 12% Cobb
合計 1,489             100%
ペルー Grupo San Fernando（註1） 195                 34% Cobb
合計 568                 100%
表4-2　ラテンアメリカの主要インテグレーター（2012年）
（出所）Industria Avícola , Vol. 60, No. 1, 2013, http://www.industriaavicola-
digital.com/201301/（2014年11月参照）。
（註1）グループ企業のChimúを含めた生産量。  
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（１）ブラジル 
 ブラジルのブロイラー生産は 1990 年代以降急速に拡大した。1990 年代は主に国内需要
が、2000 年代は輸出需要が牽引した（植木 2007）。需要の拡大に対応して生産拡大を可能
にしたのが、ブラジルにおけるブロイラーインテグレーションの普及である。この特徴と
して指摘できるのが、投入財から輸出までの広い範囲での統合と、食肉加工企業が大手イ
ンテグレーターとなり、生産契約により飼育部分を統合している点である。ここでは鶏肉
生産の地理的拡大の視点からインテグレーションの形成過程を確認する。 
 
① 鶏肉生産の地理的拡大 
 ブラジルにおける鶏肉生産は、主に南東部、南部、中西部の 3 地域で行われている。ブ
ロイラー生産は第 2 次世界大戦後南東部で始まり、1960 年代から南部で成長した後、1990
年代以降には中西部へも拡大している（植木 2007）。この地理的拡大は、消費地である主
要都市、投入財として重要な穀類の生産地、輸出港の立地から理解できる。 
 ブラジルのブロイラー生産は、主要都市であるサンパウロやリオデジャネイロが位置す
る南東部から始まった。都市周辺の農村地帯にある養鶏生産者が生産したブロイラーが都
市にもちこまれ、ここに設立された処理場で鶏肉となり消費者に供給された。南東部では、
飼料、ヒナ、ブロイラー飼育、処理、二次加工、販売の各過程を、それぞれ独立した経済
主体が担っていた（玉井・浅木 2000）。 
 1950 年代になると、国内で最も重要な穀類産地である南部における鶏肉生産が増加する。
このきっかけとなったのがインテグレーションである。南部の食肉加工企業は鶏肉の加工
に参入するために、米国の養鶏技術とインテグレーション・システムを導入した（浜口 1989、
玉井・浅木 2000）。自らがインテグレーターとなって小規模農家に働きかけてブロイラー
飼育を広め、そこから調達したブロイラーを自社の処理場で鶏肉にした。1960 年代にはサ
ンパウロなどの都市部に保冷施設や加工工場を建設し、鶏肉の流通や加工品の製造にも乗
り出したほか、飼料工場も建設して自社内で供給できるようにした。1970 年代には中東へ
の冷凍鶏肉の輸出を開始した。南東部には主要港がいくつかあり、インテグレーターはこ
れらの港に自ら保冷倉庫を備えた食肉専用の輸出ターミナルを作り鶏肉輸出の拠点とした
（玉井・浅木 2000）。現在は国内生産量に占める南部の割合が半分を超えており、ブラジ
ルにおける鶏肉生産の中心地となっている（植木 2007）。 
 1990 年代以降に鶏肉生産が拡大しているのが中西部に広がるセラードと呼ばれる地域
である。熱帯サバンナ気候で灌木しか生えず、農業には適さないとされてきたこの地域で、
1970 年代以降に大豆栽培を中心とした農業開発が進み、南部に次ぐ穀類産地として成長し
た。南部で成長した大手インテグレーターは、豊富な飼料原料と、土地と人件費の安さを
利用できる中西部にも処理場を建設し、インテグレーションによる鶏肉生産を進めている
（植木 2007）。 
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② 食肉加工企業によるインテグレーション 
 ブラジルでインテグレーターとなっているのが食肉加工企業である。国内最大手のブラ
ジル・フーズ社（Brasil Foods）は、ブロイラーインテグレーターとしては第 2 位のペル
ジゴン社（Perdigão）が、経営危機に陥った第 1 位のサジア社（Sadia）を 2009 年に吸
収合併してできた会社である。第 2 位のマルフリグ社（Marfrig）は、穀物メジャーのカ
ーギル社が持っていた大手インテグレーターのセアラ社（Seara）を買収して成長した（星
野・石井 2010）。ここでは鶏肉を中心に拡大してきたブラジル・フーズ社を構成するペル
ジゴン社とサジア社について事業の沿革と概要を確認する。 
 ペルジゴン社は 1930 年代に南部のサンタ・カタリーナ州でイタリア系移民が始めた食
料雑貨店が起源である。1950 年代に鶏肉加工と小規模生産者とのインテグレーション、
1970 年代に中東への輸出、1980 年代に加工工場の買収と日本への輸出、1990 年に欧州へ
の輸出を始めた。現在は鶏肉、豚肉のほか、加工食品、牛乳、酪農製品が主要商品となっ
ている。国内 28 カ所の配送センターとオランダに自社の物流拠点を有しているほか、国
外 20 カ所に販売事務所を設けている。同社の流通チャネルは、約 6 割が量販店、2 割が卸
売業者、1 割が小規模店舗、1 割弱がフードサービスとなっている（Brasil Foods）。 
 一方サジア社は 1940 年代に製粉業で創業し、豚肉を保存するための保冷施設で拡大し
た。1950 年代に小規模生産者から鶏を調達するインテグレーション・システムを導入し、
1960 年代には加工部門や流通部門にも進出した。1970 年代には七面鳥を取り扱い始めた
ほか、鶏肉の中東への輸出も開始した。1980 年代以降は専門の子会社を設立するなど輸出
を強化し、1990 年代には東京など国外 3 カ所に事務所を開いた。同時期に加工食品の多
様化も進め、1990 年代にはパスタ、ピザ、デザート、マーガリン、シーフード、野菜など
を扱う大手食品企業となった。2008 年の同社の売上の内訳を見ると、48%が二次加工品、
22%が鶏肉の解体品、18%が鶏肉の中抜きと体となっている。特に国内は二次加工品が売
上の約 8 割を占めており、鶏肉の解体品は 5%、中抜きと体は 4%に過ぎない（Brasil Foods）。 
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 両社を事例として、ブラジルの大手によるインテグレーションの特徴を図 4-1 にまとめ
た。共通しているのは、①投入財の供給から輸出までの川下部門を広く統合している、②
食肉の二次加工を事業の中心としている、③生産契約型インテグレーションの導入により
養鶏生産者から鶏肉を安定して調達して規模を拡大したことである。 
 
（２）メキシコ 
 メキシコでは 1980 年代半ばまで、国内のインテグレーターが投入財供給と飼育部門を
中心にインテグレーションを形成していた。1980 年代後半に外資系企業の参入や量販店に
よる販売が拡大すると、処理、二次加工、販売部門でも統合が進んだ。しかし今日でも、
公設の小売市場や鶏肉商など伝統的な小売形態が残っており、どの市場をターゲットにす
るかによって、企業ごとにインテグレーションの形態が異なっている。 
 
① 新旧流通チャネルの併存 
ラテンアメリカ諸国では都市部を中心に、大型量販店やディスカウントストアなど近代
的な小売業が拡大している。しかし一方でメキシコのように、都市部においても伝統的な
流通経路や消費形態が色濃く残っている場合がある。現在でも個人の鶏肉店や「メルカド」
と呼ばれる公設小売市場に売り場を持つ鶏肉商が数多く存在し、と体を仕入れて客の注文
に応じて解体し、解体品に切り分けて販売する。このような伝統的な鶏肉販売店で購入す
る消費者の割合は、主要都市においても 2000 年代半ばの時点で半分を超えている。特に
低所得者層は公設小売市場で購入する割合が高い（星野 2010）。 
 インテグレーターから出荷されるブロイラーの形態についても同様のことがいえる。鶏
肉産業の業界団体は出荷形態を生鳥、と体、中抜きと体、解体品、二次加工品に分類して
いる。鶏肉店や公設小売市場へは生鳥やと体、量販店へは解体品と二次加工品を出荷して
いる。業界団体の調査によると、最近は生鳥やと体による出荷が減っているものの、2007
年時点でも生鳥が 26%、と体が 21%を占めている（星野 2010）。このような伝統的な流通
経路・形態が残る中で、ブロイラーインテグレーションの形成が進んだ。 
 
② 主要インテグレーター間の競争 
 国内インテグレーターのバチョコ社（Industria Bachoco）、外資系のピルグリムズ・プ
ライド社（Pilgrim’s Pride de México）とタイソン社（Tyson de México）はそれぞれ年間
1 億羽以上を生産し、この上位 3 社の市場シェアは 6 割を超えている（Industria Avícola 
enero 2013）。メキシコのブロイラーインテグレーションは、この 3 社の競争により発達
してきた。 
 バチョコ社はメキシコ最大のインテグレーターで、年間生産量は国内全体の 3 分の 1 に
あたる 5 億羽に達する。同社は 1950 年代に採卵鶏の飼育から事業を始め、採卵鶏の種鶏
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農場、孵卵、飼料配合と川上部門へ進出した。次いで卵の価格統制をきっかけに 1970 年
にブロイラーの飼育へ参入した。ブロイラーでもインテグレーションの形成を進め、1980
年代末までに飼料配合、家畜用医薬品の製造、原種鶏農場、種鶏農場、孵卵場、飼育農場、
処理場までを統合した（Industria Bachoco）（図 4-2）。 
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 先行研究（星野 2010）から同社の特徴として 3 点指摘できる。第 1 に直営農場からブ
ロイラーを調達する割合が 9 割に達している。同社は飼育部門から拡大したことから数多
くの直営農場を所有している。第 2 に加工度の低い商品の出荷割合が高い。生鳥出荷の割
合が現在でも 26%を占めるほか、と体や中抜きと体も 44％に達している。第 3 に広く全
国に生産・加工と販売の拠点を設けている。これは、長距離輸送ができない生鳥やと体を
鶏肉店や公設小売市場に届けるには、消費地の近くに生産・販売拠点を立地する必要があ
るためである。 
 第 2 位の米ピルグリムズ・プライド社がメキシコへ進出したのは 1988 年である。まず、
飼料大手の米プリナ社のメキシコ子会社が所有していた飼料工場、種鶏農場、孵卵場、飼
育農場、処理場を買収した。さらに 1995 年には首都に近いケレタロ州の養鶏生産者組合
が所有する飼料工場や処理場を買収し、生産契約により組合員からブロイラーの供給を受
けることで生産量を拡大した。同社は生産契約によりブロイラーを調達する割合が全体の
60%を占めている。また商品構成については、20%を生鳥で出荷しているほか、25%をと
体、残りを中抜きと体、解体品、二次加工品で出荷している（星野 2010）。 
 米タイソン社は 1994 年にメキシコの国内インテグレーターを買収した（Tyson de 
México）。当初はアジア市場向けの鶏肉加工品を手がけていたが、2000 年のニューカッス
ル病発生を機に国内市場向けへと転じた。その後、新規に鶏肉加工品の工場を建設したほ
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か、近辺にある国内のインテグレーターから飼料工場、種鶏農場、孵卵場、処理場を買収
した。進出当初は 85%を直営農場から調達していたが、政府の小規模養鶏生産者育成事業
などを利用して生産契約による調達を増やして 75%まで引き上げた。もともと輸出市場を
ターゲットにしていたことから生鳥による出荷はなく、加工度が高い製品を主に消費者の
所得水準が高く量販店などが多い北東部に出荷している（星野 2010）。 
 この 3 社を比較すると、主にメキシコ南部を中心とする国内の伝統的な市場ではバチョ
コ社が優位である一方、メキシコ北部を中心とする近代的な市場においては、外資系を含
んだ 3 社による競争が進み、これにより二次加工品の製造など川下部門の統合が進んでい
ることがわかる。 
 
（３）ペルー 
 ペルーはメキシコより伝統的な流通経路や消費形態が残っており、これがブロイラー
インテグレーションの形成に大きな影響を与えている。現在でも卸売段階まで生鳥で流通
する割合が大きい。そのため、投入財の供給とブロイラー飼育では統合が進み生産規模が
拡大しているものの、処理以降の過程については統合が進まず、大手インテグレーターで
も大部分を生鳥のまま出荷している。 
 
① 伝統的な流通・消費形態の残存 
国内最大の消費地であるリマ首都圏には 15 カ所の生鳥集荷センターがある。大手イン
テグレーターはここに生鳥を出荷し、卸売業者に販売する。卸売業者は生鳥センターに隣
接する処理場や自ら所有する処理場でと体にし、それを公設小売市場に売り場を持つ鶏肉
商に販売する。公設小売市場内では鶏の中抜きと体がぶら下がっており、鶏肉商は客の要
望に応じて切り分けて販売する。冷蔵施設がない場合も多く、仕入れた分は当日中に売り
切る。個人の鶏肉店の場合には、インテグレーターや卸売商から生鳥を仕入れることも多
く、これを店内で処理して販売する。農業省のデータを基に推計すると、2013 年時点では
国内で供給される鶏肉のうち、78%が生鳥のまま卸売段階まで出荷され、インテグレータ
ーの処理場で処理されるのは 22%にとどまっている（MINAG 2013）。 
図 4-3 にペルーにおけるブロイラーインテグレーションの範囲を示した。ただし、自社
で処理場や二次加工工場を持っているのは一部の大手インテグレーターにとどまる。国内
最大のインテグレーターであるサン・フェルナンド社（San Fernando）の場合、自社で
処理するのは鶏肉料理店向けの小型鶏のと体や、量販店向けの大型鶏のと体が主である。
大型鶏は量販店が各店舗において解体品に加工している（清水 2010b）。 
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（出所）清水2010bをもとに筆者作成。
（註）点線はインテグレーションの範囲。太線は主な鶏肉の流れ。
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図4-3 ペルーのブロイラーインテグレーション
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② 飼育部門からのインテグレーション形成 
 ペルーでは 1970 年代末までにブロイラー専用種や配合飼料など外国からの技術導入
が進んだ。それに伴い欧米の種鶏企業や飼料企業などが進出したが、1980 年代末の経済危
機までにこれらの多くが撤退・縮小し、インテグレーターとして成長することはなかった。 
1990 年代に成長したのが国内のインテグレーターである。飼育部門の規模を拡大する中
で、飼料工場や種鶏農場を統合し、川上部門を中心にインテグレーションを築いた。 
最大手のサン・フェルナンド社はグループ企業で第 2 位のチムー・アグロペクアリオ社
（Chimú Agropecuario）と合わせて国内市場で約 3 分の 1 のシェアを持っている。それ
以外は比較的小規模なインテグレーターが多く、市場シェアも 10%未満にとどまっている。
同社は 1960 年代に首都リマ市の近郊でブロイラー生産を始めた。1970 年代初めに小規模
の処理場を作って消費者向けに鶏肉販売を始めたことが事業拡大のきっかけとなった。
1970 年代末以降、飼料工場、種鶏農場、原種鶏農場を設立した。1990 年代にはソーセー
ジやチキンナゲットを製造する二次加工工場を設立、1999 年には鶏肉の輸出を始めた。現
在では原種鶏農場から直営販売店まで経営し、国内最大のブロイラーインテグレーターと
なっている。ブロイラー以外にも採卵鶏、七面鳥、豚を手がけており、七面鳥は国内最大
手である。しかし同社でも、生産量の 7 割以上を生鳥で出荷し、自社で処理、二次加工す
る割合は限られている（清水 2010b）。 
インテグレーターと飼育部門の関係についてみると、自社農場、賃貸農場、生産契約の
主に 3 つの方法が存在する。賃貸農場とは、使われていない鶏舎をインテグレーターが所
有者から借りて、必要に応じて設備を整え、投入財や労働者を投入して飼育する方法であ
る。国内産地には 1990 年代の飼料価格高騰や経済危機により使われなくなった鶏舎が多
く存在しており、インテグレーターはこれらを利用して、鶏舎建設に投資することなくブ
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ロイラーの生産を拡大した。大手インテグレーターの多くが、半分以上を自社農場と賃貸
農場から調達している（清水 2010b）。 
以上より、インテグレーションの範囲が川上部門にとどまっていること、そして現在の
インテグレーターは生産部門を中心に規模を拡大してきたことが、ペルーのブロイラーイ
ンテグレーションの特徴といえる。 
 
４．インテグレーションの規定要因 
 
（１）各国におけるインテグレーションの特徴 
 以上 3 カ国のブロイラーインテグレーションについてみたが、それらの特徴を表 4-3 に
まとめた。この中で注目したいのは、インテグレーションの範囲と拡大過程について、国
ごとに大きな違いが観察できる点である。 
インテグレーションの範囲とは、投入財の供給から国内外の流通まで、ブロイラーの供
給に関わる各過程をインテグレーターがどこまで統合しているかという点である。3 カ国
の中で最も統合が進んでいるのがブラジルである。投入財、飼育、処理はもちろん、自社
の流通網を持ち、自社ブランドの鶏肉や二次加工品を販売している。また、近年は輸出が
急増している。一方、メキシコやペルーでは、投入財と飼育についてはブラジルと同様に
インテグレーターが統合しているが、処理以降の過程については、統合されていない部分
も多い。 
 
国名 ブラジル メキシコ ペルー
インテグレーションの範囲
統合の範囲 投入財 ● ● ●
飼育 ● ● ●
処理加工 ● ▲ ▲
二次加工 ● ▲ ▲
流通 ● ▲ ×
輸出 ● × ×
と体20%
解体品25%
加工品55%
（註1)
生鳥25%
と体55%
解体品10%
加工品10%
生鳥80%
と体・解体品20%
量販店が主
3分の1は輸出
公設市場と量販店が半々 生鳥集荷センター（卸売市場）
が主
主産地はポルトアレグレ市など
南部、主な消費地はサンパウロ
市など南東部（約800km）
主産地の1つがケレタロ市、主
な消費地の1つがメキシコ市（
約200km）
主産地はリマ市の南北の海岸部
主な消費地はリマ市（最大200k
m）
インテグレーションの拡大過程
インテグレーターの起源 食肉加工企業 国内企業：生産者
外資企業：食肉加工企業
生産者
飼養部門との関係 大手はほとんどが生産契約 地場企業：直営農場が主
外資企業：生産契約が主
生産契約と直営（賃貸農場を含
む）が半々
養鶏生産者の有無 インテグレーターが育成 政府による小規模生産者支援 一部生産者がインテグレーター
に成長
（出所）清水（2010b）、星野（2010）、Bras i l  Foodsより筆者作成。
（註1）サジア社2008年売上高ベースの数字。
表4-3　ラテンアメリカのブロイラーインテグレーションの特徴
インテグレーターの出荷先
商品姿態
主な産地と消費地
（両者の距離）
● 統合
▲ 一部統合
× 未統合
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次にインテグレーションの拡大過程とは、インテグレーターの起源と飼育部門との関係
を指す。インテグレーターがどの部門から事業を始めて拡大したのか、そして鶏は外部農
場との生産契約かそれとも直営農場から調達するのか。3 カ国を比較すると、食肉加工か
ら拡大したブラジルのインテグレーターやメキシコの外資系は生産契約が多く、養鶏生産
者として拡大したメキシコの国内インテグレーターやペルーの場合には直営農場からの調
達の割合が高い。そこで以下では、インテグレーションの範囲と拡大過程が異なる要因に
ついて考察する。 
 
（２）インテグレーションの範囲を定める要因 
① 流通経路の特徴 
 インテグレーションの範囲についてこの 3 カ国で異なるのは、ブロイラーの流通経路や
産地と消費地の立地条件が異なるためだと考えられる。 
まず流通経路についてみると、近代的な流通市場の規模が重要になる。これについては
先行研究がチリの事例を分析したのと同様の結果が、本稿のブラジルの事例からも導き出
される（北野 2010）。つまり、量販店など近代的な小売り流通を経て、ムネ肉やモモ肉な
どの解体品、そしてハムやチキンナゲットなどの二次加工品などを販売する場合には、生
産部門だけでなく、処理、二次加工、流通の各部門の統合が進んでいる。ブラジルのペル
ジゴン社の場合には、量販店に販売する割合が 6 割を越えており最も重要な流通経路とな
っている。また、サジア社では国内市場における販売額のほとんどが二次加工品で、輸出
市場へは主に冷凍のと体と解体品を供給している（Brasil Foods）。 
 さらに、ブラジルを分析対象としたことでより明らかになったのは、輸出の増加がイン
テグレーションの各段階の統合をますます進めていることである。これは需要者の求めに
応じてイスラム専用の処理方法を採用したり（Brasil Foods）、カットの形態を変えたりす
るためである。このような輸出需要に対応するには、処理、二次加工、輸出を一体的に管
理する必要があるため、ブラジルのインテグレーターは川下までのインテグレーションを
すすめている。 
一方、メキシコやペルーの場合には、先行研究が指摘しているとおり、伝統的なブロイ
ラーの流通経路が現在でも残存している（清水 2010a）。ここでいう伝統的な流通経路と
は、インテグレーターがブロイラーを生鳥のまま卸売市場に出荷する経路を指す。卸売商
は仕入れたブロイラーを、卸売市場に隣接する処理場などで加工し、と体の形で公設小売
市場の鶏肉商に販売する。個人の鶏肉店に対しては生鳥のまま販売し、店内で加工する。
このような流通経路においては、卸売段階における市場取引が基本となり、卸売段階以降
のインテグレーションは進まない。 
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② 産地と消費地の立地 
 次にブロイラー産業の立地については、生産地と消費地の距離が重要になる。第 3 章で
説明したように、日本におけるブロイラー産地の変遷をみると、産地が消費地から離れる
に従って産地から出荷される鶏肉の形態が生鳥、と体、解体品と輸送に適した形態に変化
している（吉田 1974）。つまり、産地と消費地が離れているほど産地側で鶏を処理する必
要性が高くなり、かつ鶏肉を消費地まで輸送するコールドチェーンなどの流通インフラが
必要となる。そのため、インテグレーターは川下にむけてインテグレーションの範囲を拡
大する必要が生じる。 
ラテンアメリカでもこれが当てはまる。メキシコの場合、国内企業のバチョコ社は伝統
的な公設小売市場を通じての販売に力を入れている。国内に広く生産拠点を整備し、そこ
から近い市場に対して生鳥やと体の形で供給している。それに対して東北部のみに拠点を
持つタイソン社は、処理場で加工した鶏肉を冷凍にして、コールドチェーンを経由して消
費地の量販店に出荷している。そのため、より付加価値の高い二次加工品と合わせて流通
までを統合している。 
ペルーの場合には、国内最大の市場であるリマ市の近郊に国内の主要なブロイラー産地
が広がっており、産地と消費地が近いことが特徴である。この場合、ブロイラーを生鳥の
まま消費地の集荷センターに持ち込むことができるため、大手インテグレーターでもその
大部分を生鳥のまま出荷している。 
ブラジルの場合は、当初は主要都市が位置する南東部に近い産地で、中小の独立した企
業が投入財から流通までの各部門を担っていた。これに対してペルジゴン社やサジア社の
ように南部から成長したインテグレーターは川上から川下までを統合した。飼料原料の供
給などの点から、南部はブロイラーの産地としては南東部よりも条件がよい。しかしここ
で大量に生産されたブロイラーは主要な消費地である南東部まで輸送しなければならない。
そのために川下部門を統合する必要が生じ、南部の大手インテグレーターはインテグレー
ションの範囲を広げることで成長した。輸出市場の成長もインテグレーションの範囲の拡
大を後押しした。 
 
（３）拡大過程を定める要因 
① インテグレーターの起源 
 先行研究（清水 2010a）は、インテグレーターと飼育部門の関係を分析し、その違いが
インテグレーションの拡大過程に違いをもたらすことを明らかにした。本稿ではさらに掘
り下げてインテグレーターの起源に着目し、この違いとインテグレーションの拡大過程の
関係を分析した。 
 主に生産契約によって鶏を調達するブラジルのインテグレーターやメキシコの外資系イ
ンテグレーターは、もともと食肉加工企業である。これらの企業はまず鶏肉の処理に参入
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し、この事業に必要な投入財である鶏を調達するために、地元の農業生産者を対象として
生産契約を導入した。これらの企業にとって重要なことは低コストで安定して鶏を調達す
ることである。直営農場を建設、運営するには多額の投資が必要となるため、生産契約に
よって鶏を調達できれば、資本を節約でき、その分処理、二次加工、流通、販売などに投
資できる。 
 それに対してメキシコやペルーの国内インテグレーターは、もともと採卵鶏やブロイラ
ーの飼育、種鶏生産、孵卵などから事業を始めている。飼育部門の規模を拡大した後、自
社農場で生産するブロイラーにより高い付加価値をつけるために、処理や二次加工など川
下部門へと進出している。そのため、インテグレーションの形態は直営農場からの調達が
基本となっている。メキシコの国内インテグレーターやペルーの場合、ブロイラー飼育の
規模が処理場の処理能力を上回っており、飼育部門が事業の中心となっている。 
 
② 生産契約の担い手の有無 
 インテグレーターの起源に加えて、契約生産者となりうる養鶏生産者の存在も重要にな
る。ブロイラー飼育においては、大規模化やウインドレスなど環境統御型鶏舎の開発によ
り、建設に必要なコストが増大している。養鶏生産者はその資金を調達しなければならな
い。また、生産契約を結ぶ養鶏生産者はインテグレーターからの指示どおりの飼育技術を
用い、飼育状況に関する記録や報告を求められるなど、一定水準の管理能力も求められる。
このような条件を満たす養鶏生産者が存在して、はじめて生産契約が可能になる。 
 ブラジルの場合、食肉処理を手がけるインテグレーターが 1960 年代の始めに米国から
契約生産型インテグレーションを導入した。この方法では契約生産の担い手となる養鶏生
産者の存在が不可欠で、インテグレーターは養鶏技術に関する研修の機会を与えるなどし
て生産者を育成しながら規模を拡大した。またメキシコでは、養鶏施設の近代化を対象と
する低利融資制度などによって、政府が小規模農家を支援した。メキシコに進出した外資
系インテグレーターは、このような養鶏農家にブロイラー飼育を依存しながら規模を拡大
した。 
一方ペルーでは、飼料価格の高騰や経済危機による鶏肉需要の減少など、小規模の養鶏
生産者にとって淘汰の危機が訪れた時に、中規模の養鶏生産者がこれら生産者の飼育設備
を買い取りながらインテグレーターに成長していった。また、経済自由化の一環として農
業生産者に対する保護政策が撤廃されたことも、養鶏生産者の淘汰を進めた。その結果と
して、インテグレーターによる直営農場や、利用されていない鶏舎を借りる賃貸農場によ
る生産部門の統合が主流となったのである。つまりペルーでは、インテグレーターの要求
に応える養鶏生産者が外部に存在しなかったことが、インテグレーター自身による生産部
門の統合を促したといえる。 
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５．小括 
 
 近年ラテンアメリカでは鶏肉の供給と需要が拡大している。供給面では、ブラジルが世
界一の鶏肉輸出国となったほか、それ以外の国でも国内向けの供給が増えている。需要面
では、低価格のタンパク源として豚肉や牛肉を上回るペースで消費が伸びている。これら
の背景にあるのがブロイラーインテグレーションの急速な拡大である。インテグレーショ
ンの発達により生産コストが低下したことで需要が拡大したのである。そしてブラジルを
はじめ、メキシコやペルーにおいても大手インテグレーターが成長し、その規模は日本の
インテグレーターを大きく上回るようになった。 
 どの国においても、鶏種、飼料設計、ワクチン、飼育技術などは、欧米から導入された
ものを利用している。しかしインテグレーションの範囲やインテグレーターの拡大過程は
国によって大きく異なっている。そこで本稿では各国におけるブロイラーインテグレーシ
ョンの特徴を検討して、それらの違いを生み出した要因について考察した。 
 まず、ブロイラーインテグレーションの範囲が異なる要因として重要なのは流通市場の
構造である。中でも、産地と消費地の立地と近代的な小売店やフードサービスの発達が重
要である。前者は流通する鶏の商品姿態を、後者は求められる加工の度合いを定めるから
である。 
 次にインテグレーターの拡大過程が異なる要因としては、インテグレーターの起源と生
産契約の担い手となる養鶏生産者の有無が重要である。インテグレーターが食肉加工企業
の場合、養鶏生産者を育成して生産を委託することで鶏肉を安定的に調達し、処理と二次
加工の規模を急速に拡大できた。一方、生産者が規模を拡大してインテグレーターとなっ
た場合には、現在も事業の中心が飼育部門であることが多く、直営農場から鶏を調達する
割合が高い。 
以上の分析により、流通経路、産地の立地、インテグレーターの拡大過程などそれぞれ
の国に特有な条件が、インテグレーションの発達のあり方を定めることが明らかになった。
米国や日本をはじめとする先進国では、サプライチェーンの川中にあたる加工部門を中心
に川上や川下でも並行してインテグレーションが進行した。しかし本論文で検討したラテ
ンアメリカの事例では、外国からの技術導入により川上ではインテグレーションが進んで
いるにもかかわらず川中や川下では進まない事例や、国内の所得水準はそれほど高くない
にもかかわらず輸出部門に牽引される形で川中や川下でもインテグレーションが急速に進
む事例がみられた。つまり、供給や需要におけるさまざまな条件の差が、米国や日本の事
例とは異なるインテグレーションの形態を生み出しているのである。 
安価で良質なタンパク源である鶏肉は、ラテンアメリカに限らず世界の途上国で消費が
拡大している。これらの国々に特有な需給の条件を検討することで、インテグレーション
の多様な発展への理解がすすみ、供給拡大への方策を考える手がかりが得られるであろう。 
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終章 
結論と今後の課題 
 
 本章では、まずコーディネーションやインテグレーションの具体的な事例を分析した各
章の結論を要約する。次に、農業部門のインテグレーションの形成が、ラテンアメリカの
農業開発にどのような影響を及ぼすのかについての考察を示す。最後に、残された課題を
指摘する。 
 
１． 各章の結論 
 
 第 1 章は、ペルーでは主食の 1 つであるジャガイモの流通を取り上げ、最近の順調な経
済成長を背景とした需要の拡大により、卸売市場を中心とした伝統的な流通形態がどのよ
うに変化しているかを分析した。中でも注目したのが、リマ首都圏の量販店の拡大による
農産物流通の変化である。従来、リマ首都圏における農産物流通では、リマ中央卸売市場
の卸売商人が中心的な役割を占めてきた。この卸売商人が、産地商人などを通して全国の
産地に情報網を張り巡らし、収穫期に合わせて集荷して、リマ中央卸売市場に仕入れに来
る首都圏の小売商などに販売してきた。しかし 2000 年代以降に店舗数を拡大している量
販店は、当初こそ卸売市場から農産物を調達していたものの、現在では独自の調達チャネ
ルを構築している。その理由は、リマの中央卸売市場は量販店が求める品質や数量の農産
物を、量販店が求める方法では供給できないからである。 
 卸売市場を中心とした伝統的な流通経路では、生産、卸売、小売が分化し、開かれた現
金取引市場を通してつながっている。ペルーをはじめとする多くの途上国の農産物市場で
は、品質よりも価格を重視した需要が中心となるため、供給も低価格・低品質の農産物が
中心である。供給側と需要側の情報が非対称なために、量販店が品質の高い農産物を調達
しようとしても、それに対応した供給がなされない。 
 そこで量販店は、質の高い農産物を安定して調達するために専門サプライヤーを確保し
た。量販店はサプライヤーに対して分類の基準や納入時の仕様などについての情報を伝え、
事前に必要な量と価格を連絡する。セールなどを行うときには、通常より時間に余裕を持
って連絡することもある。発注を受けたサプライヤーは、ジャガイモを集荷するだけでな
く、選果、分類、洗浄、包装を行い、量販店に指定された方法で納入する。後日、量販店
は納入量に基づいてサプライヤーに支払う。 
 このように、専門サプライヤーの利用によって量販店は、卸売市場から調達することが
難しい、質の高い農産物を安定して調達することが可能になった。つまり、量販店とサプ
ライヤーがコーディネーションを通じて取引を行うことで、青果物のサプライチェーンに
おいて付加価値を生み出すことができたのである。 
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 第 2 章は、今日のペルーの代表的な輸出農産品の 1 つであるアスパラガスを取り上げ、
輸出の主力が缶詰から生鮮に変わることで、バリューチェーンがどのように変化したかを
分析した。1990 年代後半以降、缶詰輸出が横ばいの一方、生鮮輸出は拡大を続けている。
この違いを生み出した要因の一つが、生産から輸出に至るバリューチェーンにおける経済
主体の結びつきである。缶詰アスパラガスの場合、主に中小規模の生産者が栽培し、買い
付けに来た集荷業者に現金取引で販売、この集荷業者が缶詰加工企業に販売した。加工企
業は製造した缶詰アスパラガスを主に海上輸送で輸出し、市場国の食品輸入企業に販売し
た。しかし国際市場において安価な中国産缶詰アスパラガスが出回ったことでペルー産缶
詰の価格競争力は低下した。 
 これに対して生鮮アスパラガスの場合、南半球に位置する季節差により市場機会を獲得
した。1990 年代は主に中規模の生産者が輸出をしていたが、2000 年代に入って参入した
企業形態の生産者（アグリビジネス）が輸出拡大の担い手となった。これらのアグリビジ
ネスは、大規模な灌漑農地を取得して自社農場と加工場を設立し、農場で栽培したアスパ
ラガスを隣接する加工場でパッキングし、コールドチェーンを利用して主に航空輸送で市
場国のブローカーや大手量販店に販売した。つまり生産から輸出までをインテグレーショ
ンしたのである。需要者の要望に応えて、農場や加工場で各種の認証を取得し、鮮度を保
つために収穫から輸出までの物流を整えた。また、圃場での肥料や農薬の散布状況からパ
ッキング、輸出に至るまでの履歴を管理し、トレーサビリティを確立した。企業によって
は市場国の大手量販店に対して供給契約を結び、需要にもとづいて農地、資材、労働力を
手配し、収穫日から逆算して播種を行う計画栽培を進めた。 
 生鮮アスパラガスの輸出拡大のカギは、生産から輸出までのバリューチェーンにおける
インテグレーションにある。生鮮農産物の輸出においては鮮度の維持と市場に供給するタ
イミングが重要になる。アグリビジネスは生産、パッキング、輸出までを統合することで、
収穫した農産物を短時間で消費地に届ける態勢を整えた。この統合により、市場国に輸入
される際に障害となる残留農薬の問題を解決し、量販店から要求されるトレーサビリティ
の確保も可能にした。さらに計画栽培により、他産地と競合しないように収穫期を調整す
ることで、一定水準の価格を確保したアスパラガスの供給ができるようになった。つまり、
生産から輸出までの各段階の経済主体が別々に機能していては供給が難しかった青果物の
輸出が、インテグレーションによって可能になったのである。 
第 2 章補論は、植物検疫の問題を取り上げた。2000 年代後半のペルーでは、生鮮アス
パラガスの輸出拡大を追うようにブドウやアボカドなどの青果物輸出が増加した。青果物
輸出おいて問題となるのが植物検疫による市場国の輸入制限である。アグリビジネスなど
のバリューチェーンの経済主体だけでなく、青果物輸出というアグリフードシステムの一
部である植物検疫機関や生産者団体へも対象を広げ、植物検疫に対する取り組みについて
分析した。 
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青果物を輸出するにはまず、輸出国の植物検疫機関が輸入国のカウンターパートに輸入
解禁を要請する。両者が協議し、病虫害を除去する植物検疫措置などの条件（植物検疫プ
ロトコル）で合意する必要がある。ただしそのために輸出国は、自国の植物検疫制度を構
築し、それが十分に機能することを輸入国のカウンターパートに示す必要がある。ペルー
の植物検疫機関は、青果物の生産と輸出を手がけるアグリビジネスが加盟する生産者団体
の支援を得ることで植物検疫制度の構築を進めた。 
植物検疫制度の構築の中で、検疫機関がアグリビジネスと一緒になって進めたのがシス
テム・アプローチである。これは、圃場における栽培時から、収穫、輸送、熱処理や低温
処理などの検疫処理、パッキング、コンテナ詰めの各段階で病虫害が存在しないことを確
認して認証する方法である。このアプローチを採用するには、栽培から輸出に至る各段階
でトレーサビリティが保たれている必要がある。アグリビジネスによる生産から輸出まで
のインテグレーションは、システム・アプローチの採用で大きな役割を果たした。 
第 3 章は、ブロイラー部門に焦点をあて、ペルーおけるインテグレーションの形成過程
とその特徴を分析した。ペルーでは 1980 年代までに外国からの技術導入とともに、飼料
とヒナなどの投入財の供給と飼育部門のインテグレーションが進んだ。その結果、生産性
が上昇し、他の畜産品や魚などと比較して価格が低下したことにより、鶏肉の生産と消費
が拡大した。 
しかし一方で、飼育とそれ以降の処理加工、二次加工、流通の間のインテグレーション
は進んでいない。今日でも生産されたブロイラーの約 8 割が生きたまま卸売段階まで流通
している。この要因としてあげられるのが、産地と消費地の近接した立地、安い人件費や
消費者の慣習・嗜好による加工度の低い鶏肉への需要、そして実効性が低い食鳥衛生管理
制度である。川上のインテグレーションによって鶏肉生産の生産性は向上したものの、川
下のインテグレーションが進まないために、付加価値が形成されないのである。 
第 4 章は、ブロイラーインテグレーションについてラテンアメリカ域内の生産大国であ
るブラジルやメキシコと第 3 章で分析したペルーを比較し、インテグレーションの範囲や
拡大過程に違いが生じた要因を考察した。 
ブラジルでは1950年代に食肉加工企業が米国型インテグレーションを導入したことで、
小規模農家を相手とした契約生産方式が広がった。さらに 1990 年代以降に大豆やトウモ
ロコシの生産が中西部へと拡大すると、これを追うようにブロイラー生産もこの地域で増
加した。インテグレーターとなった食肉加工企業は中東を皮切りに輸出市場の開拓に力を
入れると同時に、国内市場向けには鶏肉などを原料とした加工食品の製造を進めた。主な
販売先が都市部の量販店や輸出市場であること、そして加工品の割合が多いことなどから、
投入財の供給、飼育、処理加工、二次加工、流通までのインテグレーションが発達した。 
メキシコでは、伝統的な消費・流通の形態が残る南部と、米国の影響が強く米国資本の
食肉加工企業が進出した北部ではインテグレーションの形成に違いが見られた。南部では
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生鳥やと体による出荷が多く飼育と加工以降の部門との間でインテグレーションが進まな
い一方で、北部では米国型のインテグレーションが進行し、冷凍品も含めた解体品、加工
品の出荷が中心となっている。 
これにペルーを加えた 3 カ国を比較すると、以下の点が明らかになった。いずれの国で
も生産部門ではインテグレーションの形成が進み、投入財（鶏種、飼料、ワクチン）やそ
れに伴う技術（飼料設計、飼育技術）の導入が進んだことで生産性が向上している。しか
し加工以降においては、市場における需要条件の違いのため、インテグレーションの形態
が大きく異なっている。伝統的な消費形態が残るペルーやメキシコ南部ではインテグレー
ションの形成が進まない一方で、都市部の量販店や輸出市場が主な市場であるブラジルや
メキシコ北部では加工や販売部門までインテグレーションの形成が進み、付加価値の高い
商品が供給されている。 
 
２． アグリフードシステムにおけるインテグレーションの役割 
 
以上で見た事例研究から、ラテンアメリカのアグリフードシステムの発展メカニズムに
ついて明らかになったことをまとめてみたい。 
事例研究でみた、量販店で販売されるジャガイモをはじめとする国内市場向け農産物、
アスパラガス等の輸出市場向け生鮮農産物、国内／輸出市場向けのブロイラーのバリュー
チェーンのいずれにおいても、コーディネーションやインテグレーションの形成がみられ
る。そしてコーディネーションやインテグレーションは、農畜産物の生産性向上につなが
るだけでなく、消費者の手に届く農畜産物の付加価値の創造を促している。ブロイラー飼
育では生産指数や生育までに必要な期間が著しく改善しているほか、輸出向け青果物でも
市場の需要にあった質の高い農産物の供給が増えている。サプライヤーによるジャガイモ
調達は多様化する消費にあわせて流通段階で付加価値を付けているし、ブラジルのブロイ
ラーでは加工度の高い商品の割合が高まっている。このように、アグリフードシステムの
それぞれの農畜産物のバリューチェーンにおけるインテグレーションの形成が、アグリフ
ードシステムの発展に大きく貢献している。 
ただし、コーディネーションやインテグレーションの度合いやそれらの形成を促す要因
はそれぞれ異なる。経済主体間の結びつきの度合いで見ると、弱い順から、量販店の国内
市場向け農産物（第 1 章、ジャガイモ）、（２）国内市場向け畜産物（第 3 章、ペルーのブ
ロイラー）、（３）輸出市場向け農産物（第 2 章、生鮮アスパラガス）（４）、輸出市場向け
畜産物となる（第 4 章、ブラジルのブロイラー）。このうち、（１）がコーディネーション
で、（２）～（４）がインテグレーションにあたる。インテグレーションでは、バリューチ
ェーンの中に中心的な役割を果たすインテグレーターがおり、契約や所有によって全体を
統合している。 
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経済主体間の結びつきの度合いが異なる要因として挙げられるのが、流通や消費に際し
て加工が必要かどうか、必要な場合には加工施設において規模の経済が働くか、そして施
設の整備に必要な資本の規模である。ジャガイモのような農産物は消費者自らが収穫物を
加工できる。それに対して輸出向け生鮮アスパラガスの場合には、よい状態で消費者に届
けるためには、洗浄、パッキング、冷蔵などの作業とそのための施設が必要となる。ブロ
イラーの場合には少なくとも処理加工が必要であるだけでなく、部分肉や二次加工品など、
より加工度が高い商品を求める消費者が多い。加工度が高まるほど資産（加工施設）の取
引特殊性が高まる。また、アスパラガスのパッキングと鶏肉加工品の製造では規模の経済
の働き方が異なる。前者のほとんどが労働集約的作業であるのに対して、後者はある程度
の資本集約が必要で加工施設への投資額が大きくなりやすい。加工施設において規模の経
済を生かすには、原料を安定的に調達して稼働率を高く保つ必要がある。そのためにイン
テグレーションを形成して経済主体間の結びつきを強める。 
インテグレーションの形成は需要の特質にも左右される。ペルーのブロイラーインテグ
レーションの場合、生産性向上を目的としたインテグレーションが進んでいるが、付加価
値増大に関しては進んでいない。これは鶏肉需要の優先度が、価値よりも価格にあるから
である。一般に途上国では消費者の所得水準が低いため、国内市場では品質が低く単価が
安い農産物の流通が多くを占める。一方、輸出農畜産物は先進国向けが多いため、品質が
高く、単価が高い農産物が主となる。このことから、国内市場向けに比べて輸出市場向け
の農産物でインテグレーションが形成されやすい。ただしラテンアメリカ諸国の多くでは、
近年順調な経済成長を背景として都市部を中心に中間層が拡大しており、これらの消費者
による高品質で高価格な農産物への需要が増加している。この需要を満たすために、国内
向けでもコーディネーションやインテグレーションの形成へと向かっている。 
それ以外にも、需給の立地もコーディネーションやインテグレーションの進行に影響を
与える。国内市場の場合、産地と消費地が比較的近く、消費者は生産に関する情報を入手
しやすい。それに対し輸出市場の場合、産地と消費地が離れており、一般に消費者が生産
に関する情報を入手するのは難しい。生産に関する情報を入手したいという先進国の消費
者の要望を満たすには、途上国の生産者は農産物に生産の情報をリンクさせた形で輸出し
なければならない。輸出業者は生産部門までインテグレーションすることで、栽培からの
トレーサビリティを確保して、この要求に応えている。 
 
３． 今後の課題 
 
 本研究は、主にペルーのアグリフードシステムにおけるコーディネーションやインテグ
レーションの事例分析を通して、ラテンアメリカにおけるアグリフードシステムの発展メ
カニズムについて分析した。ラテンアメリカ諸国のアグリフードシステムにおけるバリュ
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ーチェーンのインテグレーションに関する分析は限られていることから、今後分析を進め
なければならない研究課題が多く残っている。 
 まず、コーディネーションなど経済主体間の結びつきが比較的弱い形での統合が、今後
どのように変化するかという点である。インテグレーションが進めば、契約型や所有型イ
ンテグレーションのように結びつきが強まると考えられる。一方、需給条件の変化が大き
い場合には、変化への対応が早いと考えられる弱い形の統合が有利という見方もある。量
販店によるサプライヤーからのジャガイモ調達の今後の展開について、企業の経営組織や
経営戦略の研究成果などを参照しながら分析を進める必要がある。ペルーのブロイラー産
業においては、消費者の所得水準の向上による消費の変化に対して、インテグレーション
が今後どのような形で進むのかに注目する必要がある。 
 次に、産業の集積という分析視点を加えることができる。本研究は主に個々の経済主体
間のインテグレーションを分析した。それに対して、経済主体が一定の地域に集まること
による利益に注目することで、地域や産業の発展という視点を加えることができる。例え
ばペルーの北部・南部の海岸地帯に集まる青果物栽培地帯に注目すれば、産業クラスター
研究の視角を用いて特定地域内の経済主体の集積という視点で分析が可能になる。ここで
は、外部経済性や共同行動など、集団による効率性の向上により個々のインテグレーショ
ンを上回る効果についても分析できる。 
 最後に、他の途上国のアグリフードシステム分析への応用である。ラテンアメリカに限
らず、世界の途上国において所得の向上が進めば、生産以降から消費までの間に求められ
る付加価値がますます大きくなる。アグリフードシステムのバリューチェーンにおける生
産性向上や付加価値創出のメカニズムを理解するには、インテグレーションの分析が不可
欠となる。 
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Summary 
 
Vertical Coordination in the Development of the Agri-Food Systems 
―Case Studies from Latin America― 
Tatsuya SHIMIZU 
  
Agri-food system is a concept to understand all stages of production and supply of an 
agricultural product. It includes from input provision, agricultural production, processing, 
distribution, food service and up to consumption. In the last decade, agri-food systems in 
developing countries have undergone several significant changes. Changes in consumer 
preferences due to job and income growth, agricultural trade expansion, the introduction of new 
technologies in production and processing, and the development of information and 
communication technologies that form a link between supply and demand have had major 
impacts on the agri-food systems in these countries. Using the analytical framework of vertical 
coordination, this study analyzes recent developments in agri-food systems within Latin 
American countries. 
There are many players in agri-food systems: input providers, producers, processors, 
wholesalers, retailers, transporters, food service providers and consumers. In developing 
countries, all players in traditional agri-food systems are connected in open and spot markets 
with cash-and-carry transactions. However, in the last decade, cases where these players are 
connected through vertical coordination have been observed. Vertical coordination is a term that 
refers close relationships among players in agri-food systems. They are connected not by 
transactions in open and spot markets, but by relationships based on with verbal agreements, 
written contracts, and ownerships.  When they are connected by ownerships, it is called vertical 
integration, which is the strongest form of vertical coordination. 
In a developing country like Peru, vertical coordination in agri-food systems has only just begun. 
The case studies that this research will observe include the following: the vertical coordination 
for the procurement of the potato crop by supermarket chains, vertical integration for the 
production and exportation of fresh asparagus, the vertical coordination for supply chains to 
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pass quarantine requirements, vertical integration in broiler production, and a comparative 
analysis of broiler integration in three Latin American countries.  
The paper’s introduction explains the importance of analyzing Latin American agri-food system 
from the perspective of vertical coordination. Until the 1990s, the primary focus of agricultural 
development research in Latin America was production, though production makes up only a 
small portion of the agri-food systems. In order to develop the agricultural sector, researches 
need to observe the entire agri-food systems.  
Chapter 1 analyzes changes in Peru’s potato supply chain. The potato is one of Peru’s staple 
foods. Due to recent expansions in the country’s middle class, supermarket chains have gained 
popularity in its principal urban areas. People go to the supermarket for better product quality 
and pleasant shopping experiences. To satisfy customer demand, supermarket chains must 
acquire potatoes with a quality that is superior to those found in the traditional wholesale 
market. To assure provision of superior potatoes, supermarket chains must seek suppliers who 
specialize in potato. These suppliers are in charge of acquiring good potatoes, processing, 
grading, washing, and packaging to meet supermarket specifications. Essentially, they convert 
harvest in fields to merchandise in stores. By working with these suppliers, supermarket chains 
can provide the value-added products that their customers desire. 
Chapter 2 analyzes changes in Peru’s asparagus export supply chains. The country has been 
exporting canned white asparagus since the 1980s. In the 1990s, however, the export of fresh 
green asparagus started to grow. In the early 2000s, as exportation of canned asparagus began 
to stagnate, exportation of fresh asparagus continued to thrive. In 2002, the export value of 
fresh asparagus surpassed the export value of canned asparagus. One central reason for the 
stagnation of Peru’s canned export was that China exported a lower-priced alternative in the 
European market. While Peru’s canned asparagus sales fell, they maintained their footprint in 
the North American market with fresh asparagus.  
There are a few reasons that Peru’s asparagus trade has expanded in foreign markets. The 
conventional explanation is because of the difference in harvest seasons. Located in the 
Southern Hemisphere, the country’s harvest season is directly opposite to that of the Northern 
Hemisphere, where the principal markets for asparagus are located. Another reason that Peru’s 
exportation of asparagus continues to thrive is due to the integration of its agri-food system in 
production, processing and exportation by agricultural corporations. By integrating these 
processes, the corporations can shorten the lead time between harvesting and exporting the 
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product. This improves the product’s quality and extends its shelf life in stores. Through the 
integration of processes, agricultural corporations can also trace produce from the field to the 
container. By making direct sales to retail stores instead of consignment sales to brokers, 
agricultural corporations can gain better access to information about consumer demands and 
can plan production accordingly. In sum, direct sales assure more stability than consignment 
sales. 
Chapter 2’s appendix analyzes the improvements of the quarantine system for fresh produce 
export and the role of integration in Peru. By the late 2000s, Peru had started exporting fresh 
produce such as grapes, avocados, mangos, and citrus fruits. The exportation of such produce 
had become possible because of improvements to the quarantine system. To export fresh 
produce, a national plant protection authority from the exporting country needs to come to an 
agreement with the authority in the market (or importing) country. Such an agreement details 
the conditions under which fresh produce can be imported into the market country. The market 
country requires the exporting country to take several precautions so that it may prevent the 
invasion of pests and diseases that do not exist in its territory. These include export inspections 
that certify the absence of pests and disease, and countermeasures such as hydrothermal and 
cool temperature treatments to eliminate them.  
In the early 2000s, the Peruvian national plant protection authority improved its capacity to 
administer the system for fresh produce quarantine, and successfully established agreements 
with plant protection authorities in major market countries. The vertical integration of 
production, processing, packing, and exporting by agricultural corporations played an important 
role in this process. The Peruvian authority had introduced a systems approach, a practice that 
monitors for pests and disease from the field to the point of exportation. This process begins in 
the fields before harvest, and continues through the packing plants, countermeasures, and until 
the produce is loaded into shipping containers and sealed. In order to take the systems approach, 
it is necessary that the entire process, from field to container, is integrated. This assures that 
the produce can be traced. Integration is therefore one of important factors that national plant 
protection authorities can use to improve their export quarantine systems. 
Chapter 3 discusses the expansion of broiler (chicken) supply and demand, and the role of 
vertical integration in Peruvian sectors. As in other developing countries, Peru’s supply and 
demand for broiler meat has increased steadily over the recent decades. One factor that 
contributes to this increase is the relatively low cost of broiler meat in comparison to meats like 
fish, pork, and beef. The low cost of broiler is due to efficient production. The vertical integration 
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of production processes, such as input provision (chicks, feed, and medicine) and raising the 
livestock, is important to efficient production. In spite of advancements to the integration of 
production processes, Peru has yet to properly integrate raising broilers with slaughtering and 
processing them. Roughly 80% of the broilers that are raised in Peru are commercialized in 
wholesale markets while they are still alive. This is due to consumer preference for live (or 
fresh) broilers over refrigerated and frozen broilers, and the national authority’s inability to 
control animal health and the distribution of live birds. 
Chapter 4 compares broiler integration in three Latin American countries: Brazil, Mexico, and 
Peru. The broiler industry is highly integrated in Brazil. Integrators, who control the entire 
agri-food system of broiler, started as meat processors. They started to coordinate stages such as 
input provision, broiler raising, slaughtering, regular processing (preparing cut meat), further 
processing (manufacturing processed foods), and exportation. In contrast, the Peruvian broiler 
industry has not integrated the processes of raising and slaughtering its broiler. In Mexico, the 
degree of broiler integration lies somewhere in between Brazil and Peru. While integrators with 
U.S. capital have highly integrated operations in the northern part of Mexico, a national 
integrator operating in the southern part of the country maintains low degrees of integration 
that are similar to those that can be found in Peru.  
The factors that determine the degree or scope of integration are demand, production locations, 
and consumer locations. When consumers maintain a preference for fresh meat, the market for 
live birds is large, and integration does not develop to include slaughtering and processing. In 
addition, when production sites and consumer locations are close together, there is less need to 
slaughter at the production sites. This lessens the need to integrate the slaughtering process 
with the production process. In Brazil, where a large portion of production is exported, it is 
important for integrators to combine all processes in order to control the quality and quantity of 
their exports. 
The final chapter summarizes findings in each case study and discusses the challenges of future 
research. While the case studies reveal some kind of coordination among supply chains in all 
agricultural products, the degrees of coordination remain different from product to product. For 
instance in Peru, although the agri-food system of potatoes is loosely coordinated, the agri-food 
system of broilers is closely coordinated by contracts and ownership (though only up to 
production). The rest of the supply chain is not coordinated. Until exportation, the Peruvian 
agri-food system of fresh asparagus is closely integrated. The agri-food system of broilers for 
Brazilian national and international markets is fully coordinated by contracts and ownership. 
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The degree of coordination varies depending on factors such as consumer preference, the 
complexity of processing, economies of scale in processing, and the locations of supply and 
demand zones. 
Processing potatoes for the domestic market is relatively simple. Almost anyone can process 
them at home. Selection, grading, washing and packaging by the supplier will make jobs easier 
for those who prepare meals at home. Before fresh asparagus can be exported, it has to be 
processed (washed, packed, and cooled) so that it can reach consumers in good condition. This 
process is also fairly simple. Compared to potatoes and asparagus, broiler processing is more 
complex. Prior to exportation, broilers must first be slaughtered and then processed. The more 
complex the processing, the more specific processing facility is (higher asset specificity). As 
previous studies on integration show, it is more likely for integration to develop in agri-food 
system in which asset require a high level of specificity.  
The economies of scale in processing plants are also important when determining the need for 
integration. Compared with processing plants that process fresh asparagus for exportation, 
plants that slaughter and process broiler meat are more capital intensive and have greater 
economies of scale. In order to take advantage of economies of scale, it is very important to 
utilize a plant at its full capacity. This requires a stable supply of raw material, which can only 
be assured through the integration of the agri-food system. 
Consumer preference determines the kinds of products that are demanded by consumers. 
Income levels in developing countries are lower than they are in developed countries. Most 
consumers in developing countries look for cheap prices rather than high quality and 
differentiated products. In order to respond to this kind of demand, producers in developing 
countries aim to increase coordination in agri-food systems in order to increase production 
efficiency. For example the Peruvian broiler agri-food system is coordinated input provision and 
raising. This type of integration makes it easier to raise the chickens in a shorter period of time 
with less feed.  
As income grows in developing countries, consumers start to look for quality and value-added in 
agricultural products. In order to supply these products, it is necessary to closely coordinate 
production, processing, and sales. This coordination allows producers to obtain information 
about consumer preferences and to use that information to develop the products that are sought 
after by the consumers.  
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The location of supply and demand can also influence the degree of integration. When 
agricultural products are produced and consumed locally, meaning that the distance between 
supply and demand is short, consumers tend to have more information about the products they 
are purchasing. In contrast, when developed countries buy products that have been produced in 
developing countries, meaning that the distance between supply and demand is great, 
consumers tend to lack information about the products they are purchasing. By coordinating 
production, processing, and exportation, suppliers in developing countries can provide more 
information about the production processes for the products they are selling abroad. 
This dissertation attempts to analyze the evolution of the agri-food system in Peru and other 
Latin American nations. The analysis of the agri-food system is not very common in Latin 
America and has many areas that have yet to be researched as mention in the below. 
Using case studies for support, the future development of coordination in agri-food systems 
could be a viable topic for further analysis. We need to keep watching for changes in 
coordination in Peruvian agri-food systems when consumers demand higher value-added food. 
Another potential research topic could be the development of industrial agglomeration, or 
clusters. In this study, the coordination of individual players in agri-food systems is analyzed. If 
the perspective of cluster development is added, the impacts of external economies and joint 
actions that might help in the development of agri-food systems can be analyzed. 
Finally, in emerging and developing countries, income levels are rising, and consumers are 
demanding better food and services. For these countries, in order to secure food supply in 
quantity and quality, it is important to improve the efficiency of food production and increase 
the amount of value-added products and services. The evaluation of vertical coordination is very 
useful to understanding the mechanisms of the development of agri-food systems. 
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